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第１章  総則 
 

（約款の適用） 

第１条 当社は、このFiimoモバイル通信サービス契約約款（以下「約款」といいます。）を定め、こ

の約款に基づき、Fiimoモバイル通信サービス、付加機能、Fiimoモバイルに附帯するサービス（当

社が別に定めるものに限ります。以下「附帯サービス」といいます。）を提供します。 

 

（約款の変更） 

第２条 当社は、この約款を変更することがあります。この場合には、料金その他の提供条件は、

変更後の約款によります。 

 

（用語の定義） 

第３条 この約款においては、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用  語 用  語  の  意  味 

 １ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

 ２ 電気通信サービス 
電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気

通信設備を他人の通信の用に供すること 

 ３ 電気通信回線設備 
送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備およびこ

れと一体として設置される交換設備ならびにこれらの付属設備 

 ４ 通話 
おおむね３キロヘルツの帯域の音声その他の音響を電気通信回

線を通じて送り、または受ける通信 

 ５ データ通信 
電気通信回線を通じてパケット交換方式によりデータを送り、ま

たは受ける通信 

 ６ 電話網 
主として通話の用に供することを目的として伝送交換を行うた

めの電気通信回線設備 

 ７ データ通信網 
データ通信の用に供することを目的として伝送交換を行うため

の電気通信回線設備 

 ８ Fiimo モバイル 

通信サービス 

特定携帯電話事業者が提供する電気通信サービスを使用して当社

が提供する電気通信サービスで、「Fiimo IoT SIM に係るもの」と

「それ以外のもの」からなる 

９ Fiimo モバイル 

通信サービス取扱所 
Fiimo モバイル通信サービスに関する業務を行う事業所 

１０ 本契約 
当社から Fiimo モバイル通信サービスの提供を受けるための契

約 

１１ 本契約者 当社と本契約を締結している者 

１２ 特定携帯電話事業者 
ＫＤＤＩ株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、株式会社ＮＴＴ

ドコモおよびソフトバンク株式会社 
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４７ ＳＩＭカード 

契約者識別番号その他の情報を記憶することができるカードであっ

て、当社が Fiimo モバイル通信サービスの提供のために契約者に貸

与するもの 

４８ ａｕＩＣカード 
ＳＩＭカードのうち、当社が Fiimo モバイル通信サービス（Ａプラ

ン）の提供のために契約者に貸与するもの 

４９ ドコモＵＩＭカード 
ＳＩＭカードのうち、当社が Fiimo モバイル通信サービス（Ｄプラ

ン）の提供のために契約者に貸与するもの 

５０ ソフトバンクＵＳＩＭ 

カード 

ＳＩＭカードのうち、当社が Fiimo モバイル通信サービス（Ｓプラ 

ン）の提供のために契約者に貸与するもの 

５１ 端末機器 
端末機器の技術基準適合認定等に関する規則（平成１６年１月２６

日総務省令第１５号）第３条で定める種類の端末設備の機器 

５２ 当社端末機器 当社が別に定めるところにより売り切りをする端末機器 

５３ 自営端末機器 当社端末機器以外の端末機器 

５４ 契約者回線 
本契約に基づいて携帯電話事業者の無線基地局設備と本契約者が指

定する移動無線装置 との間に設定される電気通信回線 

５５ 他網契約者回線 

Fiimo モバイル通信サービス、特定携帯電話事業者のａｕ（ＬＴＥ）

通信サービス、ａｕ（5G）通信サービス、ドコモＸｉ通信サービス、

ドコモ 5G通信サービス、ソフトバンク 4G 通信サービス、ソフトバ

ンク 5G 通新サービス以外の電気通信サービスに係る契約者回線（当

社、特定携帯電話事業者または協定事業者が必要により設置する電

気通信設備を含みます｡）であって、ＷＩＮ契約者回線（特定携帯電

話事業者のＷＩＮ約款に定める契約者回線をいいます。以下同じと

します｡）、ＦＯＭＡ契約者回線およびソフトバンク 3G通信サービ

ス契約者回線以外のもの 
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話事業者のＷＩＮ約款に定める契約者回線をいいます。以下同じと

します｡）、ＦＯＭＡ契約者回線およびソフトバンク 3G通信サービ
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第２章 提供区域 
 

（サービスの提供区域） 

第４条 当社が提供するFiimoモバイル通信サービスの提供区域は、特定携帯電話事業者が定める

区域において、行うことができるものとします。 

 

第３章 契約 
 

（契約の単位） 

第５条 当社は、契約者識別番号１番号ごとに１の本契約を締結します。この場合、契約者は、

１の本契約につき１人または１の法人に限ります。 

２ Fiimoモバイル通信サービスには、料金表第１表第１（利用料金）に規定する種類があります。 

 

（契約申込の方法） 

第６条 本契約の申込みをするときは、当社所定の方法により申込みを行うものとします。 

２ 前項の申込みは、個人（満１８歳以上に限ります。）に限り可能です。ただし、法人の申込みにおい

ては、当社が別に定める方法によります。 

３ 本契約者から以下の各号に定める契約変更を行いたい旨の申出があったときは、その本契約の申込

みについて第１項の申込みがあったものとみなして取り扱う場合があります。 

（１）当社が別に定める態様により、本契約を解除すると同時に新たに本契約を締結する場合 

（２）（１）を除く契約内容の変更の場合 

４ 前項第１号の申出があったときは、当社は、現に提供している本契約の解除について、第１４条（契

約者が行う契約の解除）の規定の通知があったものとみなして取り扱います。 

 

（契約者暗証番号等） 

第７条 本契約の申込みをするときは、以下の各号に定める、本契約に係る契約者を識別するための暗証

番号、ＩＤ、パスワード（以下、契約者暗証番号等といいます。）を指定していただきます。 

 （１）Fiimoマイページのユーザ名及びパスワード 

（２）Fiimoメールのメールアドレス及びメールパスワード 

（３）特定携帯電話事業者の音声回線オプション設定に係る暗証番号（Ａプランの音声＆デー 

タ通信タイプに限ります。） 

２ 本契約者は、前項の規定により指定した契約者暗証番号等については、善良な管理者の注意をもって

管理していただきます。 

３ 当社は、本契約者以外の者が第１項の規定により指定された契約者暗証番号等を使用した場合、その

本契約者が使用したものとみなして取り扱います。 

４ 当社は、契約者暗証番号等の漏洩、不正使用などから生じたいかなる損害についても、当社に故意又は

重大な過失がある場合を除き、一切の責任を負いません。 
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（２）（１）を除く契約内容の変更の場合 

４ 前項第１号の申出があったときは、当社は、現に提供している本契約の解除について、第１３条（契約

者が行う契約の解除）の規定の通知があったものとみなして取り扱います。 

 

（契約者暗証番号等） 

第７条 本契約の申込みをするときは、以下の各号に定める、本契約に係る契約者を識別するための暗証

番号、ＩＤ、パスワード（以下、契約者暗証番号等といいます。）を指定していただきます。 

 （１）ピカラモバイルMyページのユーザ名及びパスワード 

（２）ピカラモバイルMailのメールアドレス及びメールパスワード 

（３）特定携帯電話事業者の音声回線オプション設定に係る暗証番号（Ａプランの音声＆デー 

タ通信タイプに限ります。） 

２ 本契約者は、前項の規定により指定した契約者暗証番号等については、善良な管理者の注意をもって管

理していただきます。 

３ 当社は、本契約者以外の者が第１項の規定により指定された契約者暗証番号等を使用した場合、その本

契約者が使用したものとみなして取り扱います。 

４ 当社は、契約者暗証番号等の漏洩、不正使用などから生じたいかなる損害についても、当社に故意又は重

大な過失がある場合を除き、一切の責任を負いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



モバイル通信サービス契約約款 新旧対照表 
旧 新 備 考（変更理由） 

 

 8 

   

別紙 

（契約申込の承諾） 

第８条 当社は、本契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って当社が別に定める照査基準に

基づき承諾します。 

２ 本契約は、本契約の申込みに対して当社が承諾したときに成立します。なお、当社は、本契約者に当

社所定の方法により承諾の成立を速やかに通知します。 

３ 前項の規定にかかわらず、当社は、通信の取扱上余裕がないときは、その申込みの承諾を延期するこ

とがあります。 

４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、次の場合には、その本契約の申込みを承諾しないこと

があります。 

（１）Fiimoモバイル通信サービスを提供することが技術上著しく困難なとき。 

（２）申込者がFiimoモバイル通信サービスの料金又は工事に関する費用の支払いを怠り、又

は怠るおそれがあると当社が判断したとき。 

（３）申込者が第３０条（提供停止）第１項各号の規定のいずれかに該当し、Fiimoモバイル通信

サービスの提供の停止を受けている、又は当社が行う本契約の解除を受けたことがあるとき。 

（４）本契約の申込みをした者が、当社が提供するFiimoモバイル通信サービス以外のサービスの利用

を停止されたことがある、又はFiimoモバイル通信サービス以外のサービスに係る契約の解除を受

けたことがあるとき。 

（５）当社が必要と判断する場合において、申込者に本人確認書類の提出を求めたものの、相当の期間

内に提出がなかったとき。 

（６）申込者がその申込みにあたり虚偽の内容を記載した契約申込書を提出したとき、又は当

社からの照会に対して、連絡がつかなかったとき、相当の期間内に回答がなかったとき、

不適切な回答があったとき。 

（７）当社が行う本人確認及び信用調査等によって、申込者への提供は困難と当社が判断した

とき。 

（８）第１７条（利用に係る契約者の義務）の規定に違反するおそれがあるとき。 

（９）個人の申込みにおいて、申込者の当社と締結している他の本契約の数の合計が５以上であるとき。

又は法人の申込みにおいて、申込者の当社と締結している他の本契約の数の合計が２００以上であ

るとき。ただし、Fiimo IoT SIMの申込書においては、申込者の当社と契約している他の本契約の

数の合計が１０００以上であるとき。 

（１０）申込者が、本契約申込みで指定したクレジットカードの名義人と異なるとき。 

（１１）Fiimo IoT SIMに申し込んだ者が、法人（当社が法人と認めないもの）でないとき。 

（１２）その他Fiimoモバイル通信サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

（最低利用期間） 

第９条 Fiimoモバイル通信サービスについては、料金表第１表第１（利用料金）に定めるところ

により最低利用期間があります。 

２ 本契約者は、前項の最低利用期間内に本契約の解除があった場合は、当社が定める期日まで

に、料金表第１表第１（利用料金）に規定する額を一括して支払っていただきます。 

 

（契約者確認の取扱い） 

第１０条 当社は、携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正

な利用の防止に関する法律（平成１７年法律第３１号）の規定及びその他当社が定める規約等

に基づき、本契約者に対して、契約者確認（同法第９条に定める契約者確認をいいます。以下

同じとします｡)を行うことがあります。この場合においては、本契約者は、当社の定める期日

までに、当社所定の方法により契約者確認に応じていただきます。 

 

（契約申込の承諾） 

第８条 当社は、本契約の申込みがあったときは、受け付けた順序に従って当社が別に定める照査基準に基

づき承諾します。 

２ 本契約は、本契約の申込みに対して当社が承諾したときに成立します。なお、当社は、本契約者に当

社所定の方法により承諾の成立を速やかに通知します。 

３ 前項の規定にかかわらず、当社は、通信の取扱上余裕がないときは、その申込みの承諾を延期すること

があります。 

４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、次の場合には、その本契約の申込みを承諾しないことが

あります。 

（１）ピカラモバイル通信サービスを提供することが技術上著しく困難なとき。 

（２）申込者がピカラモバイル通信サービスの料金又は工事に関する費用の支払いを怠り、又

は怠るおそれがあると当社が判断したとき。 

（３）申込者が第２９条（提供停止）第１項各号の規定のいずれかに該当し、ピカラモバイル通信

サービスの提供の停止を受けている、又は当社が行う本契約の解除を受けたことがあるとき。 

（４）本契約の申込みをした者が、当社が提供するピカラモバイル通信サービス以外のサービスの利用

を停止されたことがある、又はピカラモバイル通信サービス以外のサービスに係る契約の解除を受

けたことがあるとき。 

（５）当社が必要と判断する場合において、申込者に本人確認書類の提出を求めたものの、相当の期間内

に提出がなかったとき。 

（６）申込者がその申込みにあたり虚偽の内容を記載した契約申込書を提出したとき、又は当社

からの照会に対して、連絡がつかなかったとき、相当の期間内に回答がなかったとき、不適

切な回答があったとき。 

（７）当社が行う本人確認及び信用調査等によって、申込者への提供は困難と当社が判断したと

き。 

（８）第１６条（利用に係る契約者の義務）の規定に違反するおそれがあるとき。 

（９）個人の申込みにおいて、申込者の当社と締結している他の本契約の数の合計が５以上であるとき。

又は法人の申込みにおいて、申込者の当社と締結している他の本契約の数の合計が２００以上である

とき。ただし、ピカラモバイル IoT SIMの申込書においては、申込者の当社と契約している他の本契

約の数の合計が１０００以上であるとき。 

（１０）申込者が、本契約申込みで指定したクレジットカードの名義人と異なるとき。 

（１１）ピカラモバイル IoT SIMに申し込んだ者が、法人（当社が法人と認めないもの）でないと

き。 

（１２）その他ピカラモバイル通信サービスに関する当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

（最低利用期間） 

第９条 Fiimoモバイル通信サービスについては、料金表第１表第１（利用料金）に定めるところ

により最低利用期間があります。 

２ 本契約者は、前項の最低利用期間内に本契約の解除があった場合は、当社が定める期日までに、

料金表第１表第１（利用料金）に規定する額を一括して支払っていただきます。 

 

（契約者確認の取扱い） 

第９条 当社は、携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な

利用の防止に関する法律（平成１７年法律第３１号）の規定及びその他当社が定める規約等に基

づき、本契約者に対して、契約者確認（同法第９条に定める契約者確認をいいます。以下同じと

します｡)を行うことがあります。この場合においては、本契約者は、当社の定める期日までに、

当社所定の方法により契約者確認に応じていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最低利用期間の削除 



モバイル通信サービス契約約款 新旧対照表 
旧 新 備 考（変更理由） 

 

 9 

   

別紙 

（契約者識別番号） 

第１１条 Fiimoモバイル通信サービスの契約者識別番号は、１の契約者回線ごとに当社が定めま

す。なお、その契約者識別番号については、契約者が継続的に利用できることを保証するもの

ではありません。 

２ 当社は、技術上および業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、Fiimoモバイル通信サー

ビスの契約者識別番号を変更することがあります。 

３ 当社は、Fiimoモバイルの契約者識別番号を変更する場合には、あらかじめそのことを本契約

者に通知します。 

 

（契約内容の変更） 

第１２条 当社は、本契約者から請求があったときは、第６条（契約申込の方法）に規定する契約内

容の変更を行います。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第８条（契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

（サービス利用権の譲渡禁止） 

第１３条 Fiimoモバイル通信サービス利用権（本契約者が本契約に基づいてFiimoモバイル通信サー

ビスの提供を受ける権利）は、譲渡することができません。ただし、別記２に定める場合は除きます。 

 

（契約者が行う契約の解除） 

第１４条 本契約者は、本契約を解除しようとするときは、予め当社に当社所定の方法により通知してい

ただきます。本契約者は、第４４条（解約事務手数料の支払義務）の規定により、最低利用期間内に本

契約を解除しようとするときは、料金表第３表（事務手数料等）に規定する解約事務手数料の支払いを

要します。ただし、本条第２項に規定する初期契約解除制度の対象となる場合は除きます。 

２ 個人の申込みにおいて、本契約者は、事業法施行規則第２２条の２の７第１項各号のいずれかに

該当する場合を除き、契約書面（対象契約（新規契約をいいます。以下この条において同じと

します｡)を締結したときに、事業法第２６条の２の第１項に基づき当社が本契約者に交付した

書面（同条第２項の規定により提供するものを含みます｡)をいいます。以下この条において同

じとします｡)を受領した日または当社が対象契約に係る通信サービスの提供を開始した日のい

ずれか遅い日から起算して８日が経過するまでの間（以下、「初期契約解除期間」といいます。）、

当社に書面を発することまたは当社が別に定める方法により通知または手続することにより、

対象契約の解除（以下「初期契約解除」といいます｡)を行うことができます。この場合、当社は、

料金表第３表（事務手数料等）に規定する解約事務手数料を本契約者に請求しません。ただし、本契約

の解除までの期間において提供した料金表第１表（料金）に規定する料金及び料金表第３表（事務手数

料等）に規定する契約事務手数料等は請求いたします。 

３ 初期契約解除は、本契約者が前項に既定する書面を発した日または通知を完了した日に、その

効力を生じます。 

４ 初期契約解除に関するその他の取扱いは、事業法第２６条の３、事業法施行規則および総務省

告示等の法令ならびに当社が別に定めるところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（契約者識別番号） 

第１０条 ピカラモバイル通信サービスの契約者識別番号は、１の契約者回線ごとに当社が定めま

す。なお、その契約者識別番号については、契約者が継続的に利用できることを保証するもので

はありません。 

２ 当社は、技術上および業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、ピカラモバイル通信サー

ビスの契約者識別番号を変更することがあります。 

３ 当社は、ピカラモバイルの契約者識別番号を変更する場合には、あらかじめそのことを本契約

者に通知します。 

 

（契約内容の変更） 

第１１条 当社は、本契約者から請求があったときは、第６条（契約申込の方法）に規定する契約内容

の変更を行います。 

２ 当社は、前項の請求があったときは、第８条（契約申込の承諾）の規定に準じて取り扱います。 

 

（サービス利用権の譲渡禁止） 

第１２条 ピカラモバイル通信サービス利用権（本契約者が本契約に基づいてピカラモバイル通信サー

ビスの提供を受ける権利）は、譲渡することができません。ただし、別記２に定める場合は除きます。 

 

（契約者が行う契約の解除） 

第１３条 本契約者は、本契約を解除しようとするときは、予め当社に当社所定の方法により通知してい

ただきます。本契約者は、第４４条（解約事務手数料の支払義務）の規定により、最低利用期間内に本契

約を解除しようとするときは、料金表第３表（事務手数料等）に規定する解約事務手数料の支払いを要し

ます。ただし、本条第２項に規定する初期契約解除制度の対象となる場合は除きます。 

２ 個人の申込みにおいて、本契約者は、事業法施行規則第２２条の２の７第１項各号のいずれかに該

当する場合を除き、契約書面（対象契約（新規契約をいいます。以下この条において同じとしま

す｡)を締結したときに、事業法第２６条の２の第１項に基づき当社が本契約者に交付した書面

（同条第２項の規定により提供するものを含みます｡)をいいます。以下この条において同じとし

ます｡)を受領した日または当社が対象契約に係る通信サービスの提供を開始した日のいずれか

遅い日から起算して８日が経過するまでの間（以下、「初期契約解除期間」といいます。）、当

社に書面を発することまたは当社が別に定める方法により通知または手続することにより、対象

契約の解除（以下「初期契約解除」といいます｡)を行うことができます。この場合、当社は、料金

表第３表（事務手数料等）に規定する解約事務手数料を本契約者に請求しません。ただし、本契約の解除

までの期間において提供した料金表第１表（料金）に規定する料金及び料金表第３表（事務手数料等）に

規定する契約事務手数料等は請求いたします。 

３ 初期契約解除は、本契約者が前項に既定する書面を発した日または通知を完了した日に、その

効力を生じます。 

４ 初期契約解除に関するその他の取扱いは、事業法第２６条の３、事業法施行規則および総務省

告示等の法令ならびに当社が別に定めるところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス名の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最低利用期間の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

解約事務手数料の削除 
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別紙 

（当社が行う契約の解除） 

第１５条 当社は、第３０条（提供停止）の規定によりFiimoモバイル通信サービスの提供を停止された

本契約者が、その事実を解消しないときは、本契約を解除することがあります。 

２ 当社は、本契約者が第３０条（提供停止）第１項及び第２項のいずれかに該当する場合に、その事実

が当社の業務の遂行に著しい支障を及ぼすと認められるときは、第３０条（提供停止）の規定にかかわ

らず、Fiimoモバイル通信サービスの提供停止をしないで本契約を解除することがあります。 

３ 当社は、本契約者において、破産の申立てその他これに類する事由が生じたことを知ったときは、本

契約を解除することがあります。 

４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、第１０条（契約者確認の取扱い）の定めに応じない場合は、本

契約を解除することがあります。 

５ 当社は、前４項の規定により本契約を解除しようとするときは、予め本契約者に通知します。ただし、

緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

６ 契約の解除による本契約者の直接あるいは間接の損失、損害等に対しては、当社は損害賠償責任を含

む一切の責任を負いません。 

 

（その他の提供条件） 

第１６条 本契約に関するその他の提供条件については、別記に定めるところによります。 

 

 

第４章 契約者の義務 
 

（利用に係る契約者の義務） 

第１７条 本契約者は、次のことを守っていただきます。 

（１）端末設備（移動無線装置に限ります｡）または自営電気通信設備（移動無線装置に限りま

す｡）を取りはずし、変更し、分解し、もしくは損壊し、またはその設備に線条その他の導

体を連絡しないこと。ただし、天災、事変その他の事態に際して保護する必要があるときま

たは端末設備もしくは自営電気通信設備の接続もしくは保守のため必要があるときは、この

限りでありません。 

（２）故意に契約者回線を保留したまま放置し、その他通信の伝送交換に妨害を与える行為を行

わないこと。 

（３）故意に多数の不完了呼を発生させる等、通信の輻輳を生じさせるおそれがある行為を行わ

ないこと。 

（４）端末設備もしくは自営電気通信設備またはＳＩＭカードに登録されている契約者識別番号

その他の情報を読み出しし、変更し、または消去しないこと。 

（５）他人の著作権その他の権利を侵害する、公序良俗に反する、法令に反する、または他人の

利益を害する態様でFiimoモバイル通信サービスを利用しないこと。なお、別記１４に定め

る禁止行為に抵触すると当社が判断した場合には、本項の義務違反があったものとみなしま

す。 

（６）位置情報（端末設備の所在に係る緯度および経度の情報（端末設備等規則に規定する位置

登録制御に係るものを除きます｡）をいいます。以下同じとします｡）を取得することができ

る端末設備を契約者回線へ接続し、それを他人に所持させるときは、その所持者のプライバ

シーを侵害する事態が発生しないよう必要な措置を講じること。 

２ 前項第５号の規定は、本契約者がＳＭＳ送信を行う場合について準用します。 

３ 本契約者は、第１項の規定に違反して他人または登録利用者に与えた損害について、一切の責任を負っ

ていただきます。 

 

（当社が行う契約の解除） 

第１４条 当社は、第２９条（提供停止）の規定によりピカラモバイル通信サービスの提供を停止された

本契約者が、その事実を解消しないときは、本契約を解除することがあります。 

２ 当社は、本契約者が第２９条（提供停止）第１項及び第２項のいずれかに該当する場合に、その事実が

当社の業務の遂行に著しい支障を及ぼすと認められるときは、第２９条（提供停止）の規定にかかわらず、

ピカラモバイル通信サービスの提供停止をしないで本契約を解除することがあります。 

３ 当社は、本契約者において、破産の申立てその他これに類する事由が生じたことを知ったときは、本契

約を解除することがあります。 

４ 当社は、前３項の規定にかかわらず、第９条（契約者確認の取扱い）の定めに応じない場合は、本契約

を解除することがあります。 

５ 当社は、前４項の規定により本契約を解除しようとするときは、予め本契約者に通知します。ただし、

緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

６ 契約の解除による本契約者の直接あるいは間接の損失、損害等に対しては、当社は損害賠償責任を含む

一切の責任を負いません。 

 

（その他の提供条件） 

第１５条 本契約に関するその他の提供条件については、別記に定めるところによります。 

 

 

第４章 契約者の義務 
 

（利用に係る契約者の義務） 

第１６条 本契約者は、次のことを守っていただきます。 

（１）端末設備（移動無線装置に限ります｡）または自営電気通信設備（移動無線装置に限ります｡）

を取りはずし、変更し、分解し、もしくは損壊し、またはその設備に線条その他の導体を連

絡しないこと。ただし、天災、事変その他の事態に際して保護する必要があるときまたは端

末設備もしくは自営電気通信設備の接続もしくは保守のため必要があるときは、この限りで

ありません。 

（２）故意に契約者回線を保留したまま放置し、その他通信の伝送交換に妨害を与える行為を行

わないこと。 

（３）故意に多数の不完了呼を発生させる等、通信の輻輳を生じさせるおそれがある行為を行わ

ないこと。 

（４）端末設備もしくは自営電気通信設備またはＳＩＭカードに登録されている契約者識別番号

その他の情報を読み出しし、変更し、または消去しないこと。 

（５）他人の著作権その他の権利を侵害する、公序良俗に反する、法令に反する、または他人の

利益を害する態様でピカラモバイル通信サービスを利用しないこと。なお、別記１４に定め

る禁止行為に抵触すると当社が判断した場合には、本項の義務違反があったものとみなしま

す。 

（６）位置情報（端末設備の所在に係る緯度および経度の情報（端末設備等規則に規定する位置

登録制御に係るものを除きます｡）をいいます。以下同じとします｡）を取得することができ

る端末設備を契約者回線へ接続し、それを他人に所持させるときは、その所持者のプライバ

シーを侵害する事態が発生しないよう必要な措置を講じること。 

２ 前項第５号の規定は、本契約者がＳＭＳ送信を行う場合について準用します。 

３ 本契約者は、第１項の規定に違反して他人または登録利用者に与えた損害について、一切の責任を負っ

ていただきます。 
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（必要情報の提供） 

第１８条 本契約者は、Fiimoモバイル通信サービス利用のために当社に提供した全ての情報を正確かつ

最新のものに保つものとします。 

 

 

第５章  付加機能 
 

（付加機能の提供） 

第１９条 当社は、本契約者から請求があったときは、その本契約について、次の場合を除き、

料金表第１表第２（付加機能利用料）に定めるところにより付加機能を提供します。 

（１）付加機能の提供を請求した本契約者が、付加機能利用料の支払いを怠り、又は怠るおそ

れがあるとき。 

（２）付加機能の提供が技術的に困難なとき又は保守することが著しく困難である等Fiimoモバ

イル通信サービスに関する当社の業務の遂行上支障があるとき。 

 

（付加機能の解約） 

第２０条 当社は、次の場合には付加機能を解約します。 

（１）その付加機能の提供を利用している本契約者から解約の申出があったとき。 

（２）その付加機能の利用を継続するにあたり、料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定す

る提供条件を満たさなくなったとき。 

（３）その他技術的条件等により当社が付加機能を提供できなくなったとき。 

 

（法令に基づく特例）  

第２１条 当社は、付加機能として、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備

等に関する法律」に基づく、フィルタリングサービスを提供します。 

２ 当社は、Fiimoモバイル通信サービスを１８歳に満たない者が利用する場合、前項のフィルタリングサ

ービスの利用を条件として、Fiimoモバイル通信サービスを提供いたします。ただし、その保護者（親

権を行う者若しくは後見人又はこれらに準ずる者）が、フィルタリングサービスを利用しない旨の申

し出をした場合は、この限りではありません。  

３ 前項のフィルタリングサービスを利用しない場合、Fiimoモバイル通信サービスの利用に関連して生じ

た損害等について、当社は一切の責任を負いません。 

 

 

第６章  ＳＩＭカードの貸与等 
 

（ＳＩＭカードの貸与） 

第２２条 当社は、本契約者に対し、ＳＩＭカードを貸与します。この場合において、貸与するＳＩＭカ

ードの数は、１の本契約につき１とします。 

２ 当社は、技術上および業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、当社が貸与するＳＩＭカードを変更

することがあります。この場合は、あらかじめそのことを本契約者に通知します。 

 

 

 

 

 

（必要情報の提供） 

第１７条 本契約者は、ピカラモバイル通信サービス利用のために当社に提供した全ての情報を正確かつ

最新のものに保つものとします。 

 

 

第５章  付加機能 
 

（付加機能の提供） 

第１８条 当社は、本契約者から請求があったときは、その本契約について、次の場合を除き、料

金表第１表第２（付加機能利用料）に定めるところにより付加機能を提供します。 

（１）付加機能の提供を請求した本契約者が、付加機能利用料の支払いを怠り、又は怠るおそれ

があるとき。 

（２）付加機能の提供が技術的に困難なとき又は保守することが著しく困難である等ピカラモバ

イル通信サービスに関する当社の業務の遂行上支障があるとき。 

 

（付加機能の解約） 

第１９条 当社は、次の場合には付加機能を解約します。 

（１）その付加機能の提供を利用している本契約者から解約の申出があったとき。 

（２）その付加機能の利用を継続するにあたり、料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定す

る提供条件を満たさなくなったとき。 

（３）その他技術的条件等により当社が付加機能を提供できなくなったとき。 

 

（法令に基づく特例）  

第２０条 当社は、付加機能として、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等

に関する法律」に基づく、フィルタリングサービスを提供します。 

２ 当社は、ピカラモバイル通信サービスを１８歳に満たない者が利用する場合、前項のフィルタリングサ

ービスの利用を条件として、ピカラモバイル通信サービスを提供いたします。ただし、その保護者（親

権を行う者若しくは後見人又はこれらに準ずる者）が、フィルタリングサービスを利用しない旨の申し

出をした場合は、この限りではありません。  

３ 前項のフィルタリングサービスを利用しない場合、ピカラモバイル通信サービスの利用に関連して生じ

た損害等について、当社は一切の責任を負いません。 

 

 

第６章  ＳＩＭカードの貸与等 
 

（ＳＩＭカードの貸与） 

第２１条 当社は、本契約者に対し、ＳＩＭカードを貸与します。この場合において、貸与するＳＩＭカ

ードの数は、１の本契約につき１とします。 

２ 当社は、技術上および業務の遂行上やむを得ない理由があるときは、当社が貸与するＳＩＭカードを変更す

ることがあります。この場合は、あらかじめそのことを本契約者に通知します。 
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（契約者識別番号その他の情報の登録など） 

第２３条 当社は、次の場合に、当社の貸与するＳＩＭカードに契約者識別番号その他の情報の登録等を

行います。 

（１）ＳＩＭカードを貸与するとき。 

（２）その他、当社のＳＩＭカードの貸与を受けている契約者から、そのＳＩＭカードへの契約者識別

番号その他の情報の登録などを要する請求があったとき。 

２ 当社は、前項の規定によるほか、第１１条（契約者識別番号）第２項または第５５条（修理又は復旧

の順位）第３項の規定により契約者識別番号を変更する場合は、契約者識別番号その他の情報の登録な

どを行います。 

 

（ＳＩＭカードの情報消去および返還） 

第２４条 当社は、次の場合には、当社の本契約者に貸与するＳＩＭカードに登録された契約者識別番号

その他の情報を、当社が別に定める方法により消去します。 

（１）そのＳＩＭカードの貸与に係る本契約の解除があったとき。 

（２）その他、ＳＩＭカードを利用しなくなったとき。 

２ 当社のａｕＩＣカードまたはソフトバンクＵＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、前項の各

号に該当する場合、当社の指示に従ってそのａｕＩＣカードまたはソフトバンクＵＳＩＭカードに切れ

込みを入れ、これを破棄していただきます。 

３ 前項の規定によるほか、第２２条（ＳＩＭカードの貸与）第２項の規定により、当社がａｕＩＣカー

ドまたはソフトバンクＵＳＩＭカードの変更を行った場合、本契約者は、変更前のａｕＩＣカードまた

はソフトバンクＵＳＩＭカードに切り込みを入れ、これを破棄していただきます。 

４ 当社のドコモＵＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、第１項の各号に該当する場合、そのドコ

モＵＩＭカードを当社が別に定める方法により、当社が指定するFiimoモバイル通信サービス取扱所へ

速やかに返還していただきます。 

５ 前項の規定によるほか、第２２条（ＳＩＭカードの貸与）第２項の規定により、当社がドコモＵＩＭ

カードの変更を行った場合、本契約者は、変更前のドコモＵＩＭカードを返還するものとします。 

 

（ＳＩＭカードの管理責任） 

第２５条 当社のＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、そのＳＩＭカードを善良な管理者の注意

をもって管理していただきます。 

２ 当社のＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、ＳＩＭカードについて盗難にあった場合、紛失

した場合または毀損した場合は、速やかに当社に届け出ていただきます。 

３ 当社は、第三者がＳＩＭカードを利用した場合であっても、そのＳＩＭカードの貸与を受けている本

契約者が利用したものとみなして取り扱います。 

４ 当社は、ＳＩＭカードの盗難、紛失または毀損に起因して生じた損害などについて、責任を負わない

ものとします。 

 

（ＳＩＭカード暗証番号） 

第２６条 本契約者は、当社が別に定める方法により、ＳＩＭカードに、ＳＩＭカード暗証番号（そのＳ

ＩＭカードを利用する者を識別するための数字の組合せをいいます｡）を登録することができます。この

場合において、当社からそのＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者以外の者が登録を行った場合、

当社は、そのＳＩＭ契約者が登録を行ったものとみなします。 

２ 本契約者は、ＳＩＭカード暗証番号を善良な管理者の注意をもって管理していただきます。 

３ 当社は、ＳＩＭカード暗証番号の漏洩、不正使用などから生じたいかなる損害についても、当社に故

意又は重大な過失がある場合を除き、一切の責任を負いません。 

 

 

（契約者識別番号その他の情報の登録など） 

第２２条 当社は、次の場合に、当社の貸与するＳＩＭカードに契約者識別番号その他の情報の登録等を行

います。 

（１）ＳＩＭカードを貸与するとき。 

（２）その他、当社のＳＩＭカードの貸与を受けている契約者から、そのＳＩＭカードへの契約者識別

番号その他の情報の登録などを要する請求があったとき。 

２ 当社は、前項の規定によるほか、第１０条（契約者識別番号）第２項または第５３条（修理又は復旧の

順位）第３項の規定により契約者識別番号を変更する場合は、契約者識別番号その他の情報の登録などを

行います。 

 

（ＳＩＭカードの情報消去および返還） 

第２３条 当社は、次の場合には、当社の本契約者に貸与するＳＩＭカードに登録された契約者識別番号

その他の情報を、当社が別に定める方法により消去します。 

（１）そのＳＩＭカードの貸与に係る本契約の解除があったとき。 

（２）その他、ＳＩＭカードを利用しなくなったとき。 

２ 当社のａｕＩＣカードまたはソフトバンクＵＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、前項の各号

に該当する場合、当社の指示に従ってそのａｕＩＣカードまたはソフトバンクＵＳＩＭカードに切れ込み

を入れ、これを破棄していただきます。 

３ 前項の規定によるほか、第２１条（ＳＩＭカードの貸与）第２項の規定により、当社がａｕＩＣカード

またはソフトバンクＵＳＩＭカードの変更を行った場合、本契約者は、変更前のａｕＩＣカードまたはソ

フトバンクＵＳＩＭカードに切り込みを入れ、これを破棄していただきます。 

４ 当社のドコモＵＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、第１項の各号に該当する場合、そのドコモ

ＵＩＭカードを当社が別に定める方法により、当社が指定するピカラモバイル通信サービス取扱所へ速

やかに返還していただきます。 

５ 前項の規定によるほか、第２１条（ＳＩＭカードの貸与）第２項の規定により、当社がドコモＵＩＭカ

ードの変更を行った場合、本契約者は、変更前のドコモＵＩＭカードを返還するものとします。 

 

（ＳＩＭカードの管理責任） 

第２４条 当社のＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、そのＳＩＭカードを善良な管理者の注意

をもって管理していただきます。 

２ 当社のＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者は、ＳＩＭカードについて盗難にあった場合、紛失し

た場合または毀損した場合は、速やかに当社に届け出ていただきます。 

３ 当社は、第三者がＳＩＭカードを利用した場合であっても、そのＳＩＭカードの貸与を受けている本契

約者が利用したものとみなして取り扱います。 

４ 当社は、ＳＩＭカードの盗難、紛失または毀損に起因して生じた損害などについて、責任を負わないも

のとします。 

 

 

（ＳＩＭカード暗証番号） 

第２５条 本契約者は、当社が別に定める方法により、ＳＩＭカードに、ＳＩＭカード暗証番号（そのＳＩ

Ｍカードを利用する者を識別するための数字の組合せをいいます｡）を登録することができます。この場

合において、当社からそのＳＩＭカードの貸与を受けている本契約者以外の者が登録を行った場合、当社

は、そのＳＩＭ契約者が登録を行ったものとみなします。 

２ 本契約者は、ＳＩＭカード暗証番号を善良な管理者の注意をもって管理していただきます。 

３ 当社は、ＳＩＭカード暗証番号の漏洩、不正使用などから生じたいかなる損害についても、当社に故意又

は重大な過失がある場合を除き、一切の責任を負いません。 
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第７章  附帯サービス 
 

（附帯サービス） 

第２７条 Fiimoモバイルサービスに関する附帯サービスの取扱いについては、別記２５及び２６

に定めるところによります。 

 

第８章 提供停止等 
 

（利用の一時中断） 

第２８条 当社は、本契約者から請求があったときにおいて、当社のFiimoモバイル通信サービスの利

用に支障をきたすと当社が認めた場合は、Fiimoモバイル通信サービスの利用の一時中断（その本契約

に係る設備を他に転用することなく、一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとし

ます。）を行います。 

 

（提供中止） 

第２９条 当社は、次の場合には、Fiimoモバイル通信サービスの提供を中止することがあります。 

（１）当社又は特定携帯電話事業者の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

（２）当社又は他の事業者の電気通信設備の障害等の発生又はその防止のためにやむを得ないとき。 

（３）特定の本契約者回線から、多数の不完了呼（相手先の応答前に発信を取り止めることをいいます。

以下同じとします｡）を発生させたことにより、現に通信が輻輳し、または輻輳するおそれがある

と当社が認めたとき。 

（４）第３７条（利用の制限）の規定により、Fiimoモバイル通信サービスの提供を中止すると

き。 

２ 前項に規定する場合のほか、当社は、その契約者回線について、その料金月におけるFiimo

モバイル通信サービスの利用が著しく増加し、料金の回収などに支障が生じるおそれがあると

認めた場合は、一時的にFiimoモバイル通信サービスの提供を中止することがあります。この

場合において、料金等の回収に支障が生じるおそれがあると当社が判断した事由が解消された

ときは、その提供の中止を解除します。 

３ 当社は、前２項の規定によりFiimoモバイル通信サービスの提供を中止するときは、予めそ

のことを本契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章  附帯サービス 
 

（附帯サービス） 

第２６条 ピカラモバイルサービスに関する附帯サービスの取扱いについては、別記２５及び２６

に定めるところによります。 

 

第８章 提供停止等 
 

（利用の一時中断） 

第２７条 当社は、本契約者から請求があったときにおいて、当社のピカラモバイル通信サービスの利用

に支障をきたすと当社が認めた場合は、ピカラモバイル通信サービスの利用の一時中断（その本契約に

係る設備を他に転用することなく、一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとしま

す。）を行います。 

 

（提供中止） 

第２８条 当社は、次の場合には、ピカラモバイル通信サービスの提供を中止することがあります。 

（１）当社又は特定携帯電話事業者の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

（２）当社又は他の事業者の電気通信設備の障害等の発生又はその防止のためにやむを得ないとき。 

（３）特定の本契約者回線から、多数の不完了呼（相手先の応答前に発信を取り止めることをいいます。

以下同じとします｡）を発生させたことにより、現に通信が輻輳し、または輻輳するおそれがあると

当社が認めたとき。 

（４）第３６条（利用の制限）の規定により、ピカラモバイル通信サービスの提供を中止すると

き。 

２ 前項に規定する場合のほか、当社は、その契約者回線について、その料金月におけるピカラモ

バイル通信サービスの利用が著しく増加し、料金の回収などに支障が生じるおそれがあると認め

た場合は、一時的にピカラモバイル通信サービスの提供を中止することがあります。この場合に

おいて、料金等の回収に支障が生じるおそれがあると当社が判断した事由が解消されたときは、

その提供の中止を解除します。 

３ 当社は、前２項の規定によりピカラモバイル通信サービスの提供を中止するときは、予めその

ことを本契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 
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別紙 

（提供停止） 

第３０条 当社は、本契約者が次のいずれかに該当するときは、６か月以内で当社が定める期間（そ

のFiimoモバイル通信サービスの料金その他の債務（この約款の規定により、支払いを要することとな

ったFiimoモバイル通信サービスの料金、工事に関する費用又は割増金等の料金以外の債務をいいます。

以下この条において同じとします｡）を支払わないときは、その料金その他の債務が支払われるま

での間）､そのFiimoモバイル通信サービスの提供を停止することがあります。 

（１）料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。（支払期日を経

過した後に支払われた場合であって、当社がその支払いの事実を確認できないときを含みます。

以下この条において同じとします｡）。 

（２）Fiimoモバイル通信サービスに係る契約の申込みに当たって事実に反する記載を行ったこと

が判明したとき、又は当社からの照会に対して、連絡がつかなかったとき、相当の期間内に回

答がなかったとき、不適切な回答があったとき。 

（３）別記１又は２の規定に違反したとき、または別記１又は２の規定により届け出た内容につい

て事実に反することが判明したとき。 

（４）本契約者が当社と契約を締結しているもしくは締結していた他のFiimoモバイル通信サービ

スに係る料金その他の債務、又は本契約者が当社と契約を締結しているもしくは締結していた

他の電気通信サービスに係る料金等の債務（その契約約款等に定める料金その他の債務をいい

ます｡）について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

（５）第１０条（契約者確認の取扱い）の規定に違反したとき。 

（６）本契約者がそのFiimoモバイル通信サービスまたは当社と契約を締結している他のFiimoモ

バイル通信サービスの利用において、第１７条（利用に係る契約者の義務）の第１項各号の規

定に違反したとき。 

（７）契約者回線に端末設備または自営電気通信設備を当社の承諾を得ずに接続したとき。 

（８）別記４又は５の規定に違反して当社の検査を受けることを拒んだときまたはその検査の結果、

技術基準等（別記６に規定する技術基準および技術的条件をいいます。以下同じとします｡）

に適合していると認められない端末設備又は自営電気通信設備の契約者回線への接続を取り

やめなかったとき。 

（９）別記７、８、９又は１０の規定に違反したとき。 

（１０）第４９条（預託金）に規定する預託金を預け入れないとき。 

（１１）支払手段として指定されているクレジットカードを使用することができなくなったとき。 

 

２ 当社は、前項の規定によりFiimoモバイル通信サービスの提供停止をするときは、予めその理

由、提供停止をする日及び期間を本契約者に通知します。ただし、本契約者が第１７条（利用

に係る契約者の義務）の第１項各号の規定に違反したときであって、Fiimoモバイル通信サービ

スに関する当社の業務の遂行又は当社の設備に著しい支障を及ぼし、又はおそれのある行為をしたとき

は、この限りでありません。 

 

（提供の廃止） 

第３１条 当社は、業務の都合によりやむを得ず特定のサービス種別、細目、付加機能、附帯サービス等の

全部又は一部を廃止することがあります。これにより、本契約者又は本契約者以外の第三者がなんらか

の損害を被ったとしても当社は一切の責任を負いません。 

 

 

 

 

 

 

（提供停止） 

第２９条 当社は、本契約者が次のいずれかに該当するときは、６か月以内で当社が定める期間（そ

のピカラモバイル通信サービスの料金その他の債務（この約款の規定により、支払いを要することとなっ

たピカラモバイル通信サービスの料金、工事に関する費用又は割増金等の料金以外の債務をいいます。以

下この条において同じとします｡）を支払わないときは、その料金その他の債務が支払われるまでの

間）､そのピカラモバイル通信サービスの提供を停止することがあります。 

（１）料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。（支払期日を経過

した後に支払われた場合であって、当社がその支払いの事実を確認できないときを含みます。以

下この条において同じとします｡）。 

（２）ピカラモバイル通信サービスに係る契約の申込みに当たって事実に反する記載を行ったこと

が判明したとき、又は当社からの照会に対して、連絡がつかなかったとき、相当の期間内に回答

がなかったとき、不適切な回答があったとき。 

（３）別記１又は２の規定に違反したとき、または別記１又は２の規定により届け出た内容につい

て事実に反することが判明したとき。 

（４）本契約者が当社と契約を締結しているもしくは締結していた他のピカラモバイル通信サービ

スに係る料金その他の債務、又は本契約者が当社と契約を締結しているもしくは締結していた他

の電気通信サービスに係る料金等の債務（その契約約款等に定める料金その他の債務をいいま

す｡）について、支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

（５）第９条（契約者確認の取扱い）の規定に違反したとき。 

（６）本契約者がそのピカラモバイル通信サービスまたは当社と契約を締結している他のピカラモ

バイル通信サービスの利用において、第１６条（利用に係る契約者の義務）の第１項各号の規

定に違反したとき。 

（７）契約者回線に端末設備または自営電気通信設備を当社の承諾を得ずに接続したとき。 

（８）別記４又は５の規定に違反して当社の検査を受けることを拒んだときまたはその検査の結果、

技術基準等（別記６に規定する技術基準および技術的条件をいいます。以下同じとします｡）に

適合していると認められない端末設備又は自営電気通信設備の契約者回線への接続を取りやめ

なかったとき。 

（９）別記７、８、９又は１０の規定に違反したとき。 

（１０）第４７条（預託金）に規定する預託金を預け入れないとき。 

（１１）支払手段として指定されているクレジットカードを使用することができなくなったとき。 

 

２ 当社は、前項の規定によりピカラモバイル通信サービスの提供停止をするときは、予めその理

由、提供停止をする日及び期間を本契約者に通知します。ただし、本契約者が第１６条（利用に

係る契約者の義務）の第１項各号の規定に違反したときであって、ピカラモバイル通信サービス

に関する当社の業務の遂行又は当社の設備に著しい支障を及ぼし、又はおそれのある行為をしたときは、

この限りでありません。 

 

（提供の廃止） 

第３０条 当社は、業務の都合によりやむを得ず特定のサービス種別、細目、付加機能、附帯サービス等の

全部又は一部を廃止することがあります。これにより、本契約者又は本契約者以外の第三者がなんらかの

損害を被ったとしても当社は一切の責任を負いません。 
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第９章 通信 
（通信の種類） 

第３２条 通信には、次の種類があります。 

種類 内容 

１ 一般通信 ２以外の通信 

２ 相互接続通信 相互接続点との間の通信 

２ 契約者回線からの通話は、次のとおり区別します。 

種類 内容 

１ 通常通話 ２以外の通信 

２ 国際通話 Fiimoモバイル通信サービスを使用して本邦と外国（当社が別に定める

電気通信事業者の衛星電話システムに係る衛星携帯電話（以下「特定衛

星携帯電話」といいます。以下同じとします｡）およびインマルサット

システム移動地球局（海事衛星通信を取扱う船舶に設置した地球局およ

び可搬型地球局をいいます。以下同じとします｡）を含みます。以下同

じとします｡）との間で行う通話 

３ 契約者回線からの通話は、国際通話、フリーダイヤル(0120,0800など)、ナビダイヤル(0570)、各種有

料サービス(0990など)、3桁特番(110,119,104など)、Fiimoおトクでんわ（0037-692）、特定のプレフィ

ックス番号を付与、各種操作用特番(留守番電話・転送電話等)を除き、発信時に0077-501（以下、プレフ

ィックス番号）を自動付与します。 

４ 国際通話は、Fiimoモバイル通信サービス（音声＆データ通信タイプに限ります｡）の本契約者回線か

らの通話に限り行うことができます。 

 

（電波伝播条件による通信場所の制約） 

第３３条 通信は、その移動無線装置が第４条（サービスの提供区域）で定めるサービス区域内に在圈する

場合に限り行うことができます。ただし、そのサービス区域内にあっても、屋内、地下、トンネル、ビル

の陰、山間部、海上など電波の伝わりにくいところでは、通信を行うことができない場合があります。 

 

（相互接続に伴う通信） 

第３４条 ＫＤＤＩ相互接続点、ＮＴＴドコモ相互接続点およびソフトバンク相互接続点との間の通信は、

特定携帯電話事業者（ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモおよびソフトバンク株式会社に限りま

す。）が定めた通信に限り行うことができます。 

２ 他社相互接続点との間の通信は、相互接続協定などに基づき当社または特定携帯電話事業者（ＫＤＤＩ

株式会社、株式会社ＮＴＴドコモおよびソフトバンク株式会社に限ります。）が定めた通信に限り行うこ

とができます。 

３ 相互接続協定に基づく相互接続の一時停止もしくは相互接続協定の解除または協定事業者における電気

通信事業の休止の場合は、その協定事業者に係る他網相互接続通信（この約款で提供するFiimoモバイル

通信サービス以外の電気通信サービスに係る電気通信設備における通信をいいます。以下同じとします｡）

を行うことはできません。 

 

（国際通話の取扱い） 

第３５条 国際通話は、本邦発信の自動通話（通話の相手先までの接続が、交換取扱者を介さずに発信者の

ダイヤル操作により自動的に行われる通話をいいます｡）に限り行うことができます。 

２ 当社は、契約者回線がＳプランである場合を除き、本契約者から請求があったときは、国際通話利用規

制（その契約者回線から国際通話を行うことができないようにすることをいいます。以下同じとします｡)

を行います。 

 

 

第９章 通信 
（通信の種類） 

第３１条 通信には、次の種類があります。 

種類 内容 

１ 一般通信 ２以外の通信 

２ 相互接続通信 相互接続点との間の通信 

２ 契約者回線からの通話は、次のとおり区別します。 

種類 内容 

１ 通常通話 ２以外の通信 

２ 国際通話 ピカラモバイル通信サービスを使用して本邦と外国（当社が別に定める

電気通信事業者の衛星電話システムに係る衛星携帯電話（以下「特定衛

星携帯電話」といいます。以下同じとします｡）およびインマルサットシ

ステム移動地球局（海事衛星通信を取扱う船舶に設置した地球局および

可搬型地球局をいいます。以下同じとします｡）を含みます。以下同じと

します｡）との間で行う通話 

３ 契約者回線からの通話は、国際通話、フリーダイヤル(0120,0800など)、ナビダイヤル(0570)、各種有料

サービス(0990など)、3桁特番(110,119,104など)、Fiimoおトクでんわ（0037-692）、特定のプレフィック

ス番号を付与、各種操作用特番(留守番電話・転送電話等)を除き、発信時に0077-501（以下、プレフィック

ス番号）を自動付与します。 

４ 国際通話は、ピカラモバイル通信サービス（音声＆データ通信タイプに限ります｡）の本契約者回線から

の通話に限り行うことができます。 

 

（電波伝播条件による通信場所の制約） 

第３２条 通信は、その移動無線装置が第４条（サービスの提供区域）で定めるサービス区域内に在圈する

場合に限り行うことができます。ただし、そのサービス区域内にあっても、屋内、地下、トンネル、ビルの

陰、山間部、海上など電波の伝わりにくいところでは、通信を行うことができない場合があります。 

 

（相互接続に伴う通信） 

第３３条 ＫＤＤＩ相互接続点、ＮＴＴドコモ相互接続点およびソフトバンク相互接続点との間の通信は、

特定携帯電話事業者（ＫＤＤＩ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモおよびソフトバンク株式会社に限ります。）

が定めた通信に限り行うことができます。 

２ 他社相互接続点との間の通信は、相互接続協定などに基づき当社または特定携帯電話事業者（ＫＤＤＩ株

式会社、株式会社ＮＴＴドコモおよびソフトバンク株式会社に限ります。）が定めた通信に限り行うことが

できます。 

３ 相互接続協定に基づく相互接続の一時停止もしくは相互接続協定の解除または協定事業者における電気

通信事業の休止の場合は、その協定事業者に係る他網相互接続通信（この約款で提供するピカラモバイル

通信サービス以外の電気通信サービスに係る電気通信設備における通信をいいます。以下同じとします｡）

を行うことはできません。 

 

（国際通話の取扱い） 

第３４条 国際通話は、本邦発信の自動通話（通話の相手先までの接続が、交換取扱者を介さずに発信者の

ダイヤル操作により自動的に行われる通話をいいます｡）に限り行うことができます。 

２ 当社は、契約者回線がＳプランである場合を除き、本契約者から請求があったときは、国際通話利用規制

（その契約者回線から国際通話を行うことができないようにすることをいいます。以下同じとします｡)を行

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 
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（外国における取扱い制限） 

第３６条 国際通話の取り扱いに関しては、外国の法令、外国の電気通信事業者が定める契約約款等により

制限されることがあります。 

 

（利用の制限） 

第３７条 当社又は特定携帯電話事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれが

あるときは、Fiimoモバイル通信サービスの利用を制限する措置をとることがあります。また、当社は、

天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で必要と認めたときは、

災害の予防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要なFiimoモ

バイル通信サービスの利用及び公共の利益のため緊急を要するFiimoモバイル通信サービスの利用を

優先的に取り扱うため、次に掲げる機関以外のものによるFiimoモバイル通信サービスの利用を制限す

る措置をとることがあります。この場合において、優先的に取り扱う内容は、当社がそれらの機関との協

議により定めたものに限ります。 

 

機 関 名 

気象機関  

水防機関  

消防機関  

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。）  

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関  

電力の供給の確保に直接関係がある機関  

ガスの供給の確保に直接関係がある機関  

水道の供給の確保に直接関係がある機関  

選挙管理機関 

別記２４に定める基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関  

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

２ 本契約者が、当社サービスの提供、他の本契約者のサービスの利用又は当社設備に著しい支障を及ぼし、

もしくは及ぼすおそれのある場合は、その本契約者のサービスの利用を制限または中止する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（外国における取扱い制限） 

第３５条 国際通話の取り扱いに関しては、外国の法令、外国の電気通信事業者が定める契約約款等により

制限されることがあります。 

 

（利用の制限） 

第３６条 当社又は特定携帯電話事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれが

あるときは、ピカラモバイル通信サービスの利用を制限する措置をとることがあります。また、当社は、

天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で必要と認めたときは、災

害の予防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保又は秩序の維持のために必要なピカラモバ

イル通信サービスの利用及び公共の利益のため緊急を要するピカラモバイル通信サービスの利用を優先

的に取り扱うため、次に掲げる機関以外のものによるピカラモバイル通信サービスの利用を制限する措置

をとることがあります。この場合において、優先的に取り扱う内容は、当社がそれらの機関との協議によ

り定めたものに限ります。 

 

２ 本契約者が、当社サービスの提供、他の本契約者のサービスの利用又は当社設備に著しい支障を及ぼし、

もしくは及ぼすおそれのある場合は、その本契約者のサービスの利用を制限または中止する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

機 関 名 

気象機関  

水防機関  

消防機関  

災害救助機関 

警察機関（海上保安機関を含みます。以下同じとします。）  

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関  

電力の供給の確保に直接関係がある機関  

ガスの供給の確保に直接関係がある機関  

水道の供給の確保に直接関係がある機関  

選挙管理機関 

別記２４に定める基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関  

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 
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（通信の利用を制限する措置） 

第３８条 第３７条（利用の制限）の規定による場合のほか、当社または特定携帯電話事業者は、本契約者

に事前に通知することなく次の通信利用の制限を行うことがあります。 

（１）通信が著しく輻輳する場合に、通信時間または特定地域の契約者回線などへの通信の利用を制限す

ること。 

（２）契約者回線を当社が別に定める一定時間以上継続して保留し当社の電気通信設備を占有する等、そ

の通信がFiimoモバイル通信サービスの提供に支障を及ぼすおそれがあると当社が認めた場合に、そ

の通信を切断すること。 

（３）当社の電気通信設備において取り扱う通信の総量に比し過大と認められる通信を発生させる等、そ

の契約者回線を用いて行われた通信が当社の電気通信設備の容量を逼迫させた、もしくは逼迫させる

おそれを生じさせた、又は他の契約者回線に対する当社のFiimoモバイル通信サービスの提供に支障

を及ぼした、もしくは及ぼすおそれを生じさせたと当社が認めた場合に、その契約者回線に係る通信

の帯域を制限すること。 

（４）本契約者が別記１４に規定する禁止行為を行った場合に、その通信の切断または制限を行うこと。 

２ 当社または特定携帯電話事業者は、第３７条（利用の制限）の規定による場合のほか、当社または特定

携帯電話事業者が別に定める形式のデータについて、圧縮その他Fiimoモバイル通信サービスの円滑な提

供に必要な措置を行うことがあります。 

３ 当社または特定携帯電話事業者は、前２項の規定による場合のほかショートメッセージ通信モードによ

る文字メッセージの受信時において、当社または特定携帯電話事業者が必要とする範囲で当該メッセージ

の内容を確認し、フィッシング詐欺等の危険があると当社または特定携帯電話事業者が判定したＵＲＬ又

は電話番号が記述された当該文字メッセージの受信を行わないようにする旨の意思表示への同意があっ

たものとみなして取り扱います。この場合において、Fiimo契約者は、当社が別に定める方法により、こ

の取り扱いをしないようにすることができます。 

 

（特定の端末設備に関する利用制限） 

第３９条 当社は、第３７条（利用の制限）及び前条の規定によるほか、当社が、窃盗、詐欺等の犯罪行為

もしくはその他法令に違反する行為により取得されたと判断し、又は代金債務（立替払等に係る債務を含

みます｡）の履行がなされていないと判断して、当社の電気通信設備（特定携帯電話事業者の電気通信設

備を含みます。）に所定の登録を行った端末設備が契約者回線に接続された場合、その契約者回線からの

通信の利用を制限する措置をとることがあります。 

 

（特定のＷｅｂサイトに関する利用制限） 

第４０条 当社は、インターネット上の児童ポルノの流通による被害児童の権利侵害の拡大を防止するため

に、児童ポルノアドレスリスト作成管理団体が児童の権利を著しく侵害すると判断した児童ポルノ画像お

よび映像などを掲載するＷｅｂサイト（児童ポルノアドレスリストに基づきます。）について、本契約者

が当該Ｗｅｂサイトを閲覧する場合に、事前に通知することなく、当該Ｗｅｂサイトの閲覧を制限する場

合があります。 

２ 当社は、前項の措置に伴い必要な限度で、当該画像および映像の流通と直接関係のない情報についても

閲覧できない状態に置く場合があります。 

３ 本条第１項及び第２項の規定により本契約者の利用に何らかの不利益が生じた場合であっても、当社は

その一切の責任を負いません。 

（注）本条に規定する閲覧できない状況に置くとは、児童ポルノ画像などを閲覧できなくするように、ア

クセスしようとする通信を強制的に遮断する措置を示しています。 

（注）本条に規定する児童ポルノアドレスリスト作成管理団体とは、一般社団法人インターネットコンテ

ンツセーフティ協会とします。また、児童ポルノアドレスリストとは、一般社団法人インターネット

コンテンツセーフティ協会が提供する児童ポルノアドレスリストとします。 

 

（通信の利用を制限する措置） 

第３７条 第３６条（利用の制限）の規定による場合のほか、当社または特定携帯電話事業者は、本契約者

に事前に通知することなく次の通信利用の制限を行うことがあります。 

（１）通信が著しく輻輳する場合に、通信時間または特定地域の契約者回線などへの通信の利用を制限する

こと。 

（２）契約者回線を当社が別に定める一定時間以上継続して保留し当社の電気通信設備を占有する等、その

通信がピカラモバイル通信サービスの提供に支障を及ぼすおそれがあると当社が認めた場合に、その

通信を切断すること。 

（３）当社の電気通信設備において取り扱う通信の総量に比し過大と認められる通信を発生させる等、その

契約者回線を用いて行われた通信が当社の電気通信設備の容量を逼迫させた、もしくは逼迫させるおそ

れを生じさせた、又は他の契約者回線に対する当社のピカラモバイル通信サービスの提供に支障を及

ぼした、もしくは及ぼすおそれを生じさせたと当社が認めた場合に、その契約者回線に係る通信の帯域

を制限すること。 

（４）本契約者が別記１４に規定する禁止行為を行った場合に、その通信の切断または制限を行うこと。 

２ 当社または特定携帯電話事業者は、第３６条（利用の制限）の規定による場合のほか、当社または特定携

帯電話事業者が別に定める形式のデータについて、圧縮その他ピカラモバイル通信サービスの円滑な提供

に必要な措置を行うことがあります。 

３ 当社または特定携帯電話事業者は、前２項の規定による場合のほかショートメッセージ通信モードによる

文字メッセージの受信時において、当社または特定携帯電話事業者が必要とする範囲で当該メッセージの内

容を確認し、フィッシング詐欺等の危険があると当社または特定携帯電話事業者が判定したＵＲＬ又は電話

番号が記述された当該文字メッセージの受信を行わないようにする旨の意思表示への同意があったものと

みなして取り扱います。この場合において、ピカラモバイル契約者は、当社が別に定める方法により、この

取り扱いをしないようにすることができます。 

 

（特定の端末設備に関する利用制限） 

第３８条 当社は、第３６条（利用の制限）及び前条の規定によるほか、当社が、窃盗、詐欺等の犯罪行為

もしくはその他法令に違反する行為により取得されたと判断し、又は代金債務（立替払等に係る債務を含み

ます｡）の履行がなされていないと判断して、当社の電気通信設備（特定携帯電話事業者の電気通信設備を

含みます。）に所定の登録を行った端末設備が契約者回線に接続された場合、その契約者回線からの通信の

利用を制限する措置をとることがあります。 

 

（特定のＷｅｂサイトに関する利用制限） 

第３９条 当社は、インターネット上の児童ポルノの流通による被害児童の権利侵害の拡大を防止するため

に、児童ポルノアドレスリスト作成管理団体が児童の権利を著しく侵害すると判断した児童ポルノ画像およ

び映像などを掲載するＷｅｂサイト（児童ポルノアドレスリストに基づきます。）について、本契約者が当

該Ｗｅｂサイトを閲覧する場合に、事前に通知することなく、当該Ｗｅｂサイトの閲覧を制限する場合があ

ります。 

２ 当社は、前項の措置に伴い必要な限度で、当該画像および映像の流通と直接関係のない情報についても閲

覧できない状態に置く場合があります。 

３ 本条第１項及び第２項の規定により本契約者の利用に何らかの不利益が生じた場合であっても、当社はそ

の一切の責任を負いません。 

（注）本条に規定する閲覧できない状況に置くとは、児童ポルノ画像などを閲覧できなくするように、アク

セスしようとする通信を強制的に遮断する措置を示しています。 

（注）本条に規定する児童ポルノアドレスリスト作成管理団体とは、一般社団法人インターネットコンテン

ツセーフティ協会とします。また、児童ポルノアドレスリストとは、一般社団法人インターネットコン

テンツセーフティ協会が提供する児童ポルノアドレスリストとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 
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第１０章 料金等 
 

（料金及び工事や手続き等に関する費用） 

第４１条 当社が提供するFiimoモバイル通信サービスの料金は、料金表第１表（料金）に規定す

る料金とし、当社が提供するFiimoモバイル通信サービスの態様に応じて、利用料金、付加機能利用

料、通話料、ユニバーサルサービス料を合算したものとします。 

２ 当社が提供するFiimoモバイル通信サービスに係る工事に関する費用は、料金表第２表（工事

に関する費用）に規定する工事費とします。 

３ 本契約者はFiimoモバイル通信サービスに係る手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、

料金表第３表（事務手数料等）に規定する手続きに関する料金を支払っていただきます。 

 

（月額料金の支払義務） 

第４２条 本契約者は、そのFiimoモバイル通信契約に基づいて当社がFiimoモバイル通信サービ

スの提供を開始した日から起算して、その契約の解除又は付加機能の解約があった日の前日ま

での期間（提供を開始した日と解除又は解約があった日が同一である場合は、１日間とします。）につ

いて、料金表第１表（料金）に規定する料金のうち月額で規定されているもの（以下「月額料金」とい

います。）の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりFiimoモバイル通信サービスを利用することが

できない状態が生じたときの月額料金の支払いは、次によります。 

（１）利用の一時中断をしたときは、本契約者は、その期間中の月額料金の支払いを要します。 

（２）提供停止があったときは、本契約者は、その期間中の月額料金の支払いを要します｡  

（３）前２号の規定によるほか、本契約者は、次の場合を除き、Fiimoモバイル通信サービスを

利用できなかった期間中の月額料金の支払いを要します。 

 

 

区 別 支払いを要しない料金 

 本契約者の責めによらない理由により、

そのFiimoモバイル通信サービスを全く利

用できない状態（その契約に係る電気通信設

備によるすべての通信に著しい支障が生じ、

全く利用できない状態と同程度の状態となる

場合を含みます。）が生じた場合に、そのこ

とを当社が知った時刻から起算して、２４時間

以上その状態が連続したとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間（２４時間の倍数であ

る部分に限ります。）について、２４時間

ごとに日数を計算し、その日数に対応する

そのFiimoモバイル通信サービスについて

の月額料金。 

 

３ 前２項の規定にかかわらず、本契約者は、料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定する海

外ローミング機能については、その利用形態に応じて、料金表第１表第２（付加機能利用料）に

規定する料金の支払いを要します。 

４ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返還し

ます。 

 

 

 

 

 

第１０章 料金等 
 

（料金及び工事や手続き等に関する費用） 

第４０条 当社が提供するピカラモバイル通信サービスの料金は、料金表第１表（料金）に規定す

る料金とし、当社が提供するピカラモバイル通信サービスの態様に応じて、利用料金、付加機能利用

料、通話料、ユニバーサルサービス料を合算したものとします。 

２ 当社が提供するピカラモバイル通信サービスに係る工事に関する費用は、料金表第２表（工事

に関する費用）に規定する工事費とします。 

３ 本契約者はピカラモバイル通信サービスに係る手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、

料金表第３表（事務手数料等）に規定する手続きに関する料金を支払っていただきます。 

 

（月額料金の支払義務） 

第４１条 本契約者は、そのピカラモバイル通信契約に基づいて当社がピカラモバイル通信サービ

スの提供を開始した日から起算して、その契約の解除又は付加機能の解約があった日の前日まで

の期間（提供を開始した日と解除又は解約があった日が同一である場合は、１日間とします。）について、

料金表第１表（料金）に規定する料金のうち月額で規定されているもの（以下「月額料金」といいます。）

の支払いを要します。 

２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりピカラモバイル通信サービスを利用することが

できない状態が生じたときの月額料金の支払いは、次によります。 

（１）利用の一時中断をしたときは、本契約者は、その期間中の月額料金の支払いを要します。 

（２）提供停止があったときは、本契約者は、その期間中の月額料金の支払いを要します｡  

（３）前２号の規定によるほか、本契約者は、次の場合を除き、ピカラモバイル通信サービスを

利用できなかった期間中の月額料金の支払いを要します。 

 

 

区 別 支払いを要しない料金 

 本契約者の責めによらない理由により、

そのピカラモバイル通信サービスを全く

利用できない状態（その契約に係る電気通信

設備によるすべての通信に著しい支障が生

じ、全く利用できない状態と同程度の状態と

なる場合を含みます。）が生じた場合に、そ

のことを当社が知った時刻から起算して、２４

時間以上その状態が連続したとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利

用できなかった時間（２４時間の倍数であ

る部分に限ります。）について、２４時間

ごとに日数を計算し、その日数に対応する

そのピカラモバイル通信サービスについ

ての月額料金。 

 

３ 前２項の規定にかかわらず、本契約者は、料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定する海外

ローミング機能については、その利用形態に応じて、料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定

する料金の支払いを要します。 

４ 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われているときは、その料金を返還しま

す。 
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別紙 

（通話料の支払義務） 

第４３条 本契約者は、その契約者回線からの通話（その契約者回線の契約者以外の者が行った通話を含

みます｡）について、別記１１の規定により測定した通話時間または送信回数と料金表第１表第３（通話

料）の規定に基づいて算定した料金の支払いを要します。 

２ 相互接続通信の料金の支払義務については、前項の規定にかかわらず、第５２条（相互接続通信の料

金の取扱い）に規定するところによります。 

３ 本契約者は、通話料について、当社及び特定携帯電話事業者の機器の故障等により正しく算定するこ

とができなかった場合は、過去の利用実績等を勘案して当社が別記１３に規定する方法により算定した

料金額の支払いを要します。 

 

（解約事務手数料の支払義務） 

第４４条 契約者は、最低利用期間内にFiimoモバイル通信サービス契約の解除があったときは、当社が

やむを得ないと認める場合を除き、料金表第３表（事務手数料等）に規定する解約事務手数料の支払い

を要します。 

 

（手続きに関する料金の支払義務） 

第４５条 本契約者は、本契約の申込みまたは手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、料金

表第３表（事務手数料等）に規定する手続きに関する料金の支払いを要します。ただし、その手続きの

着手前にその契約の解除またはその請求の取り消しがあったときは、この限りでありません。この場合、

すでにその料金が支払われているときは、当社は、その料金を返還します。 

 

（ユニバーサルサービス料の支払義務） 

第４６条 本契約者は、料金表第１表第４（ユニバーサルサービス料）に規定する料金（事業法に定める

基礎的電気通信役務の提供の確保のための負担金に充てるために、基礎的電気通信役務の提供に係る交

付金および負担金算定等規則（平成１４年６月１９日総務省令第６４号）により算出された額に基づい

て当社が定める料金をいいます。）の支払いを要します。 

２ 当社は、ユニバーサルサービス料の日割りは行わず、契約者回線の提供の開始があったときは当該月

分のその料金を請求するものとし、契約の解除があったときは当該月分のその料金は請求しません。 

 

（工事費の支払義務） 

第４７条 本契約者は、本契約の申込み又は工事を要する請求をし、その承諾を受けたときは、料

金表第２表（工事に関する費用）に規定する工事費の支払いを要します。 

ただし、工事の着手前にその本契約の解除又はその工事の請求の取消し（以下この条におい

て「解除等」といいます。）があった場合は、この限りでありません。この場合、既にその工事費が支

払われているときは、当社は、その工事費を返還します。 

２ 工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、本契約者は、その

工事に関して解除等があったときまでに着手した工事の部分について、当社が別に算定した額を負担し

ていただく場合があります。この場合において、負担を要する費用の額は、別に算定した額に消費税相

当額を加算した額とします。 

３ 第１項の場合において、料金表第２表（工事に関する費用）に別段の定めがある場合は、その

定めるところによります。 

 

 

 

 

 

（通話料の支払義務） 

第４２条 本契約者は、その契約者回線からの通話（その契約者回線の契約者以外の者が行った通話を含み

ます｡）について、別記１１の規定により測定した通話時間または送信回数と料金表第１表第３（通話料）

の規定に基づいて算定した料金の支払いを要します。 

２ 相互接続通信の料金の支払義務については、前項の規定にかかわらず、第５０条（相互接続通信の料金

の取扱い）に規定するところによります。 

３ 本契約者は、通話料について、当社及び特定携帯電話事業者の機器の故障等により正しく算定すること

ができなかった場合は、過去の利用実績等を勘案して当社が別記１３に規定する方法により算定した料金

額の支払いを要します。 

 

（解約事務手数料の支払義務） 

第４４条 契約者は、最低利用期間内にFiimoモバイル通信サービス契約の解除があったときは、当社がや

むを得ないと認める場合を除き、料金表第３表（事務手数料等）に規定する解約事務手数料の支払いを要

します。 

 

（手続きに関する料金の支払義務） 

第４３条 本契約者は、本契約の申込みまたは手続きを要する請求をし、その承諾を受けたときは、料金表

第３表（事務手数料等）に規定する手続きに関する料金の支払いを要します。ただし、その手続きの着手

前にその契約の解除またはその請求の取り消しがあったときは、この限りでありません。この場合、すで

にその料金が支払われているときは、当社は、その料金を返還します。 

 

（ユニバーサルサービス料の支払義務） 

第４４条 本契約者は、料金表第１表第４（ユニバーサルサービス料）に規定する料金（事業法に定める基

礎的電気通信役務の提供の確保のための負担金に充てるために、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金

および負担金算定等規則（平成１４年６月１９日総務省令第６４号）により算出された額に基づいて当社

が定める料金をいいます。）の支払いを要します。 

２ 当社は、ユニバーサルサービス料の日割りは行わず、契約者回線の提供の開始があったときは当該月分

のその料金を請求するものとし、契約の解除があったときは当該月分のその料金は請求しません。 

 

（工事費の支払義務） 

第４５条 本契約者は、本契約の申込み又は工事を要する請求をし、その承諾を受けたときは、料金

表第２表（工事に関する費用）に規定する工事費の支払いを要します。 

ただし、工事の着手前にその本契約の解除又はその工事の請求の取消し（以下この条において

「解除等」といいます。）があった場合は、この限りでありません。この場合、既にその工事費が支払わ

れているときは、当社は、その工事費を返還します。 

２ 工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかかわらず、本契約者は、その工

事に関して解除等があったときまでに着手した工事の部分について、当社が別に算定した額を負担してい

ただく場合があります。この場合において、負担を要する費用の額は、別に算定した額に消費税相当額を

加算した額とします。 

３ 第１項の場合において、料金表第２表（工事に関する費用）に別段の定めがある場合は、その

定めるところによります。 
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別紙 

（料金の計算方法等） 

第４８条 料金の計算方法並びに料金及び工事や手続き等に関する費用の支払方法は、料金表通

則に定めるところによります。 

 

（預託金） 

第４９条 本契約者は、次の場合には、Fiimoモバイル通信サービスの利用に先立って預託金を預け入れ

ていただくことがあります。 

（１）本契約の申込みの承諾を受けたとき。 

（２）第３０条（提供停止）第１項第１号または第４号の規定による利用停止を受けた後、その利用停止

が解除されるとき。 

（３）当社のFiimoモバイル通信サービスの料金その他の債務の支払いを現に怠り、または怠るおそれが

あるとき。 

２ 預託金の額は、１契約ごとに１０万円以内で当社が別に定める額とします。 

３ 預託金については、無利息とします。 

４ 当社は、その本契約の解除など、預託金を預け入れた事由が解消した場合には、その契約に係る預託

金を預け入れた者に返還します。この場合において、その契約者がその契約に基づき支払うべき額があ

るときは、返還額をその額に充当します。 

 

（割増金） 

第５０条 本契約者は、料金及び工事や手続き等に関する費用の支払いを不法に免れた場合は、

その免れた額のほか、その免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）の２倍に相当する額に

消費税相当額を加算した額を割増金として、当社が別に定める方法により支払っていただきます。 

 

 

（遅延損害金） 

第５１条 本契約者は、料金その他の債務（遅延損害金を除きます。）について支払期日を経過してもな

お支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払いの日の前日までの日数について、年１０％の割合

（閏年についても３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を遅延損害金として当社が別に

定める方法により支払っていただく場合があります。ただし、支払期日の翌日から計算して１０日以内

に支払いがあった場合は、この限りではありません。 

 

（相互接続通信の料金の取扱い） 

第５２条 本契約者または相互接続通信の利用者は、当社、特定携帯電話事業者または協定事業者の契約約

款等に定めるところにより相互接続通信に関する料金の支払を要します。 

２ 前項の場合において、相互接続通信に係る料金の設定またはその請求については、当社、特定携帯電話

事業者または協定事業者が行うものとし、接続形態別の具体的な取り扱いについては、別記１９に定める

ところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（料金の計算方法等） 

第４６条 料金の計算方法並びに料金及び工事や手続き等に関する費用の支払方法は、料金表通則

に定めるところによります。 

 

（預託金） 

第４７条 本契約者は、次の場合には、ピカラモバイル通信サービスの利用に先立って預託金を預け入れ

ていただくことがあります。 

（１）本契約の申込みの承諾を受けたとき。 

（２）第２９条（提供停止）第１項第１号または第４号の規定による利用停止を受けた後、その利用停止が

解除されるとき。 

（３）当社のピカラモバイル通信サービスの料金その他の債務の支払いを現に怠り、または怠るおそれが

あるとき。 

２ 預託金の額は、１契約ごとに１０万円以内で当社が別に定める額とします。 

３ 預託金については、無利息とします。 

４ 当社は、その本契約の解除など、預託金を預け入れた事由が解消した場合には、その契約に係る預託金

を預け入れた者に返還します。この場合において、その契約者がその契約に基づき支払うべき額があると

きは、返還額をその額に充当します。 

 

（割増金） 

第４８条 本契約者は、料金及び工事や手続き等に関する費用の支払いを不法に免れた場合は、そ

の免れた額のほか、その免れた額（消費税相当額を加算しない額とします。）の２倍に相当する額に消費

税相当額を加算した額を割増金として、当社が別に定める方法により支払っていただきます。 

 

（遅延損害金） 

第４９条 本契約者は、料金その他の債務（遅延損害金を除きます。）について支払期日を経過してもな

お支払いがない場合には、支払期日の翌日から支払いの日の前日までの日数について、年１０％の割合（閏

年についても３６５日当たりの割合とします。）で計算して得た額を遅延損害金として当社が別に定める

方法により支払っていただく場合があります。ただし、支払期日の翌日から計算して１０日以内に支払い

があった場合は、この限りではありません。 

 

（相互接続通信の料金の取扱い） 

第５０条 本契約者または相互接続通信の利用者は、当社、特定携帯電話事業者または協定事業者の契約約

款等に定めるところにより相互接続通信に関する料金の支払を要します。 

２ 前項の場合において、相互接続通信に係る料金の設定またはその請求については、当社、特定携帯電話事

業者または協定事業者が行うものとし、接続形態別の具体的な取り扱いについては、別記１９に定めると

ころによります。 
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別紙 

第１１章 保守 
 

（契約者の維持責任） 

第５３条 本契約者は、端末設備又は自営電気通信設備を、技術基準および技術的条件（昭和６０年郵政

省令第３１号）などに適合するよう維持していただきます。 

２ 前項の規定のほか、本契約者は、端末設備（移動無線装置に限ります。）または自営電気通信設備（移

動無線装置に限ります。）を無線設備規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１８号）に適合するよう

維持していただきます。 

 

（契約者の切分責任） 

第５４条 本契約者は、端末設備又は自営電気通信設備が契約者回線等に接続されている場合であって、

契約者回線その他当社または特定携帯電話事業者の電気通信設備を利用することができなくなったと

きは、その端末設備又は自営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしてい

ただきます。 

２ 前項の確認に際して、本契約者から請求があったときは、当社は、Fiimoモバイル通信サービス取扱

所において試験を行い、その結果を本契約者に通知します。 

３ 当社は、前項の試験により当社又は特定携帯電話事業者が提供した電気通信設備に故障がないと判定

した場合において、契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が端末設備又は自営電

気通信設備にあったときは、契約者にその派遣に要した費用を負担していただきます。この場合の負担

を要する費用の額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

（修理又は復旧の順位） 

第５５条 当社は、当社の設置した設備が故障し、又は滅失した場合に、その全部を修理し、又

は復旧することができないときは、第３７条（利用の制限）の規定により優先的に取り扱われ

るFiimoモバイルサービスの利用を確保するため、次の順位に従ってその設備を修理し、又は復旧し

ます。この場合において、第１順位及び第２順位の電気通信設備は、同条の規定により当社がそれらの

機関との協議により定めたものに限ります。 

 

順 位 修理又は復旧する設備 

１ 

気象機関に設置されるもの 

水防機関に設置されるもの 

消防機関に設置されるもの 

災害救助機関に設置されるもの 

警察機関に設置されるもの 

防衛機関に設置されるもの  

輸送の確保に直接関係のある機関に設置されるもの  

通信の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

電力の供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

２ 

ガスの供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

水道の供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

選挙管理機関に設置されるもの 

別記２４に定める基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関に設置されるもの 

預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第１順位となるものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 

第１１章 保守 
 

（契約者の維持責任） 

第５１条 本契約者は、端末設備又は自営電気通信設備を、技術基準および技術的条件（昭和６０年郵政省

令第３１号）などに適合するよう維持していただきます。 

２ 前項の規定のほか、本契約者は、端末設備（移動無線装置に限ります。）または自営電気通信設備（移

動無線装置に限ります。）を無線設備規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１８号）に適合するよう維

持していただきます。 

 

（契約者の切分責任） 

第５２条 本契約者は、端末設備又は自営電気通信設備が契約者回線等に接続されている場合であって、契

約者回線その他当社または特定携帯電話事業者の電気通信設備を利用することができなくなったときは、

その端末設備又は自営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をしていただきま

す。 

２ 前項の確認に際して、本契約者から請求があったときは、当社は、ピカラモバイル通信サービス取扱

所において試験を行い、その結果を本契約者に通知します。 

３ 当社は、前項の試験により当社又は特定携帯電話事業者が提供した電気通信設備に故障がないと判定し

た場合において、契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が端末設備又は自営電気通

信設備にあったときは、契約者にその派遣に要した費用を負担していただきます。この場合の負担を要す

る費用の額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

（修理又は復旧の順位） 

第５３条 当社は、当社の設置した設備が故障し、又は滅失した場合に、その全部を修理し、又は

復旧することができないときは、第３６条（利用の制限）の規定により優先的に取り扱われるピ

カラモバイルサービスの利用を確保するため、次の順位に従ってその設備を修理し、又は復旧します。

この場合において、第１順位及び第２順位の電気通信設備は、同条の規定により当社がそれらの機関との

協議により定めたものに限ります。 

 

順 位 修理又は復旧する設備 

１ 

気象機関に設置されるもの 

水防機関に設置されるもの 

消防機関に設置されるもの 

災害救助機関に設置されるもの 

警察機関に設置されるもの 

防衛機関に設置されるもの  

輸送の確保に直接関係のある機関に設置されるもの  

通信の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

電力の供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

２ 

ガスの供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

水道の供給の確保に直接関係のある機関に設置されるもの 

選挙管理機関に設置されるもの 

別記２４に定める基準に該当する新聞社、放送事業者又は通信社の機関に設置されるもの 

預貯金業務を行う金融機関に設置されるもの 

国又は地方公共団体の機関に設置されるもの（第１順位となるものを除きます。） 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 
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２ 特定携帯電話事業者の電気通信設備が故障し、または滅失した場合の修理または復旧の取り扱いについ

ては、特定携帯電話事業者のＬＴＥ約款、ａｕ（5G）約款、Ｘｉ約款、ドコモ（5G）約款、3G通信サービ

ス約款、4G通信サービス約款またはソフトバンク（5G）約款に準ずるものとします。 

３ 当社は、当社又は特定携帯電話事業者の電気通信設備を修理又は復旧するときは、暫定的にその契約者

識別番号を変更することがあります。 

 

 

第１２章 損害賠償 
 

（責任の制限） 

第５６条 当社は、Fiimoモバイル通信サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由に

よりその提供をしなかったときは、そのFiimoモバイル通信サービスが全く利用できない状態（その契約

に係る電気通信設備によるすべての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態とな

る場合を含みます。以下この条において同じとします｡）にあることを当社が認知した時刻から起算して、

２４時間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の損害を賠償します。 

２ 前項の場合において、当社は、Fiimoモバイル通信サービスが全く利用できない状態にあることを当社

が認知した時刻以後のその状態が連続した時間（２４時間の倍数である部分に限ります｡）について、２

４時間ごとに日数を計算し、その日数に対応するそのFiimoモバイル通信サービスに係る次の料金の合計

額を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

（１）料金表第１表第１（基本使用料）に規定する料金 

（２）料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定する海外ローミング機能に係る料金（Fiimoモバイル通

信サービスを全く利用できない状態が連続した期間の初日の属する料金月の前６料金月の１日あたり

の平均オプション機能使用料（前６料金月の実績を把握することが困難な場合には、当社が別に定める

方法により算出した額）により算出します｡） 

（３）料金表第１表第３（通話料）に規定する料金（Fiimoモバイル通信サービスを全く利用できない状態

が連続した期間の初日の属する料金月の前６料金月の１日当たりの平均通話料（前６料金月の実績を把

握することが困難な場合には、当社が別に定める方法により算出した額）により算出します｡） 

３ 前項の場合において、日数に対応する料金額の算定にあたっては、料金表通則の規定に準じて取り扱い

ます。 

４ 前３項の規定にかかわらず、当社は、Fiimoモバイル通信サービスの提供をしなかったことの原因が本

邦のケーブル陸揚局より外国側または固定衛星地球局より衛星側の電気通信回線設備の障害であるとき

は、そのFiimoモバイル通信サービスの提供をしなかったことにより生じた損害を賠償しません。 

５ 当社は、Fiimoモバイル通信サービスを提供すべき場合において、当社の故意または重大な過失により

その提供をしなかったときは、前４項の規定は適用しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特定携帯電話事業者の電気通信設備が故障し、または滅失した場合の修理または復旧の取り扱いについて

は、特定携帯電話事業者のＬＴＥ約款、ａｕ（5G）約款、Ｘｉ約款、ドコモ（5G）約款、3G通信サービス約

款、4G通信サービス約款またはソフトバンク（5G）約款に準ずるものとします。 

３ 当社は、当社又は特定携帯電話事業者の電気通信設備を修理又は復旧するときは、暫定的にその契約者識

別番号を変更することがあります。 

 

 

第１２章 損害賠償 
 

（責任の制限） 

第５４条 当社は、ピカラモバイル通信サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由に

よりその提供をしなかったときは、そのピカラモバイル通信サービスが全く利用できない状態（その契約

に係る電気通信設備によるすべての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる

場合を含みます。以下この条において同じとします｡）にあることを当社が認知した時刻から起算して、２

４時間以上その状態が連続したときに限り、その契約者の損害を賠償します。 

２ 前項の場合において、当社は、ピカラモバイル通信サービスが全く利用できない状態にあることを当社が

認知した時刻以後のその状態が連続した時間（２４時間の倍数である部分に限ります｡）について、２４時

間ごとに日数を計算し、その日数に対応するそのピカラモバイル通信サービスに係る次の料金の合計額を

発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。 

（１）料金表第１表第１（基本使用料）に規定する料金 

（２）料金表第１表第２（付加機能利用料）に規定する海外ローミング機能に係る料金（ピカラモバイル通

信サービスを全く利用できない状態が連続した期間の初日の属する料金月の前６料金月の１日あたりの

平均オプション機能使用料（前６料金月の実績を把握することが困難な場合には、当社が別に定める方

法により算出した額）により算出します｡） 

（３）料金表第１表第３（通話料）に規定する料金（ピカラモバイル通信サービスを全く利用できない状態

が連続した期間の初日の属する料金月の前６料金月の１日当たりの平均通話料（前６料金月の実績を把

握することが困難な場合には、当社が別に定める方法により算出した額）により算出します｡） 

３ 前項の場合において、日数に対応する料金額の算定にあたっては、料金表通則の規定に準じて取り扱いま

す。 

４ 前３項の規定にかかわらず、当社は、ピカラモバイル通信サービスの提供をしなかったことの原因が本邦

のケーブル陸揚局より外国側または固定衛星地球局より衛星側の電気通信回線設備の障害であるときは、そ

のピカラモバイル通信サービスの提供をしなかったことにより生じた損害を賠償しません。 

５ 当社は、ピカラモバイル通信サービスを提供すべき場合において、当社の故意または重大な過失によりそ

の提供をしなかったときは、前４項の規定は適用しません。 
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（免責） 

第５７条  当社は、電気通信設備の設置、修理、復旧などに当たって、その電気通信設備に記憶されて

いる内容などが変化または消失したことにより損害を与えた場合において、それが当社の故意または重

大な過失により生じたものであるときを除き、その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により、端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更（以下「改造等」と

いいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用については負担しません。た

だし、技術基準等の規定の変更に伴い、現に契約者回線に接続されている端末設備または自営電気通信設

備の改造等をしなければならなくなったときは、当社は、その改造等に要する費用に限り負担します。 

３ 当社は、本契約者がFiimoモバイル通信サービスを利用することを通じて得た情報など（コンピュータ

ープログラムを含みます。）について何らの責任も負わないものとします。また、これらの情報などに起

因して生じた一切の損害に対しても、当社は一切の責任を負いません。 

４ 当社は、電波状態により、Fiimoモバイル通信サービスの利用により送受信された情報などが破損また

は滅失したとしても、当社は一切の責任を負いません。 

 

（利用責任） 

第５８条 Fiimoモバイル通信サービスの利用に関連して、本契約者が他の本契約者もしくは第三者に対し

て損害を与えた場合又は本契約者が他の契約者もしくは第三者と紛争を生じた場合、本契約者は自己の費

用と責任で解決するものとし、当社に何らの迷惑又は損害を与えないものとします。 

２ 本契約者が、Fiimoモバイル通信サービスを利用することにより、第三者に損害を与え、そのことによ

り当社が損害を被った場合には、本契約者は、当社に対しその損害を賠償するものとします。 

 

（お客さま情報の保護） 

第５９条 当社は、当社ホームページで公表する「個人情報保護方針」に定めるところにより、本契約者に

かかる情報（Fiimoモバイル通信サービス申込時又はFiimoモバイル通信サービス提供中に、当社が本契

約者に関して取得する氏名、住所、電話番号及び契約者識別等の全ての個人情報をいいます。以下同じと

します）を適切に取り扱います。 

２ 当社は、Fiimoモバイル通信サービスの提供にかかるお客さまの情報は、当社ホームページで公表す

る「情報セキュリティ方針」に定めるところにより適切に管理し、機密保護に努め、第三者に漏洩しな

いものとします。 

３ 当社は、本契約者に係る氏名、名称、生年月日、契約者識別番号、住所もしくは居所、請求書の送付

先等または登録利用者の氏名もしくは生年月日等の情報を、当社および協定事業者の電気通信サービス

に係る契約の申込み、契約の締結、工事、料金の適用、料金の請求等、当社および協定事業者の契約約

款等に係る業務の遂行上必要な範囲で利用します。業務の遂行上必要な範囲での利用には、契約者に係

る情報を当社の業務を委託している者に提供する場合を含みます。 

 

 

第１３章 雑則 
 

（発信者番号通知） 

第６０条 契約者回線からの通話（当社が別に定めるものに限ります｡）またはＳＭＳ（契約者識

別番号を用いて文字、数字および記号等からなるメッセージをいいます。以下同じとします｡） 送

信については、発信者番号通知（発信者の契約者識別番号を着信者の契約者回線などへ通知する

ことをいいます。）を行います。 ただし、通話の発信に先立ち、「１８４」をダイヤルして行

う通話については、この限りでありません。 

 

 

（免責） 

第５５条  当社は、電気通信設備の設置、修理、復旧などに当たって、その電気通信設備に記憶されてい

る内容などが変化または消失したことにより損害を与えた場合において、それが当社の故意または重大な

過失により生じたものであるときを除き、その損害を賠償しません。 

２ 当社は、この約款等の変更により、端末設備又は自営電気通信設備の改造又は変更（以下「改造等」と

いいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要する費用については負担しません。ただ

し、技術基準等の規定の変更に伴い、現に契約者回線に接続されている端末設備または自営電気通信設備の

改造等をしなければならなくなったときは、当社は、その改造等に要する費用に限り負担します。 

３ 当社は、本契約者がピカラモバイル通信サービスを利用することを通じて得た情報など（コンピュータ

ープログラムを含みます。）について何らの責任も負わないものとします。また、これらの情報などに起因

して生じた一切の損害に対しても、当社は一切の責任を負いません。 

４ 当社は、電波状態により、ピカラモバイル通信サービスの利用により送受信された情報などが破損また

は滅失したとしても、当社は一切の責任を負いません。 

 

（利用責任） 

第５６条 ピカラモバイル通信サービスの利用に関連して、本契約者が他の本契約者もしくは第三者に対し

て損害を与えた場合又は本契約者が他の契約者もしくは第三者と紛争を生じた場合、本契約者は自己の費用

と責任で解決するものとし、当社に何らの迷惑又は損害を与えないものとします。 

２ 本契約者が、ピカラモバイル通信サービスを利用することにより、第三者に損害を与え、そのことによ

り当社が損害を被った場合には、本契約者は、当社に対しその損害を賠償するものとします。 

 

（お客さま情報の保護） 

第５７条 当社は、当社ホームページで公表する「個人情報保護方針」に定めるところにより、本契約者に

かかる情報（ピカラモバイル通信サービス申込時又はピカラモバイル通信サービス提供中に、当社が本契

約者に関して取得する氏名、住所、電話番号及び契約者識別等の全ての個人情報をいいます。以下同じとし

ます）を適切に取り扱います。 

２ 当社は、ピカラモバイル通信サービスの提供にかかるお客さまの情報は、当社ホームページで公表す

る「情報セキュリティ方針」に定めるところにより適切に管理し、機密保護に努め、第三者に漏洩しない

ものとします。 

３ 当社は、本契約者に係る氏名、名称、生年月日、契約者識別番号、住所もしくは居所、請求書の送付先

等または登録利用者の氏名もしくは生年月日等の情報を、当社および協定事業者の電気通信サービスに係

る契約の申込み、契約の締結、工事、料金の適用、料金の請求等、当社および協定事業者の契約約款等に

係る業務の遂行上必要な範囲で利用します。業務の遂行上必要な範囲での利用には、契約者に係る情報を

当社の業務を委託している者に提供する場合を含みます。 

 

 

第１３章 雑則 
 

（発信者番号通知） 

第５８条 契約者回線からの通話（当社が別に定めるものに限ります｡）またはＳＭＳ（契約者識別

番号を用いて文字、数字および記号等からなるメッセージをいいます。以下同じとします｡） 送信に

ついては、発信者番号通知（発信者の契約者識別番号を着信者の契約者回線などへ通知することをい

います。）を行います。 ただし、通話の発信に先立ち、「１８４」をダイヤルして行う通話につい

ては、この限りでありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 



モバイル通信サービス契約約款 新旧対照表 
旧 新 備 考（変更理由） 

 

 24 

   

別紙 

（緊急通報に係る情報通知） 

第６１条 当社または特定携帯電話事業者は、契約者回線からの緊急通報通話（その発信に先立ち、

１８４をダイヤルして行うものを除きます｡）については、下表の規定により、その契約者回線

に係る情報を、下表に規定する相手先に通知します。ただし、下表の２欄に定める情報について

は、その緊急通報通話の相手となる警察機関、海上保安機関または消防機関において、当社また

は特定携帯電話事業者が通知する情報を受信するための電気通信設備を具備している場合に限

り、通知するものとします。 

通知する情報 通知する事業者 通知する相手先 

１ 発信を行った契約者回線

に係る契約者識別番号等 

当社 その緊急通報通話の着信のあ

った契約者回線等 

２ その契約者回線に接続さ

れた移動無線装置の所在する

位置に関する情報（その移動無

線装置が接続されている基地

局設備に係る情報または前項

により当社がその契約者回線

から取得した情報に基づき、当

社が計算した緯度及び経度の

情報をいいます。）及びその契

約者回線に係る契約者識別番

号等 

特定携帯電話事業者 その緊急通報通話の着信のあ

った警察機関、海上保安機関

又は消防機関 

 

２ 特定携帯電話事業者は、緊急通報通話が行われる場合、その端末設備がその機能によりＧＰＳ

衛星から受信した信号等の情報を取得します。 

３ 当社は、当社または特定携帯電話事業者が契約者識別番号または移動無線装置の所在する位置

に関する情報をその通話の相手先に通知し、または通知しないことに伴い発生する損害について

は、第５６条（責任の制限）の規定に該当する場合に限り、その規定により責任を負います。 

 

（承諾の限界） 

第６２条 当社は、本契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが技術

的に困難なとき又は保守することが著しく困難であるなど、Fiimoモバイル通信サービスに関する当社の

業務の遂行上支障があるときは、その請求を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその請

求をした者に通知します。ただし、この約款において別段の定めがある場合には、その定めるとこ

ろによります。 

２ 前項の規定によるほか、当社は、本契約者が、当社が別に定める回数を超え同一月内に同一の請求を繰

り返す場合、その請求を承諾しないことがあります。 

 

（電気通信事業者等への情報の通知） 

第６３条 本契約者は、第１４条（契約者が行う契約の解除）または第１５条（当社が行う契約の解除）の

規定に基づき本契約を解除した後、現に料金その他の債務の支払いがない場合は、別記２０に定める電気

通信事業者からの請求に基づき、氏名、住所、契約者識別番号、生年月日および支払状況などの情報（契

約者を特定するために必要なものおよび支払い状況に関するものであって、当社が別に定めるものに限り

ます。）を当社が通知することにあらかじめ同意するものとします。 

２ 当社は、中継事業者から請求があったときは、契約者（その中継事業者の契約約款等により電気通信サ

ービス（その契約者回線から本邦外に設置された電気通信設備への通信を提供するものであって、別記２

２に規定する事業者に係るものに限ります。）の提供を受けている者又はその申込みをした者に限りま

す。）の氏名、住所及び電話番号等を通知することがあります。 

 

（緊急通報に係る情報通知） 

第５９条 当社または特定携帯電話事業者は、契約者回線からの緊急通報通話（その発信に先立ち、

１８４をダイヤルして行うものを除きます｡）については、下表の規定により、その契約者回線に

係る情報を、下表に規定する相手先に通知します。ただし、下表の２欄に定める情報については、

その緊急通報通話の相手となる警察機関、海上保安機関または消防機関において、当社または特定

携帯電話事業者が通知する情報を受信するための電気通信設備を具備している場合に限り、通知す

るものとします。 

通知する情報 通知する事業者 通知する相手先 

１ 発信を行った契約者回線

に係る契約者識別番号等 

当社 その緊急通報通話の着信のあ

った契約者回線等 

２ その契約者回線に接続さ

れた移動無線装置の所在する

位置に関する情報（その移動無

線装置が接続されている基地

局設備に係る情報または前項

により当社がその契約者回線

から取得した情報に基づき、当

社が計算した緯度及び経度の

情報をいいます。）及びその契

約者回線に係る契約者識別番

号等 

特定携帯電話事業者 その緊急通報通話の着信のあ

った警察機関、海上保安機関

又は消防機関 

 

２ 特定携帯電話事業者は、緊急通報通話が行われる場合、その端末設備がその機能によりＧＰＳ衛

星から受信した信号等の情報を取得します。 

３ 当社は、当社または特定携帯電話事業者が契約者識別番号または移動無線装置の所在する位置に

関する情報をその通話の相手先に通知し、または通知しないことに伴い発生する損害については、

第５４条（責任の制限）の規定に該当する場合に限り、その規定により責任を負います。 

 

（承諾の限界） 

第６０条 当社は、本契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが技術

的に困難なとき又は保守することが著しく困難であるなど、ピカラモバイル通信サービスに関する当社の

業務の遂行上支障があるときは、その請求を承諾しないことがあります。この場合は、その理由をその請求

をした者に通知します。ただし、この約款において別段の定めがある場合には、その定めるところに

よります。 

２ 前項の規定によるほか、当社は、本契約者が、当社が別に定める回数を超え同一月内に同一の請求を繰り

返す場合、その請求を承諾しないことがあります。 

 

（電気通信事業者等への情報の通知） 

第６１条 本契約者は、第１３条（契約者が行う契約の解除）または第１４条（当社が行う契約の解除）の

規定に基づき本契約を解除した後、現に料金その他の債務の支払いがない場合は、別記２０に定める電気通

信事業者からの請求に基づき、氏名、住所、契約者識別番号、生年月日および支払状況などの情報（契約者

を特定するために必要なものおよび支払い状況に関するものであって、当社が別に定めるものに限ります。）

を当社が通知することにあらかじめ同意するものとします。 

２ 当社は、中継事業者から請求があったときは、契約者（その中継事業者の契約約款等により電気通信サー

ビス（その契約者回線から本邦外に設置された電気通信設備への通信を提供するものであって、別記２２に

規定する事業者に係るものに限ります。）の提供を受けている者又はその申込みをした者に限ります。）の

氏名、住所及び電話番号等を通知することがあります。 
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別紙 

（情報料等回収代行） 

第６４条 有料情報サービスの利用に係る契約者回線の本契約者は、有料情報サービスの提供者（以下「情

報等提供者」といいます。）に支払う当該サービスの料金等を、当社がその情報等提供者に代わって回収

することを承諾していただきます。 

２ 前項の場合、本契約者は、次の各号について合わせて承諾していただきます。 

（１）当社がその情報等提供者に代わって回収する有料情報サービスの料金等について、支払期日を経過し

てもなお支払わないとき（当社がその支払いの事実を確認できないときを含みます。）は、当社は、

当該有料情報サービスの料金等の回収代行を中止します。この場合、当社は、有料情報サービスの利

用の際に情報等提供者がお知らせする有料情報サービスの利用規約等に基づき当該料金等の回収代行

を中止した旨の通知等を当該情報等提供者及び契約者に対して行います。この場合において当社は、

情報等提供者が当該サービスの料金等の回収のために必要な本契約者の情報等を情報等提供者に通知

するものとし、以降、情報等提供者が、自ら当該料金等を回収することがあります。 

（２）前号の場合において、当社は、情報等提供者又は契約者から請求があったときは、当該契約者回線か

らの当該有料情報サービスへの接続を中止する措置をとることがあります。 

３ 当社は、第１項の規定により回収する有料情報サービスの料金等については、利用料及びその延滞利息

に含めて本契約者に請求します。 

４ 当社は、有料情報サービスで提供される情報等の内容等当社の責めによらない理由による損害について

は、一切の責任を負いません。 

 

（電話番号案内） 

第６５条 当社は、別に定める電話番号案内事業者が提供する電話番号案内への接続（以下「電話番号案内

接続」といいます｡）により電話番号を案内します。ただし、電話帳への掲載を省略されているものにつ

いては、この限りでありません。 

 

（電話番号案内接続に係る通話料の支払義務等） 

第６６条 電話番号案内接続に係る通話を行った契約者回線の契約者は、料金表第１表第３（通話料）に規

定する電話番号案内料および電話番号案内接続に係る通話料の支払いを要します。 

２ 当社は、電話番号案内料を通話料とみなして取り扱います。 

 

（特約条項等） 

第６７条 当社は、この約款に定めるところにかかわらず、本契約者に対して別に定める提供条件（以

下「特約条項等」といいます。）でFiimoモバイル通信サービスを提供することがあります。 

この場合、当社と本契約者の間で締結する特約条項等については、その部分についてこの約款に

優先するものとします。 

 

（法令に規定する事項） 

第６８条 Fiimoモバイル通信サービスの提供又は利用にあたり、法令に規定のある事項については、

その定めるところによります。 

２ 前項の規定によるほか、法令に定めがある事項については、別記１６及び１７に定めるところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（情報料等回収代行） 

第６２条 有料情報サービスの利用に係る契約者回線の本契約者は、有料情報サービスの提供者（以下「情

報等提供者」といいます。）に支払う当該サービスの料金等を、当社がその情報等提供者に代わって回収す

ることを承諾していただきます。 

２ 前項の場合、本契約者は、次の各号について合わせて承諾していただきます。 

（１）当社がその情報等提供者に代わって回収する有料情報サービスの料金等について、支払期日を経過し

てもなお支払わないとき（当社がその支払いの事実を確認できないときを含みます。）は、当社は、当

該有料情報サービスの料金等の回収代行を中止します。この場合、当社は、有料情報サービスの利用の

際に情報等提供者がお知らせする有料情報サービスの利用規約等に基づき当該料金等の回収代行を中止

した旨の通知等を当該情報等提供者及び契約者に対して行います。この場合において当社は、情報等提

供者が当該サービスの料金等の回収のために必要な本契約者の情報等を情報等提供者に通知するものと

し、以降、情報等提供者が、自ら当該料金等を回収することがあります。 

（２）前号の場合において、当社は、情報等提供者又は契約者から請求があったときは、当該契約者回線か

らの当該有料情報サービスへの接続を中止する措置をとることがあります。 

３ 当社は、第１項の規定により回収する有料情報サービスの料金等については、利用料及びその延滞利息に

含めて本契約者に請求します。 

４ 当社は、有料情報サービスで提供される情報等の内容等当社の責めによらない理由による損害については、

一切の責任を負いません。 

 

（電話番号案内） 

第６３条 当社は、別に定める電話番号案内事業者が提供する電話番号案内への接続（以下「電話番号案内

接続」といいます｡）により電話番号を案内します。ただし、電話帳への掲載を省略されているものについ

ては、この限りでありません。 

 

（電話番号案内接続に係る通話料の支払義務等） 

第６４条 電話番号案内接続に係る通話を行った契約者回線の契約者は、料金表第１表第３（通話料）に規

定する電話番号案内料および電話番号案内接続に係る通話料の支払いを要します。 

２ 当社は、電話番号案内料を通話料とみなして取り扱います。 

 

（特約条項等） 

第６５条 当社は、この約款に定めるところにかかわらず、本契約者に対して別に定める提供条件（以

下「特約条項等」といいます。）でピカラモバイル通信サービスを提供することがあります。 

この場合、当社と本契約者の間で締結する特約条項等については、その部分についてこの約款に

優先するものとします。 

 

（法令に規定する事項） 

第６６条 ピカラモバイル通信サービスの提供又は利用にあたり、法令に規定のある事項については、

その定めるところによります。 

２ 前項の規定によるほか、法令に定めがある事項については、別記１６及び１７に定めるところによります。 
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別紙 

別 記 

３ 付随サービスの提供 

（１）時報サービス 

ア 当社は、次により時報サービスを提供します。 

区別 内容 電話番号 

時報サービス 日本中央標準時に準拠した時刻を通知するサービス １１７ 

イ 時報サービスは、１の通話について、時報を聞くことができる状態にした時刻から起算し、６分

経過後１２分までの間において、その通話を打ち切ります。 

ウ 契約者は、時報サービスを利用した通話について、別記１１（通話時間等の測定）の規定により

測定した通話時間と料金表第１表第３（通話料）の規定に基づいて算定した料金の支払いを要しま

す。 

 

（２）情報提供サービス 

ア 当社は、次により情報提供サービスを提供します。 

区別 内容 

情報提供サービス Fiimoモバイル通信サービス（音声＆データ通信タイプに限ります｡)を

利用することにより、あらかじめ作成された情報の提供を受けることが

できるサービス 

イ 情報提供サービスで提供される情報は、当社が別に定める者により作成されます。 

ウ 当社は、作成された情報ごとに、その内容、電話番号及びサービス選択番号を定めます。 

エ 情報提供サービスは、契約者回線からの通話に限り提供します。 

オ 情報提供サービスを利用することができる時間帯については、当社が別に定めるところにより、

制限されることがあります。 

カ 情報提供サービスは、１の通話について情報を聞くことができる状態にした時刻から起算し、当

社が別に定める時間を経過した場合において、その通話を打ち切る場合があります。 

キ 契約者は、情報提供サービスを利用した通話について、別記１１（通話時間等の測定）の規定に

より測定した通話時間と料金表第１表第３（通話料）の規定に基づいて算定した料金の支払いを要

します。 

ク 当社は、情報提供サービスで提供される情報の内容等に基づいて発生した損害については、責任

を負いません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 記 

３ 付随サービスの提供 

（１）時報サービス 

ア 当社は、次により時報サービスを提供します。 

区別 内容 電話番号 

時報サービス 日本中央標準時に準拠した時刻を通知するサービス １１７ 

イ 時報サービスは、１の通話について、時報を聞くことができる状態にした時刻から起算し、６分経

過後１２分までの間において、その通話を打ち切ります。 

ウ 契約者は、時報サービスを利用した通話について、別記１１（通話時間等の測定）の規定により測

定した通話時間と料金表第１表第３（通話料）の規定に基づいて算定した料金の支払いを要します。 

 

（２）情報提供サービス 

ア 当社は、次により情報提供サービスを提供します。 

区別 内容 

情報提供サービス ピカラモバイル通信サービス（音声＆データ通信タイプに限ります｡)

を利用することにより、あらかじめ作成された情報の提供を受けること

ができるサービス 

イ 情報提供サービスで提供される情報は、当社が別に定める者により作成されます。 

ウ 当社は、作成された情報ごとに、その内容、電話番号及びサービス選択番号を定めます。 

エ 情報提供サービスは、契約者回線からの通話に限り提供します。 

オ 情報提供サービスを利用することができる時間帯については、当社が別に定めるところにより、制

限されることがあります。 

カ 情報提供サービスは、１の通話について情報を聞くことができる状態にした時刻から起算し、当社

が別に定める時間を経過した場合において、その通話を打ち切る場合があります。 

キ 契約者は、情報提供サービスを利用した通話について、別記１１（通話時間等の測定）の規定によ

り測定した通話時間と料金表第１表第３（通話料）の規定に基づいて算定した料金の支払いを要しま

す。 

ク 当社は、情報提供サービスで提供される情報の内容等に基づいて発生した損害については、責任を

負いません。 
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（４）携帯電話番号ポータビリティ 

ア 第１１条（契約者識別番号）第１項により当社が定める契約者識別番号について、携帯電話番号ポ

ータビリティ（電気通信番号を変更することなく、携帯電話サービスの提供を受ける電気通信事業

者を変更することをいいます。以下同じとします｡)を希望する者は、本契約（音声＆データ通信タ

イプに限ります。以下この（４）において同じとします｡)の申込みをする際、その旨を当社が定め

る方法により申し出ていただきます。この場合において、その申出を行うことができる者は、携帯

電話事業者との間でその電気通信番号に係る契約を締結していた者と同一の者（当社が別に定める

基準に適合する者を含みます｡)に限ります。 

イ 当社は、第１１条（契約者識別番号）第２項に規定する場合のほか、アの規定に基づき本契約者 が

申し出た内容について事実と異なるものであると判断した場合、その電話番号を変更することがあ

ります。 

ウ 本契約者がその本契約を解除しようとする場合であって、携帯電話番号ポータビリティを希望する

ときは、本契約の解除に先立って、当社が別に定める方法によりその旨を申し出ていただきます。

ただし、本契約者が以下の各号のいずれかにでも該当する場合は、この申出を行うことはできませ

ん。 

（ａ）初期契約解除を用いて本契約を解除する場合。（携帯電話番号ポータビリティの対象となる

電気通信番号が当社以外の電気通信事業者から携帯電話番号ポータビリティにより引き継がれた

ものである場合を除きます。） 

（ｂ）解除しようとする契約に係る料金その他の債務の支払いを現に怠り、または怠るおそれがあ

る場合は、この申出を行うことはできません。 

エ 当社は、ウの規定に基づき本契約者から申出があったときは、携帯電話番号ポータビリティに係る

手続きに必要となる番号を発行します。 

オ 当社がエの規定により発行する番号については、当社がその番号を発行した日から起算して１５日

間が経過したときに無効となります。 

カ 本契約者は、当社がエの規定により発行する番号を善良な管理者の注意をもって管理していただき

ます。 

キ 携帯電話番号ポータビリティを希望する者は、当社が携帯電話番号ポータビリティに係る手続きを

行うにあたり、その者からの申出の可否を判断するために、その携帯電話番号ポータビリティに関

わる携帯電話事業者との間で、その電気通信番号 に係る契約の契約者の氏名、住所、生年月日、当

社がエの規定により発行する番号もしくは携帯電話事業者が発行する番号等その他のその手続きに

必要な情報を相互に開示し、または照会することを承諾していただきます。 

（５）協定事業者が提供する電報サービスの利用等 

ア 本契約者は、Fiimoモバイル通信サービス（音声＆データ通信タイプに限ります｡)の契約者回線か

ら、通常通話を行って、当社が別に定める協定事業者の契約約款の規定に基づく電報サービスを利

用することができます。 

イ 本契約者は、当社が前項の規定により電報サービスを利用した場合（電報サービスの利用に係る料

金等をクレジットカードにより支払うことを条件に利用した場合を除きます｡)に生じた電報サービ

スに係る債権（電報サービスを利用するために行った相互接続通信の料金に係るものを含みます｡)

を、その協定事業者から譲り受け、その債権額を料金に合算して請求することを承認していただき

ます。 

ウ 前項の場合において、当社及び協定事業者は、契約者への個別の通知又は譲渡承認の請求を省略す

るものとします。 

エ イの規定により協定事業者から譲り受けた債権については、第１０章料金等及び料金表通則の規定

に準じて取り扱います。 

 

 

 

（４）携帯電話番号ポータビリティ 

ア 第１０条（契約者識別番号）第１項により当社が定める契約者識別番号について、携帯電話番号ポ

ータビリティ（電気通信番号を変更することなく、携帯電話サービスの提供を受ける電気通信事業者

を変更することをいいます。以下同じとします｡)を希望する者は、本契約（音声＆データ通信タイプ

に限ります。以下この（４）において同じとします｡)の申込みをする際、その旨を当社が定める方法

により申し出ていただきます。この場合において、その申出を行うことができる者は、携帯電話事業

者との間でその電気通信番号に係る契約を締結していた者と同一の者（当社が別に定める基準に適合

する者を含みます｡)に限ります。 

イ 当社は、第１０条（契約者識別番号）第２項に規定する場合のほか、アの規定に基づき本契約者 が

申し出た内容について事実と異なるものであると判断した場合、その電話番号を変更することがあり

ます。 

ウ 本契約者がその本契約を解除しようとする場合であって、携帯電話番号ポータビリティを希望する

ときは、本契約の解除に先立って、当社が別に定める方法によりその旨を申し出ていただきます。た

だし、本契約者が以下の各号のいずれかにでも該当する場合は、この申出を行うことはできません。 

（ａ）初期契約解除を用いて本契約を解除する場合。（携帯電話番号ポータビリティの対象となる電

気通信番号が当社以外の電気通信事業者から携帯電話番号ポータビリティにより引き継がれたも

のである場合を除きます。） 

（ｂ）解除しようとする契約に係る料金その他の債務の支払いを現に怠り、または怠るおそれがある

場合は、この申出を行うことはできません。 

エ 当社は、ウの規定に基づき本契約者から申出があったときは、携帯電話番号ポータビリティに係る

手続きに必要となる番号を発行します。 

オ 当社がエの規定により発行する番号については、当社がその番号を発行した日から起算して１５日

間が経過したときに無効となります。 

カ 本契約者は、当社がエの規定により発行する番号を善良な管理者の注意をもって管理していただき

ます。 

キ 携帯電話番号ポータビリティを希望する者は、当社が携帯電話番号ポータビリティに係る手続きを

行うにあたり、その者からの申出の可否を判断するために、その携帯電話番号ポータビリティに関わ

る携帯電話事業者との間で、その電気通信番号 に係る契約の契約者の氏名、住所、生年月日、当社が

エの規定により発行する番号もしくは携帯電話事業者が発行する番号等その他のその手続きに必要な

情報を相互に開示し、または照会することを承諾していただきます。 

（５）協定事業者が提供する電報サービスの利用等 

ア 本契約者は、ピカラモバイル通信サービス（音声＆データ通信タイプに限ります｡)の契約者回線か

ら、通常通話を行って、当社が別に定める協定事業者の契約約款の規定に基づく電報サービスを利用

することができます。 

イ 本契約者は、当社が前項の規定により電報サービスを利用した場合（電報サービスの利用に係る料

金等をクレジットカードにより支払うことを条件に利用した場合を除きます｡)に生じた電報サービス

に係る債権（電報サービスを利用するために行った相互接続通信の料金に係るものを含みます｡)を、

その協定事業者から譲り受け、その債権額を料金に合算して請求することを承認していただきます。 

ウ 前項の場合において、当社及び協定事業者は、契約者への個別の通知又は譲渡承認の請求を省略す

るものとします。 

エ イの規定により協定事業者から譲り受けた債権については、第１０章料金等及び料金表通則の規定

に準じて取り扱います。 
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別紙 

１４ 本サービスの禁止事項 

   本契約者は、Fiimoモバイル通信サービスの利用にあたり、以下の行為を行わないものとします。 

（１）当社のFiimoモバイル通信サービスの提供を妨害する行為、あるいはそのおそれのある行為。 

（２）当社あるいは第三者を差別もしくは誹謗中傷し、又はその名誉、信用、プライバシー等の人格的

権利、肖像権を侵害する行為、又はそのおそれのある行為。 

（３）他人の財産を侵害する行為又は侵害するおそれのある行為。 

（４）当社あるいは第三者の著作権、その他の知的財産権を侵害する行為、又はそのおそれのある行為。 

（５）Fiimoモバイル通信サービス利用の上でのみ知り得る情報を第三者に漏洩する行為。 

（６）個人情報その他第三者に関する情報を偽りその他不正な手段を用い収集、取得する行為、あるい

はそれに類似する行為。 

（７）個人情報を本人の同意なく違法に第三者に開示、提供する行為、又はそれに類似する行為。 

（８）当社あるいは第三者の法的保護に値する一切の利益を侵害する行為、又はそのおそれのある行為。 

（９）詐欺、業務妨害、規制薬物の乱用、児童売買春、預貯金口座及び携帯電話の違法な売買等

の犯罪に結びつく又は結びつくおそれのある行為。 

（１０）薬物犯罪、規制薬物、指定薬物、広告禁止告示品（指定薬物等である疑いがある物として告示

により広告塔を広域的に禁止された物品）もしくはこれらを含むいわゆる危険ドラッグの濫用に結

びつくもしくは結びつくおそれの高い行為、未承認もしくは使用期限切れの医薬品等の広告を行う

行為又はインターネット上で販売などが禁止されている医薬品を販売などする行為。 

（１１）虚偽の情報を意図的に提供する行為、あるいはそれに類似する行為。 

（１２）公職選挙法に違反する行為、又はそのおそれのある行為。 

（１３）無限連鎖講（「ねずみ講」）あるいはそれに類似する行為、又はこれを勧誘する行為。 

（１４）わいせつ、児童売春、児童ポルノ、児童虐待にあたるコンテンツを発信する行為、及び児童の

保護等に関する法律に違反する行為、あるいはそれに類似する行為。 

（１５）当社あるいは第三者の運用する電気通信設備に不正にアクセスする行為、クラッキング行為、

アタック行為、及び当社あるいは第三者の運用する電気通信設備に支障を与える方法あるいは態様

においてFiimoモバイル通信サービスを利用する行為あるいはそれに類似する行為。 

（１６）無断で第三者に広告、宣伝もしくは勧誘の電子メール（特定電子メールを含むがそれに限定さ

れない）を送信する行為。又は第三者が嫌悪感を抱く、もしくはそのおそれのある電子メール（「嫌

がらせメール」、「迷惑メール」）を送信する行為、及びそれに類似する行為。 

（１７）ウイルス等の有害なコンピュータプログラム等を送信又は他人が受信可能な状態のま

ま放置する行為。 

（１８）Fiimoモバイル通信サービスにより利用しうる情報を改竄し、又は消去する行為。 

（１９）他人のＩＤあるいはパスワードを不正に使用する行為、あるいはそれに類似する行為。他人に

なりすましてFiimoモバイル通信サービスを利用する行為。 

（２０）違法な賭博・ギャンブルを行わせ又は違法な賭博・ギャンブルへの参加を勧誘する行為。（２

１）違法行為（けん銃等の譲渡、爆発物の不正な製造、児童ポルノの提供、公文書偽造、    

殺人、脅迫等）を請負し、仲介し又は誘引（他人に依頼することを含む）する行為。 

（２２）人の殺害現場の画像等の残虐な情報、動物を殺傷・虐待する画像等の情報、その他社

会通念上他人に著しく嫌悪感を抱かせる情報を不特定多数の者に対して送信する行為。 

（２３）人を自殺に誘引もしくは勧誘する行為又は第三者に危害の及ぶおそれの高い自殺の手

段等を紹介するなどの行為。 

（２４）犯罪や違法行為に結びつく又はそのおそれの高い情報や、他人を不当に誹謗中傷・侮

辱したり、プライバシーを侵害したりする情報を、不特定の者をして掲載等させることを助長す

る行為。 

（２５） 画面上での対話の流れを妨害し又は他の利用者がリアルタイムに操作・入力しようとすること

に悪い影響を及ぼすおそれがある行為。 

 

１４ 本サービスの禁止事項 

   本契約者は、ピカラモバイル通信サービスの利用にあたり、以下の行為を行わないものとします。 

（１）当社のピカラモバイル通信サービスの提供を妨害する行為、あるいはそのおそれのある行為。 

（２）当社あるいは第三者を差別もしくは誹謗中傷し、又はその名誉、信用、プライバシー等の人格的権

利、肖像権を侵害する行為、又はそのおそれのある行為。 

（３）他人の財産を侵害する行為又は侵害するおそれのある行為。 

（４）当社あるいは第三者の著作権、その他の知的財産権を侵害する行為、又はそのおそれのある行為。 

（５）ピカラモバイル通信サービス利用の上でのみ知り得る情報を第三者に漏洩する行為。 

（６）個人情報その他第三者に関する情報を偽りその他不正な手段を用い収集、取得する行為、あるい

はそれに類似する行為。 

（７）個人情報を本人の同意なく違法に第三者に開示、提供する行為、又はそれに類似する行為。 

（８）当社あるいは第三者の法的保護に値する一切の利益を侵害する行為、又はそのおそれのある行為。 

（９）詐欺、業務妨害、規制薬物の乱用、児童売買春、預貯金口座及び携帯電話の違法な売買等

の犯罪に結びつく又は結びつくおそれのある行為。 

（１０）薬物犯罪、規制薬物、指定薬物、広告禁止告示品（指定薬物等である疑いがある物として告示に

より広告塔を広域的に禁止された物品）もしくはこれらを含むいわゆる危険ドラッグの濫用に結びつ

くもしくは結びつくおそれの高い行為、未承認もしくは使用期限切れの医薬品等の広告を行う行為又

はインターネット上で販売などが禁止されている医薬品を販売などする行為。 

（１１）虚偽の情報を意図的に提供する行為、あるいはそれに類似する行為。 

（１２）公職選挙法に違反する行為、又はそのおそれのある行為。 

（１３）無限連鎖講（「ねずみ講」）あるいはそれに類似する行為、又はこれを勧誘する行為。 

（１４）わいせつ、児童売春、児童ポルノ、児童虐待にあたるコンテンツを発信する行為、及び児童の保

護等に関する法律に違反する行為、あるいはそれに類似する行為。 

（１５）当社あるいは第三者の運用する電気通信設備に不正にアクセスする行為、クラッキング行為、ア

タック行為、及び当社あるいは第三者の運用する電気通信設備に支障を与える方法あるいは態様にお

いてピカラモバイル通信サービスを利用する行為あるいはそれに類似する行為。 

（１６）無断で第三者に広告、宣伝もしくは勧誘の電子メール（特定電子メールを含むがそれに限定され

ない）を送信する行為。又は第三者が嫌悪感を抱く、もしくはそのおそれのある電子メール（「嫌が

らせメール」、「迷惑メール」）を送信する行為、及びそれに類似する行為。 

（１７）ウイルス等の有害なコンピュータプログラム等を送信又は他人が受信可能な状態のまま

放置する行為。 

（１８）ピカラモバイル通信サービスにより利用しうる情報を改竄し、又は消去する行為。 

（１９）他人のＩＤあるいはパスワードを不正に使用する行為、あるいはそれに類似する行為。他人にな

りすましてピカラモバイル通信サービスを利用する行為。 

（２０）違法な賭博・ギャンブルを行わせ又は違法な賭博・ギャンブルへの参加を勧誘する行為。（２１）

違法行為（けん銃等の譲渡、爆発物の不正な製造、児童ポルノの提供、公文書偽造、    

殺人、脅迫等）を請負し、仲介し又は誘引（他人に依頼することを含む）する行為。 

（２２）人の殺害現場の画像等の残虐な情報、動物を殺傷・虐待する画像等の情報、その他社会

通念上他人に著しく嫌悪感を抱かせる情報を不特定多数の者に対して送信する行為。 

（２３）人を自殺に誘引もしくは勧誘する行為又は第三者に危害の及ぶおそれの高い自殺の手段

等を紹介するなどの行為。 

（２４）犯罪や違法行為に結びつく又はそのおそれの高い情報や、他人を不当に誹謗中傷・侮辱

したり、プライバシーを侵害したりする情報を、不特定の者をして掲載等させることを助長する行

為。 

（２５） 画面上での対話の流れを妨害し又は他の利用者がリアルタイムに操作・入力しようとすることに

悪い影響を及ぼすおそれがある行為。 
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（２６）他人の法的利益を侵害したり、公序良俗に反する方法あるいは態様においてFiimoモバイル通

信サービスを利用する行為。 

（２７）その行為が前各号の何れかに該当することを知りつつその行為を助長する態様でリンクを張る

等、当該行為を誘引する、又は結果として同等となる行為。 

（２８）その他公序良俗に違反し又は他人の権利を侵害すると当社が判断した行為。 

（２９）その他法令に違反する、又はそのおそれのある行為、あるいはそれに類似する行為。 

（３０）その他犯罪行為、犯罪行為をそそのかしたり容易にさせる行為、又はそれらのおそれのある行

為。 

 

（注）本契約者が禁止事項に該当する行為を行っていると当社で判断した場合、当社は、第３０条（提

供停止）に定める措置を行うほかに、本契約者の違反行為に対しての苦情対応に要した稼働等の費

用、及び当社が本契約者の違反行為により被る損害費用等を本契約者に請求することがあります。 

 

１５ 大量の電子メール送信が行われた場合の取扱い 

   当社は、電子メール機能を用いて、１の契約者回線から当社が別に定める量を超える電子メールの送

信が行われたときは、別記１４に該当する行為がなされた場合と同様に取り扱います。ただし、その本

契約者からその送信行為が当該条項に該当しない旨の申告があり、当社が当該条項には該当しないと認

めた場合は、この限りでありません。 

 

 

１６ 自営端末機器の接続 

（１） 契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介して、自

営端末機器（Fiimoモバイル通信サービスの契約者回線に接続することができるものに限ります。以

下この別記１６において同じとします｡)を接続するときは、当社所定の書面により、当社が別に定

めるFiimoモバイル通信サービス取扱所にその接続の請求をしていただきます。 

（２）当社等は、(１)の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が別記６の技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続が事業法施行規則第３１条で定める場合に該当するとき。 

（３）当社等は、(２)の請求の承諾に当たっては、次の場合を除き、その接続が(２)アの技術基準等に

適合するかどうかの検査を行います。 

ア 事業法第５３条第１項に規定する技術基準適合認定を受けた端末機器を接続するとき。 

イ 事業法施行規則第３２条第１項で定める場合に該当するとき。 

（４）当社等の係員は、(３)の検査を行う場合、所定の証明書を提示します。 

（５）契約者が、その端末設備を変更したときについても、(１)から(４)までの規定に準じて取り扱い

ます。 

（６）契約者は、その契約者回線への端末設備の接続を取りやめたときは、そのことを当社が別に定め

るFiimoモバイル通信サービス取扱所に通知していただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２６）他人の法的利益を侵害したり、公序良俗に反する方法あるいは態様においてピカラモバイル通信

サービスを利用する行為。 

（２７）その行為が前各号の何れかに該当することを知りつつその行為を助長する態様でリンクを張る等、

当該行為を誘引する、又は結果として同等となる行為。 

（２８）その他公序良俗に違反し又は他人の権利を侵害すると当社が判断した行為。 

（２９）その他法令に違反する、又はそのおそれのある行為、あるいはそれに類似する行為。 

（３０）その他犯罪行為、犯罪行為をそそのかしたり容易にさせる行為、又はそれらのおそれのある行為。 

 

（注）本契約者が禁止事項に該当する行為を行っていると当社で判断した場合、当社は、第２９条（提供

停止）に定める措置を行うほかに、本契約者の違反行為に対しての苦情対応に要した稼働等の費用、

及び当社が本契約者の違反行為により被る損害費用等を本契約者に請求することがあります。 

 

１５ 大量の電子メール送信が行われた場合の取扱い 

   当社は、電子メール機能を用いて、１の契約者回線から当社が別に定める量を超える電子メールの送信

が行われたときは、別記１４に該当する行為がなされた場合と同様に取り扱います。ただし、その本契約

者からその送信行為が当該条項に該当しない旨の申告があり、当社が当該条項には該当しないと認めた場

合は、この限りでありません。 

 

１６ 自営端末機器の接続 

（１） 契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介して、自営

端末機器（ピカラモバイル通信サービスの契約者回線に接続することができるものに限ります。以下

この別記１６において同じとします｡)を接続するときは、当社所定の書面により、当社が別に定める

ピカラモバイル通信サービス取扱所にその接続の請求をしていただきます。 

（２）当社等は、(１)の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が別記６の技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続が事業法施行規則第３１条で定める場合に該当するとき。 

（３）当社等は、(２)の請求の承諾に当たっては、次の場合を除き、その接続が(２)アの技術基準等に適

合するかどうかの検査を行います。 

ア 事業法第５３条第１項に規定する技術基準適合認定を受けた端末機器を接続するとき。 

イ 事業法施行規則第３２条第１項で定める場合に該当するとき。 

（４）当社等の係員は、(３)の検査を行う場合、所定の証明書を提示します。 

（５）契約者が、その端末設備を変更したときについても、(１)から(４)までの規定に準じて取り扱いま

す。 

（６）契約者は、その契約者回線への端末設備の接続を取りやめたときは、そのことを当社が別に定める

ピカラモバイル通信サービス取扱所に通知していただきます。 
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１７ 自営電気通信設備の接続 

（１）本契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介して、

自営電気通信設備（移動無線装置にあっては、Fiimoモバイル通信サービスの契約者回線に接続する

ことができるものに限ります。以下この別記１７において同じとします｡)を接続するときは、当社

所定の書面により、当社が別に定めるFiimoモバイル通信サービス取扱所にその接続の請求をして

いただきます。 

（２）当社は、（１）の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が別記６の技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続により当社の電気通信回線設備の保持が経営上困難となることについて、総務大臣の

認定を受けたとき。 

（３）当社は、（２）の請求の承諾に当たっては、事業法施行規則第３２条第１項で定める場合に該当

するときを除き、その接続が技術基準等に適合するかどうかの検査を行います。 

（４）当社の係員は、（３）の検査を行う場合、所定の証明書を提示します。 

（５）契約者が、その自営電気通信設備を変更したときについても、（１）から（４）までの規定に準

じて取り扱います。 

（６）契約者は、その契約者回線への自営電気通信設備の接続を取りやめたときは、そのことを当社が

別に定めるFiimoモバイル通信サービス取扱所に通知していただきます。 

 

１８ 検査などのための端末設備の持込み 

   本契約者は、次の場合には、その端末設備（移動無線装置に限ります。）もしくは自営電気通信設備

（移動無線装置に限ります。）を当社が指定した期日にFiimoモバイル通信サービス取扱所または当社が

指定する場所へ持ち込んでいただきます。 

（１）別記４または１６の規定に基づく端末設備の検査を受けるとき。 

（２）電波法に基づく端末設備または自営電気通信設備の検査を受けるとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７ 自営電気通信設備の接続 

（１）本契約者は、その契約者回線に、又はその契約者回線に接続されている電気通信設備を介して、自

営電気通信設備（移動無線装置にあっては、ピカラモバイル通信サービスの契約者回線に接続するこ

とができるものに限ります。以下この別記１７において同じとします｡)を接続するときは、当社所定

の書面により、当社が別に定めるピカラモバイル通信サービス取扱所にその接続の請求をしていた

だきます。 

（２）当社は、（１）の請求があったときは、次の場合を除き、その請求を承諾します。 

ア その接続が別記６の技術基準等に適合しないとき。 

イ その接続により当社の電気通信回線設備の保持が経営上困難となることについて、総務大臣の

認定を受けたとき。 

（３）当社は、（２）の請求の承諾に当たっては、事業法施行規則第３２条第１項で定める場合に該当す

るときを除き、その接続が技術基準等に適合するかどうかの検査を行います。 

（４）当社の係員は、（３）の検査を行う場合、所定の証明書を提示します。 

（５）契約者が、その自営電気通信設備を変更したときについても、（１）から（４）までの規定に準じ

て取り扱います。 

（６）契約者は、その契約者回線への自営電気通信設備の接続を取りやめたときは、そのことを当社が別

に定めるピカラモバイル通信サービス取扱所に通知していただきます。 

 

１８ 検査などのための端末設備の持込み 

   本契約者は、次の場合には、その端末設備（移動無線装置に限ります。）もしくは自営電気通信設備（移

動無線装置に限ります。）を当社が指定した期日にピカラモバイル通信サービス取扱所または当社が指定

する場所へ持ち込んでいただきます。 

（１）別記４または１６の規定に基づく端末設備の検査を受けるとき。 

（２）電波法に基づく端末設備または自営電気通信設備の検査を受けるとき。 
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２０ 契約者の支払状況等の情報を通知する電気通信事業者 

株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、ソフトバンク株式会社、ＵＱ

コミュニケーションズ株式会社、株式会社ウィルコム沖縄、株式会社サジェスタム、株式会社ラネット、

株式会社ヤマダ電機、株式会社ノジマ、日本通信株式会社、汐留モバイル株式会社、東日本旅客鉄道株

式会社、ニフティ株式会社、トーンモバイル株式会社、ＵＱモバイル沖縄株式会社、ビッグローブ株式

会社、株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ、株式会社アクセル、ＳＯＲＡシム株式会社、株式会

社ＬｉｎｋＬｉｆｅ、株式会社ドリーム・トレイン・インターネット、株式会社メディエイター、株式

会社ジェイコム東京、株式会社ジェイコムさいたま、株式会社ジェイコム千葉、株式会社ケーブルネッ

ト下関、株式会社ジェイコム九州、株式会社土浦ケーブルテレビ、株式会社ジェイコム湘南、横浜ケー

ブルビジョン株式会社、株式会社ジュピターテレコム、スマートモバイルコミュニケーションズ株式会

社、株式会社ちゅピＣＯＭひろしま、楽天モバイル株式会社、ＢＴＶ株式会社、LINEモバイル株式会社、

株式会社オプテージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０ 契約者の支払状況等の情報を通知する電気通信事業者 

株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、ソフトバンク株式会社、ＵＱコ

ミュニケーションズ株式会社、株式会社ウィルコム沖縄、株式会社サジェスタム、株式会社ラネット、株

式会社ヤマダ電機、株式会社ノジマ、日本通信株式会社、汐留モバイル株式会社、株式会社オプテージ、

東日本旅客鉄道株式会社、ニフティ株式会社、トーンモバイル株式会社、ＵＱモバイル沖縄株式会社、ビ

ッグローブ株式会社、株式会社ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ、株式会社アクセル、ＳＯＲＡシム株式

会社、株式会社ＬｉｎｋＬｉｆｅ、株式会社ドリーム・トレイン・インターネット、株式会社メディエイ

ター、株式会社ジェイコム東京、株式会社ジェイコム埼玉・東日本、株式会社ジェイコム千葉、株式会社

ケーブルネット下関、株式会社ジェイコム九州、株式会社土浦ケーブルテレビ、株式会社ジェイコム湘南・

神奈川、株式会社ジェイコムウエスト、株式会社ジェイコム札幌、横浜ケーブルビジョン株式会社、ＪＣ

ＯＭ株式会社、株式会社ジュピターテレコム、スマートモバイルコミュニケーションズ株式会社、株式会

社ちゅピＣＯＭ、楽天モバイル株式会社、ＢＴＶ株式会社、LINEモバイル株式会社、株式会社長崎ケーブ

ルメディア、株式会社コミュニティネットワークセンター 
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２５ 料金請求書等の発行 

   当社は、本契約者から請求があったときは、当社が定める一部の法人のみ、当社が別に定める方法

により、そのFiimoモバイル通信サービスに係わる料金請求書等（以下「料金請求書等」といいます。）

を発行します。この場合、本契約者は、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料を支払っていた

だきます。ただし、この規定にかかわらず、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料をいただか

ない場合があります。 

 

２６ 支払い証明書等の発行 

当社は、本契約者から請求があったときは、当社が定める一部の法人のみ、当社が別に定める方法に

より、そのFiimoモバイル通信サービスに係わる支払い証明書等（以下「支払い証明書等」といいます。）

を発行します。この場合、本契約者は、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料を支払っていただ

きます。ただし、この規定にかかわらず、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料をいただかない

場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２５ 料金請求書等の発行 

   当社は、本契約者から請求があったときは、当社が定める一部の法人のみ、当社が別に定める方法に

より、そのピカラモバイル通信サービスに係わる料金請求書等（以下「料金請求書等」といいます。）

を発行します。この場合、本契約者は、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料を支払っていただ

きます。ただし、この規定にかかわらず、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料をいただかない

場合があります。 

 

２６ 支払い証明書等の発行 

当社は、本契約者から請求があったときは、当社が定める一部の法人のみ、当社が別に定める方法によ      

り、そのピカラモバイル通信サービスに係わる支払い証明書等（以下「支払い証明書等」といいます。）を

発行します。この場合、本契約者は、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料を支払っていただきます。

ただし、この規定にかかわらず、料金表第４表第１（発行料）に定める発行料をいただかない場合がありま

す。 
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料 金 表 目 次 

 

 

通則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６ 

 

第１表 料金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

 第１ 利用料金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

  １ ２以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

１－１ 適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３８ 

  １－２ 料金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２ 

  ２ Fiimo IoT SIMに係るもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 

２－１ 適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４ 

  ２－２ 料金額（利用料[基本額]）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４５ 

 第２ 付加機能利用料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 

  １ 適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 

  ２ 付加機能の種類等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８ 

 第３ 通話料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

  １ 適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

  ２ 料金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

  ２－１ 通常通話に係るもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

  ２－１－１ ２－１－２から２－１－３以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・８２ 

  ２－１－２ 電話番号案内接続に係るもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３ 

  ２－１－３ SMS機能に係るもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３ 

  ２－２ 国際通話に係るもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５ 

 第４ ユニバーサルサービス料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５ 

  １ 適用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５ 

  ２ 料金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８５ 
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通 則 

 

（料金の計算方法）  

１ 当社は、本契約者がその本契約に基づき支払う料金は暦月に従って計算します。起算日は、暦月の初日

とします。 

 

２ Fiimoモバイル通信サービスの提供の開始について、開始日はＳＩＭカードを発送した日の１０日後の日、

または初回パケット発生日、いずれか早い方の日とします。また、携帯電話番号ポータビリティ（ＭＮＰ）

の切り替えを実施した場合は切替日とします。 

 

３ 当社は、次の場合が生じたときは、月額で定められている料金（以下「月額料金」といいます。）をそ

の利用日数に応じて日割します。ただし、Fiimoおトクでんわの通話パック３０及び通話パック４５、つな

がる端末保証 by Fiimoについては、日割しません。 

（１）暦月の初日以外の日にFiimoモバイル通信サービスの提供の開始（付加機能については提供の開始）

があったとき。 

（２）暦月の初日以外の日に本契約の解除（付加機能についてはその解約）があったとき。 

（３）暦月の初日にFiimoモバイル通信サービスの提供の開始（付加機能の提供については提供の開始）を

行い、その日にその契約の解除（付加機能についてはその解約）があったとき。 

（４）暦月の初日以外の日にFiimoモバイル通信サービスの種別などの変更等により月額料金の額が増加又

は減少したとき。この場合、増加又は減少後の月額料金は、その増加又は減少のあった日から適用し

ます。 

（５）第４２条（月額料金の支払義務）第２項第３号の表の規定に該当するとき。 

（６）５の規定に基づく起算日の変更があったとき。 

 

４ 前項の規定による月額料金の日割は暦日数により行います。この場合、第４２条（月額料金の支払義務）

第２項第３号の表に規定する料金の算定にあたっては、その日数計算の単位となる２４時間をその開始時

刻が属する暦日とみなします。 

 

５ 当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、１に規定する料金月の起算日を変更することがあり

ます。 

 

（端数処理） 

６ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端

数を切り捨てます。 

 

（料金等の支払い） 

７ 本契約者は、料金及び工事や手続き等に関する費用について、当社が別に定める期日までに、当

社が指定する金融機関等において支払っていただきます。 

（注）料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただきます。 

 

（料金の一括後払い） 

８ 当社は、当社に特別の事情がある場合は、９の規定にかかわらず、本契約者の承諾を得て、２

か月以上の料金を当社が指定する期日までにまとめて支払っていただくことがあります。 

 

 

 

通 則 

 

（料金の計算方法）  

１ 当社は、本契約者がその本契約に基づき支払う料金は暦月に従って計算します。起算日は、暦月の初日と

します。 

 

２ ピカラモバイル通信サービスの提供の開始について、開始日はＳＩＭカードを発送した日の１０日後の日、

または初回パケット発生日、いずれか早い方の日とします。また、携帯電話番号ポータビリティ（ＭＮＰ）

の切り替えを実施した場合は切替日とします。 

 

３ 当社は、次の場合が生じたときは、月額で定められている料金（以下「月額料金」といいます。）をその

利用日数に応じて日割します。ただし、Fiimoおトクでんわの通話パック３０及び通話パック４５、つなが

る端末保証 by Fiimoについては、日割しません。 

（１）暦月の初日以外の日にピカラモバイル通信サービスの提供の開始（付加機能については提供の開始）

があったとき。 

（２）暦月の初日以外の日に本契約の解除（付加機能についてはその解約）があったとき。 

（３）暦月の初日にピカラモバイル通信サービスの提供の開始（付加機能の提供については提供の開始）を

行い、その日にその契約の解除（付加機能についてはその解約）があったとき。 

（４）暦月の初日以外の日にピカラモバイル通信サービスの種別などの変更等により月額料金の額が増加又

は減少したとき。この場合、増加又は減少後の月額料金は、その増加又は減少のあった日から適用しま

す。 

（５）第４１条（月額料金の支払義務）第２項第３号の表の規定に該当するとき。 

（６）５の規定に基づく起算日の変更があったとき。 

 

４ 前項の規定による月額料金の日割は暦日数により行います。この場合、第４１条（月額料金の支払義務）

第２項第３号の表に規定する料金の算定にあたっては、その日数計算の単位となる２４時間をその開始時刻

が属する暦日とみなします。 

 

５ 当社は、当社の業務の遂行上やむを得ない場合は、１に規定する料金月の起算日を変更することがありま

す。 

 

（端数処理） 

６ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、その端数

を切り捨てます。 

 

（料金等の支払い） 

７ 本契約者は、料金及び工事や手続き等に関する費用について、当社が別に定める期日までに、当

社が指定する金融機関等において支払っていただきます。 

（注）料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払っていただきます。 

 

（料金の一括後払い） 

８ 当社は、当社に特別の事情がある場合は、９の規定にかかわらず、本契約者の承諾を得て、２か

月以上の料金を当社が指定する期日までにまとめて支払っていただくことがあります。 
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（前受金） 

９ 当社は、料金、工事に関する費用、事務手数料等及び附帯サービスに関する料金について、本

契約者の要請があったときは、当社が別に定める条件に従って、予め前受金を預かることがあります。

ただし、前受金には利息を付さないこととします。 

 

（消費税相当額の加算） 

１０  第４１条（料金及び工事や手続き等に関する費用）から第４７条（工事費の支払義務）の規定そ

の他この約款の規定により料金表に定める料金及び工事や手続き等に関する費用等の支払いを要

するものとされている額は、この料金表に定める額（税抜価額（消費税相当額を加算しない額をいい

ます。以下同じとします。）とします。）に消費税相当額を加算した額とし、その算出方法については、

当社が別に定めるところによります。 

  （注）この料金表に表示する括弧内の額は税込価格を表します。 

 

１１ １０の場合に、消費税相当額の算出方法によっては、本契約者への請求額とこの約款に定める

税込価額が異なる場合があります。 

 

（料金等の臨時減免） 

１２  当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、第１表（料金）、第２表（工事

に関する費用）並びに第４１条（料金及び工事や手続き等に関する費用）から第４７条（工事費の

支払義務）の規定にかかわらず、臨時にその料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

（注）当社は、料金等の減免を行ったときは、当社に掲示する等の方法により、そのことを 

周知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前受金） 

９ 当社は、料金、工事に関する費用、事務手数料等及び附帯サービスに関する料金について、本契

約者の要請があったときは、当社が別に定める条件に従って、予め前受金を預かることがあります。た

だし、前受金には利息を付さないこととします。 

 

（消費税相当額の加算） 

１０  第４０条（料金及び工事や手続き等に関する費用）から第４５条（工事費の支払義務）の規定そ

の他この約款の規定により料金表に定める料金及び工事や手続き等に関する費用等の支払いを要

するものとされている額は、この料金表に定める額（税抜価額（消費税相当額を加算しない額をいいま

す。以下同じとします。）とします。）に消費税相当額を加算した額とし、その算出方法については、当社

が別に定めるところによります。 

  （注）この料金表に表示する括弧内の額は税込価格を表します。 

 

１１ １０の場合に、消費税相当額の算出方法によっては、本契約者への請求額とこの約款に定める税

込価額が異なる場合があります。 

 

（料金等の臨時減免） 

１２  当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、第１表（料金）、第２表（工事

に関する費用）並びに第４０条（料金及び工事や手続き等に関する費用）から第４５条（工事費の

支払義務）の規定にかかわらず、臨時にその料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

（注）当社は、料金等の減免を行ったときは、当社に掲示する等の方法により、そのことを 

周知します。 
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第１表 料金 

 

第１ 利用料金 

 

１ ２以外のもの 

１－１ 適用 

区 分 内 容 

（１）種別等

に係る料金

の適用 

ア Fiimoモバイル通信サービスには次表のとおり提供の形態によるプランが

あります。 

プラン 内 容 

Ａプラン 
ＫＤＤＩ株式会社の回線を利用した通

信サービス 

Ｄプラン 
株式会社ＮＴＴドコモの回線を利用し

た通信サービス 

Ｓプラン 
ソフトバンク株式会社の回線を利用し

た通信サービス 

 

イ Ａプラン、Ｄプラン、Ｓプランには、それぞれ次のタイプがあります。 

タイプ 内 容 

データ通信 
データ通信のみ、利用可能なもの 

（ＳＭＳ通信は含まない） 

データ通信 

（ＳＭＳ機能付き） 

ＳＭＳ通信およびデータ通信が利用可

能なもの 

音声＆データ通信 
通話およびデータ通信が利用可能なも

の 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１表 料金 

 

第１ 利用料金 

 

１ ２以外のもの 

１－１ 適用 

区 分 内 容 

（１）種別等

に係る料金

の適用 

ア ピカラモバイル通信サービスには次表のとおり提供の形態によるプラン

があります。 

プラン 内 容 

Ａプラン 
ＫＤＤＩ株式会社の回線を利用した通

信サービス 

Ｄプラン 
株式会社ＮＴＴドコモの回線を利用し

た通信サービス 

Ｓプラン 
ソフトバンク株式会社の回線を利用し

た通信サービス 

 

イ Ａプラン、Ｄプラン、Ｓプランには、それぞれ次のタイプがあります。 

タイプ 内 容 

データ通信 
データ通信のみ、利用可能なもの 

（ＳＭＳ通信は含まない） 

データ通信 

（ＳＭＳ機能付き） 

ＳＭＳ通信およびデータ通信が利用可

能なもの 

音声＆データ通信 
通話およびデータ通信が利用可能なも

の 
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（２）利用料

の適用 

 Fiimo モバイル通信サービスに係る利用料については、１契約者回線ごとに

２（料金額）に規定する利用料を適用します。 

（３）最低利

用期間に係

る料金の適

用 

 

 

ア Fiimo モバイル通信サービスの利用については、最低利用期間がありま

す。 

イ アに規定する最低利用期間は、１の本契約ごとに、その利用を開始した日

から起算して、音声＆データ通信タイプの場合は１年間、データ通信タイプ

及びデータ通信タイプ（ＳＭＳ機能付き）の場合は１ヵ月間（１ヵ月間とは

利用開始日から翌月同日の前日までを言います。ただし、翌月同日が存在し

ない場合は、翌月末までとします。）とします。 

ウ 本契約者は、最低利用期間内にFiimo モバイル通信契約の解除等により、

利用を終了した場合は、１契約者回線ごとに、料金表第３表（事務手数料等）

に規定する解約事務手数料を、当社が定める期日までに、一括して支払って

いただきます。 

エ 当社は、ウの規定にかかわらず、当社の判断により、その解除等に要する

額を減額して適用することがあります。 

（４）特定の

契約を条件

とする利用

料の割引の

適用（でんき

といっしょ

割） 

ア 特定の契約を条件とする利用料の割引（以下「でんきといっしょ割」とい

います。）とは、本契約者（名義が個人のものに限ります。）の住所と同一

の場所において四国電力株式会社（以下「四国電力」といいます。）の対象

電気プラン（イに定めるものをいいます。）に係る電気供給契約（以下「対

象電気契約」といいます。）が存すること、若しくは対象電気契約の申込を

行っていることを条件に、Fiimo モバイル通信サービス（Ａプラン、Ｄプラ

ン、Ｓプランの全てのタイプをいいます。ただし、Fiimo IoT SIMに係るも

のは除きます。）の利用料［基本額］（以下「基本利用料」といいます。）

につき、次表に定める額（基本利用料の額が次表に定める額に満たない場合

は、その基本利用料の額とします｡）の割引を行うことをいいます。 

 

                １契約者回線ごとの月額 

 割引額 100円 
 
イ でんきといっしょ割に係る対象電気プランとは、次のものをいいます。 
 

対象電気プラン 

おトクeプラン 

でんかeプラン 

でんかeマンションプラン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）利用料

の適用 

 ピカラモバイル通信サービスに係る利用料については、１契約者回線ごと

に２（料金額）に規定する利用料を適用します。 

（３）最低利

用期間に係

る料金の適

用 

 

 

ア Fiimo モバイル通信サービスの利用については、最低利用期間がありま

す。 

イ アに規定する最低利用期間は、１の本契約ごとに、その利用を開始した日

から起算して、音声＆データ通信タイプの場合は１年間、データ通信タイプ

及びデータ通信タイプ（ＳＭＳ機能付き）の場合は１ヵ月間（１ヵ月間とは

利用開始日から翌月同日の前日までを言います。ただし、翌月同日が存在し

ない場合は、翌月末までとします。）とします。 

ウ 本契約者は、最低利用期間内にFiimo モバイル通信契約の解除等により、

利用を終了した場合は、１契約者回線ごとに、料金表第３表（事務手数料等）

に規定する解約事務手数料を、当社が定める期日までに、一括して支払って

いただきます。 

エ 当社は、ウの規定にかかわらず、当社の判断により、その解除等に要する

額を減額して適用することがあります。 

（３）特定の

契約を条件

とする利用

料の割引の

適用（でんき

といっしょ

割） 

ア 特定の契約を条件とする利用料の割引（以下「でんきといっしょ割」とい

います。）とは、本契約者（名義が個人のものに限ります。）の住所と同一

の場所において四国電力株式会社（以下「四国電力」といいます。）の対象

電気プラン（イに定めるものをいいます。）に係る電気供給契約（以下「対

象電気契約」といいます。）が存すること、若しくは対象電気契約の申込を

行っていることを条件に、ピカラモバイル通信サービス（Ａプラン、Ｄプラ

ン、Ｓプランの全てのタイプをいいます。ただし、ピカラモバイル IoT SIM

に係るものは除きます。）の利用料［基本額］（以下「基本利用料」といい

ます。）の税込価額から、次表に定める額（基本利用料の額が次表に定める

額に満たない場合は、その基本利用料の額とします｡）の割引を行うことを

いいます。 

 

                   １契約者回線ごとの月額 

 割引額 110円 
 
イ でんきといっしょ割に係る対象電気プランとは、次のものをいいます。 
 

対象電気プラン 

おトクeプラン 

でんかeプラン 

でんかeマンションプラン 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

 

 

 最低利用期間の削除 
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 ピカラいっしょ割の追

加 
（４）特定の

契約を条件と

する利用料の

割引の適用

（ピカラいっ

しょ割） 

ア 特定の契約を条件とする利用料の割引（以下「ピカラいっしょ割」とい

います。）とは、本契約者（名義が個人のものに限ります。）の住所と同

一の場所においてピカラ光ねっと対象タイプ（イに定めるものをいいま

す。）に係る契約が存すること、若しくはピカラ光ねっと対象タイプの契

約申込を行っていることを条件に、ピカラモバイル通信サービス（Ａプラ

ン、Ｄプラン、Ｓプランの全てのタイプをいいます。ただし、ピカラモバ

イル IoT SIM に係るものは除きます。）の利用料［基本額］（以下「基本

利用料」といいます。）の税込価額から、次表に定める額（基本利用料の

額が次表に定める額に満たない場合は、その基本利用料の額とします｡）の

割引を行うことをいいます。 

 

                   １契約者回線の月額 

割引額 330円 
 
イ ピカラいっしょ割に係るピカラ光ねっと対象タイプとは、次のものをい

います。 
 

対象タイプ 
ピカラ光ねっとホームタイプ 

ピカラ光ねっとマンションタイプ 
 
ウ ピカラいっしょ割を選択する本契約者は、ピカラ光ねっとに係る契約管

理番号を申告して、当社にお申込みいただきます。 

エ 当社は、ピカラいっしょ割の申込があったときは、次のいずれかに該当

する場合を除いて、これを承諾します。 

 （ア）申込時点においてピカラ光ねっと契約若しくはピカラ光ねっと契約

の申込が確認できないとき 

 （イ）ピカラいっしょ割の適用対象となる契約者回線の数が２以上となる

とき 

（ウ）申込のあった本契約者の住所とピカラ光ねっと契約に係る契約者の

住所が異なるとき 

 （エ）申込のあった本契約者の名義が個人のものでないとき 

 （オ）その他当社の業務の遂行上支障があるとき 

オ ピカラいっしょ割の計算は、月単位で行います。 

カ ピカラいっしょ割の適用の開始は、ピカラいっしょ割の申し出を当社が

承諾した日を含む月の翌月からとします。 

キ 当社は、次に該当する場合には、ピカラいっしょ割の適用を廃止します。 

 （ア）本契約者からピカラいっしょ割の適用を廃止する旨の申込があった

とき 

 （イ）毎月１日時点においてピカラ光ねっと契約が終了、若しくはピカラ

光ねっと契約の申込を取り消していることを当社が確認したとき 

 （ウ）本契約者の地位の継承又は名義変更があったとき 

 （エ）解約、解除その他理由を問わず本契約が終了したとき 

 （オ）ピカラいっしょ割を継続できない事情が生じたとき 

ク キ（イ）の規定によりピカラいっしょ割の適用を廃止した場合は、適用

の廃止日を含む月のピカラいっしょ割は適用しません。キ（イ）以外の規

定によりピカラいっしょ割の適用を廃止した場合は、適用の廃止日を含む

月の末日までの基本利用料を、ピカラいっしょ割の適用対象とします。 
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２ Fiimo IoT SIMに係るもの 

２－１適用 

区分 内   容 

（２）種別等に係る料金の

適用 

ア Fiimo IoT SIM には次表のとおり提供の形態によるプランがあり

ます。 

プラン 内 容 

Ａプラン 
ＫＤＤＩ株式会社の回線を利用した通

信サービス 

Ｄプラン 
株式会社ＮＴＴドコモの回線を利用し

た通信サービス 

 

イ Ａプラン、Ｄプランには次のタイプがあります。 

タイプ 内  容 

スタンダードタイ

プ 
データ通信のみ利用可能なもの 

固定 IP アドレス付

タイプ 

データ通信（当社が指定する固定 IP アド

レス1つ）のみ利用可能なもの 

ＶＰＮ－ＳＩＭタ

イプ 

データ通信(IP－VPN 接続用)のみ利用可能

なもの 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ピカラモバイル IoT SIMに係るもの 

２－１適用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

区分 内   容 

（１）種別等に係る料金の

適用 

ア ピカラモバイル IoT SIMには次表のとおり提供の形態による

プランがあります。 

プラン 内 容 

Ａプラン 
ＫＤＤＩ株式会社の回線を利用した通

信サービス 

Ｄプラン 
株式会社ＮＴＴドコモの回線を利用し

た通信サービス 

 

イ Ａプラン、Ｄプランには次のタイプがあります。 

タイプ 内  容 

スタンダードタイ

プ 
データ通信のみ利用可能なもの 

固定 IP アドレス付

タイプ 

データ通信（当社が指定する固定IPアド

レス1つ）のみ利用可能なもの 

ＶＰＮ－ＳＩＭタ

イプ 

データ通信(IP－VPN 接続用)のみ利用可

能なもの 
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（２）利用料の適用 Fiimo IoT SIMに係る利用料については、1契約者回線ごとに２－２(料

金額)に規定する利用料を適用します。 

（３）最低利用期間に係る料金

の適用 

ア Fiimo IoT SIMの利用については、最低利用期間があります。 

イ アに規定する最低利用期間は、１の本契約ごとに、その利用を開始

した日から起算して、１ヵ月間（１ヵ月間とは利用開始日から翌月

同日の前日までを言います。ただし、翌月同日が存在しない場合は、

翌月末までとします。）とします。 

ウ 本契約者は、最低利用期間内に 本契約の解除等により、利用を終

了した場合は、１契約者回線ごとに、料金表第３表（事務手数料等）

に規定する解約事務手数料を、当社が定める期日までに、一括して

支払っていただきます。 

エ 当社は、ウの規定にかかわらず、当社の判断により、その解除等に

要する額を減額して適用することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

 

 最低利用期間の削除 

（２）利用料の適用 ピカラモバイルIoT SIMに係る利用料については、1契約者回線ご

とに２－２(料金額)に規定する利用料を適用します。 

（３）最低利用期間に係る料金の

適用 

ア Fiimo IoT SIMの利用については、最低利用期間があります。 

イ アに規定する最低利用期間は、１の本契約ごとに、その利用を

開始した日から起算して、１ヵ月間（１ヵ月間とは利用開始日

から翌月同日の前日までを言います。ただし、翌月同日が存在

しない場合は、翌月末までとします。）とします。 

ウ 本契約者は、最低利用期間内に 本契約の解除等により、利用

を終了した場合は、１契約者回線ごとに、料金表第３表（事務

手数料等）に規定する解約事務手数料を、当社が定める期日ま

でに、一括して支払っていただきます。 

エ 当社は、ウの規定にかかわらず、当社の判断により、その解除

等に要する額を減額して適用することがあります。 
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第２ 付加機能利用料 

 

   １ 適用 

 

区 分 内 容 

（１）付加機能の

利用 

当社に付加機能の利用を請求した本契約者は、２（付加機能の種

類等）に定めるところにより付加機能を利用することができます。 

（２）付加機能利

用料の適用 

Fiimoモバイルに係る付加機能について、２（付加機能の種類等）

に規定する料金を適用します。 

（３）海外ローミ

ング機能に係る付

加機能利用料の適

用 

当社は、海外ローミング機能について、２（付加機能の種類等）に

規定する国または地域（その移動無線装置が接続されている外国事業

者の無線基地局設備または機内携帯通話システムによりその外国事

業者の電気通信サービスが提供される場所をいい、以下「海外利用地

域」といいます｡)および利用形態に応じて、付加機能利用料を適用し

ます。 

 

２  付加機能の種類等 

（ア）Ａプランに係るもの 

（１）（２）（３）以外のもの 

電子メール機能 Fiimo モバイル通信サービス取扱局に設

置される電子メール情報蓄積装置を利用

して、電子メールの蓄積、再生または転

送などを行う機能および当社が別に定め

るウイルスチェック機能をいいます。 

ただし、本機能はFiimo IoT SIM にかか

る契約者回線は除きます。 

１アドレ

ス 
無料 

備

考 

ア 当社は、１の契約者回線につき１のメールアドレスを割当て

るものとし、１のメールアドレスに蓄積できる通信の情報量

は２００ＭＢとします。 

イ 当社は、本契約に関する技術上または業務の遂行上やむを得

ない理由があるときは、メールアドレスを変更していただく

ことがあります。この場合、あらかじめそのことを本契約者

に通知します。 

ウ 電子メールを蓄積できる期間は、当社が別に定めるところに

よります。 

エ 本契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行

ったメールアドレスを使用するものを含みます。）について、

他の電気通信事業者などから異義申し立てがあり、その本契

約者からの電子メールの転送機能を継続して行うことについ

てFiimo モバイル通信サービスの提供に重大な支障があると

認められるときは、当社は、その本契約者からの電子メール

の転送を停止することがあります。 

オ 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（カの規定に

より現に蓄積している情報の転送の停止もしくは消去または

電子メールの利用の廃止を行ったことに伴い発生する損害を

含みます。）については、責任を負いません。 

カ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

第２ 付加機能利用料 

 

   １ 適用 

 

区 分 内 容 

（１）付加機能の

利用 

当社に付加機能の利用を請求した本契約者は、２（付加機能の種

類等）に定めるところにより付加機能を利用することができます。 

（２）付加機能利

用料の適用 

ピカラモバイルに係る付加機能について、２（付加機能の種類等）

に規定する料金を適用します。 

（３）海外ローミ

ング機能に係る付

加機能利用料の適

用 

当社は、海外ローミング機能について、２（付加機能の種類等）に

規定する国または地域（その移動無線装置が接続されている外国事業

者の無線基地局設備または機内携帯通話システムによりその外国事

業者の電気通信サービスが提供される場所をいい、以下「海外利用地

域」といいます｡)および利用形態に応じて、付加機能利用料を適用し

ます。 

 

２  付加機能の種類等 

（ア）Ａプランに係るもの 

（１）（２）（３）以外のもの 

電子メール機能 ピカラモバイル通信サービス取扱局に

設置される電子メール情報蓄積装置を利

用して、電子メールの蓄積、再生または

転送などを行う機能および当社が別に定

めるウイルスチェック機能をいいます。 

ただし、本機能はピカラモバイル IoT 

SIMにかかる契約者回線は除きます。 

１アドレ

ス 
無料 

備

考 

ア 当社は、１の契約者回線につき１のメールアドレスを割当てる

ものとし、１のメールアドレスに蓄積できる通信の情報量は２

００ＭＢとします。 

イ 当社は、本契約に関する技術上または業務の遂行上やむを得な

い理由があるときは、メールアドレスを変更していただくこと

があります。この場合、あらかじめそのことを本契約者に通知

します。 

ウ 電子メールを蓄積できる期間は、当社が別に定めるところによ

ります。 

エ 本契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行っ

たメールアドレスを使用するものを含みます。）について、他

の電気通信事業者などから異義申し立てがあり、その本契約者

からの電子メールの転送機能を継続して行うことについてピ

カラモバイル通信サービスの提供に重大な支障があると認め

られるときは、当社は、その本契約者からの電子メールの転送

を停止することがあります。 

オ 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（カの規定によ

り現に蓄積している情報の転送の停止もしくは消去または電

子メールの利用の廃止を行ったことに伴い発生する損害を含

みます。）については、責任を負いません。 

カ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 
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発番要請機能（番

号通知リクエスト

サービス） 

その契約者回線に着信した通話であって、発信

者番号が通知されない通話に対して、発信者番

号を通知してかけ直してほしい旨を、発信者に

通知する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移動

無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供します。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、第４３

条（通話料の支払義務）および第５２条（相互接続通信の料金

の取扱い）に規定する支払いを要する者に、支払っていただき

ます。 

ウ この機能に関するその他の提供条件については、当社が別に定

めるところによります。 

ウイルスチェック

機能 

Fiimo モバイル通信サービスに係る情報蓄積

装置を経由する電子メールに対して、コンピ

ューターウイルス（通信やコンピューターな

どの機能に妨害を与えるためのプログラムで

あって、当社が別に定めるものをいいます。

以下この欄において同じとします。）が含ま

れる場合において、当該コンピューターウイ

ルスを検知および駆除または削除する機能を

いいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 当社は、本機能に係るメールアドレスに送受信された電子メー

ルに含まれるコンピューターウイルス（以下「ウイルス」とい

います。）について、当社が別に定めるソフトウェアを用いて

ウイルスの検知および駆除または削除を行います。ただし、駆

除または削除可能なウイルスは、ウイルスの検知および駆除ま

たは削除の実施時における、当社が別に定めるウイルスパター

ンファイル（コンピューターウイルスを検知するため、各々の

ウイルスの特徴をパターンとしてまとめたもの）により対応可

能なウイルスとします。 

イ 本機能は、ウイルスチェックとして完全な機能を果すことを保

証するものではありません。 

ウ 当社は、本機能の利用に伴い発生する損害については、責任を

負いません。 

エ 当社の故意または重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

オ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

発番要請機能（番

号通知リクエスト

サービス） 

その契約者回線に着信した通話であって、発

信者番号が通知されない通話に対して、発信

者番号を通知してかけ直してほしい旨を、発

信者に通知する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移動

無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供します。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、第４２

条（通話料の支払義務）および第５０条（相互接続通信の料金

の取扱い）に規定する支払いを要する者に、支払っていただき

ます。 

ウ この機能に関するその他の提供条件については、当社が別に定

めるところによります。 

ウイルスチェック

機能 

ピカラモバイル通信サービスに係る情報蓄

積装置を経由する電子メールに対して、コ

ンピューターウイルス（通信やコンピュー

ターなどの機能に妨害を与えるためのプロ

グラムであって、当社が別に定めるものを

いいます。以下この欄において同じとしま

す。）が含まれる場合において、当該コン

ピューターウイルスを検知および駆除また

は削除する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 当社は、本機能に係るメールアドレスに送受信された電子メー

ルに含まれるコンピューターウイルス（以下「ウイルス」とい

います。）について、当社が別に定めるソフトウェアを用いて

ウイルスの検知および駆除または削除を行います。ただし、駆

除または削除可能なウイルスは、ウイルスの検知および駆除ま

たは削除の実施時における、当社が別に定めるウイルスパター

ンファイル（コンピューターウイルスを検知するため、各々の

ウイルスの特徴をパターンとしてまとめたもの）により対応可

能なウイルスとします。 

イ 本機能は、ウイルスチェックとして完全な機能を果すことを保

証するものではありません。 

ウ 当社は、本機能の利用に伴い発生する損害については、責任を

負いません。 

エ 当社の故意または重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

オ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 
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つながる端末保証 

by Fiimo 

本契約者にて準備した、本契約のＳＩＭカ

ードを利用する端末機器に補償対象事故

が生じた際に、本契約者のお申し出に基づ

き、本契約者に対して補償を行うサービス

をいいます。 

ただし、Fiimo IoT SIMにかかる契約者回

線は除きます。 

１契約ごとに 
500円 

（550円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、つながる端末保証

by Fiimo規約に定めるところによります。 

トレンドマイクロ 

ウイルスバスター

モバイル 月額版 

トレンドマイクロ株式会社 

（「トレンドマイクロ」）が提供するセキ

ュリティソフトウェアのエンドユーザラ

イセンス契約を当社を通じて販売するサ

ービスをいいます。 

ただし、Fiimo IoT SIMにかかる契約者回

線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

270円 

（297円） 

備考 

ア 当社は、１の端末につき、１のサービスを提供します。 

イ 本サービスにおいて、その他提供条件については、トレンド

マイクロ株式会社と本契約者とのエンドユーザライセンス契

約（利用規約）に準じます。 

ウ 当社は、本サービスの利用に伴い発生する損害については、

責任を負いません。 

エ 当社の故意又は重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

i-フィルター for 

マルチデバイス 

本契約者の請求に基づき、青少年の育成の

ために不適切と判断される情報等のフィ

ルタリングなどを提供するサービスをい

います。
ただし、Fiimo IoT SIM にかかる

契約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

350円 

（385円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、当社i-フィルター 

for マルチデバイス利用規約に定めるところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つながる端末保証

by Fiimo 

本契約者にて準備した、本契約のＳＩＭカー

ドを利用する端末機器に補償対象事故が生じ

た際に、本契約者のお申し出に基づき、本契

約者に対して補償を行うサービスをいいま

す。 

ただし、ピカラモバイル IoT SIMにかかる契

約者回線は除きます。 

１契約ごとに 
500円 

（550円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、つながる端末保証

by Fiimo規約に定めるところによります。 

トレンドマイクロ 

ウイルスバスター

モバイル 月額版 

トレンドマイクロ株式会社 

（「トレンドマイクロ」）が提供するセキュ

リティソフトウェアのエンドユーザライセン

ス契約を当社を通じて販売するサービスをい

います。 

ただし、ピカラモバイル IoT SIMにかかる契

約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

270円 

（297円） 

備考 

ア 当社は、１の端末につき、１のサービスを提供します。 

イ 本サービスにおいて、その他提供条件については、トレンド

マイクロ株式会社と本契約者とのエンドユーザライセンス契

約（利用規約）に準じます。 

ウ 当社は、本サービスの利用に伴い発生する損害については、

責任を負いません。 

エ 当社の故意又は重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

i-フィルター for 

マルチデバイス 

本契約者の請求に基づき、青少年の育成のた

めに不適切と判断される情報等のフィルタリ

ングなどを提供するサービスをいいます。
た

だし、ピカラモバイル IoT SIMにかかる契約

者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

350円 

（385円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、当社i-フィルター 

for マルチデバイス利用規約に定めるところによります。 
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5G通信オプション 特定携帯電話事業者が提供するａｕ（5G）

通信サービスをFiimoオプションとして提

供するサービスをいいます。 
１契約ごとに 無料 

備考 

ア au VoLTEに非対応のSIMではご利用いただけません。 

イ 本オプションの利用申し込みにあたり、以下の条件を満たし

ていただく必要があります。 

（１） 当社との間で、Fiimoモバイル通信サービス契約約款に

基づき、Fiimo契約を締結されていること。 

（２） Fiimoモバイル通信サービスの契約について、利用停止

されていないこと。 

（３） Fiimoモバイル通信サービスの利用料金その他支払債務

をお支払期限内にお支払いいただいていること。 

（４） 本オプションを5G回線未対応端末でご利用の場合、利

用制限、または通信ができない場合があることを承諾

いただくこと。 

（５） 実際の通信速度はFiimo通信ネットワークの混雑状況

等により左右されるため、Fiimo通信サービスの混雑

時間帯において、本オプションの利用により通信速度

が改善するものではないことを承諾いただくこと。 

ウ 前項各号の申込条件を満たしていただいている場合であって

も、お客さまが以下のいずれかに該当するときは、当社はお

客さまからの本オプションへの利用申込をお断りさせていた

だくことがあります。 

（１） 過去に本規約、Fiimoモバイル通信サービス契約約款に

違反したことがある場合、または当社からサービス利

用契約を解除されたことがある場合。 

（２） その他当社が不適切と判断した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5G通信オプション 特定携帯電話事業者が提供するａｕ（5G）通信

サービスをピカラモバイルオプションとして

提供するサービスをいいます。 
１契約ごとに 無料 

備考 

ア au VoLTEに非対応のSIMではご利用いただけません。 

イ 本オプションの利用申し込みにあたり、以下の条件を満たしてい

ただく必要があります。 

（１） 当社との間で、ピカラモバイル通信サービス契約約款に基づ

き、ピカラモバイル契約を締結されていること。 

（２） ピカラモバイル通信サービスの契約について、利用停止され

ていないこと。 

（３） ピカラモバイル通信サービスの利用料金その他支払債務を

お支払期限内にお支払いいただいていること。 

（４） 本オプションを5G回線未対応端末でご利用の場合、利用制

限、または通信ができない場合があることを承諾いただく

こと。 

（５） 実際の通信速度はピカラモバイル通信ネットワークの混雑

状況等により左右されるため、ピカラモバイル通信サービ

スの混雑時間帯において、本オプションの利用により通信

速度が改善するものではないことを承諾いただくこと。 

ウ 前項各号の申込条件を満たしていただいている場合であっても、

お客さまが以下のいずれかに該当するときは、当社はお客さまか

らの本オプションへの利用申込をお断りさせていただくことがあ

ります。 

（３） 過去に本規約、ピカラモバイル通信サービス契約約款に違反

したことがある場合、または当社からサービス利用契約を

解除されたことがある場合。 

（４） その他当社が不適切と判断した場合。 
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別紙 

（３）Fiimoおトクでんわ 

Fiimo 

おトクでんわ 

本契約者が指定する携帯

電話サービスの電話番号

をあらかじめ当社の電気

通信設備に登録（以下、

「登録電話番号」）し、そ

の登録電話番号から通信

の相手先に係る加入電話

サービス等（当社が別に定

めるものに限ります）の電

話番号に当社が付与した

番号（0037-692とします。）

を前置して行う通信を、当

社の装置にいったん着信

させた後に接続する機能

をいいます。 

１契約ごとに 無料 

利用料 
下記料金表 

参照 

通話パック３０ 

（最大３０分間 

通話可能） 

500円／月 

（550円） 

通話パック４５ 

（最大４５分間 

通話可能） 

720円／月 

（792円） 

１０分かけ放題 

（１０分以内の国内通

話が何度でも可能） 

個人 
850円／月 

（935円） 

法人 

1,500円／

月 

（1,650円） 

かけ放題 

（国内通話が何度でも可能） 

2,500円／

月 

（2,750円） 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移

動無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供しま

す。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、この

機能を利用している契約者に支払っていただきます。 

ウ 通話パック３０及び通話パック４５は、申込月の翌月より提

供します。ただし、Fiimoモバイル通信サービスの提供を開始

した日が申込月の翌月の場合は、申込月の翌々月より提供し

ます。 

エ 通話パック３０及び通話パック４５は、その料金の日割りは

行いません。 

オ １０分かけ放題の申込みが Fiimo モバイル通信サービスと同

時ではない場合、申込月の翌月より提供します。 

カ かけ放題の申込みが Fiimo モバイル通信サービスと同時では

ない場合、申込月の翌月より提供します。 

キ かけ放題の申込みは、個人契約のみとなります。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）Fiimoおトクでんわ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 

Fiimo 

おトクでんわ 

本契約者が指定する携帯電話

サービスの電話番号をあらか

じめ当社の電気通信設備に登

録（以下、「登録電話番号」）

し、その登録電話番号から通

信の相手先に係る加入電話サ

ービス等（当社が別に定める

ものに限ります）の電話番号

に 当 社 が 付 与 し た 番 号

（0037-692とします。）を前

置して行う通信を、当社の装

置にいったん着信させた後に

接続する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

利用料 
下記料金表 

参照 

通話パック３０ 

（最大３０分間 

通話可能） 

500円／月 

（550円） 

通話パック４５ 

（最大４５分間 

通話可能） 

720円／月 

（792円） 

１０分かけ放題 

（１０分以内の国

内通話が何度でも

可能） 

個人 
850円／月 

（935円） 

法人 
1,500円／月 

（1,650円） 

かけ放題 

（国内通話が何度でも可

能） 

2,500円／月 

（2,750円） 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移動無線装置

を利用しているものに限ります｡)に限り提供します。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、この機能を利用

している契約者に支払っていただきます。 

ウ 通話パック３０及び通話パック４５は、申込月の翌月より提供します。

ただし、ピカラモバイル通信サービスの提供を開始した日が申込月の翌

月の場合は、申込月の翌々月より提供します。 

エ 通話パック３０及び通話パック４５は、その料金の日割りは行いませ

ん。 

オ １０分かけ放題の申込みがピカラモバイル通信サービスと同時ではな

い場合、申込月の翌月より提供します。 

カ かけ放題の申込みがピカラモバイル通信サービスと同時ではない場合、

申込月の翌月より提供します。 

キ かけ放題の申込みは、個人契約のみとなります。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定めるところに

よります。 
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（イ）Ｄプランに係るもの 

（１）（２）（３）以外のもの 

電子メール機能 Fiimo モバイル通信サービス取扱局に設置

される電子メール情報蓄積装置を利用し

て、電子メールの蓄積、再生または転送な

どを行う機能および当社が別に定めるウイ

ルスチェック機能をいいます。 

ただし、本機能は Fiimo IoT SIM にかかる

契約者回線は除きます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 当社は、１の契約者回線につき１のメールアドレスを割当てる

ものとし、１のメールアドレスに蓄積できる通信の情報量は２

００ＭＢとします。 

エ 当社は、本契約に関する技術上または業務の遂行上やむを得な

い理由があるときは、メールアドレスを変更していただくこと

があります。この場合、あらかじめそのことを本契約者に通知

します。 

オ 電子メールを蓄積できる期間は、当社が別に定めるところによ

ります。 

カ 本契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行っ

たメールアドレスを使用するものを含みます。）について、他

の電気通信事業者などから異義申し立てがあり、その本契約者

からの電子メールの転送機能を継続して行うことについて

Fiimoモバイル通信サービスの提供に重大な支障があると認め

られるときは、当社は、その本契約者からの電子メールの転送

を停止することがあります。 

キ 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（カの規定によ

り現に蓄積している情報の転送の停止もしくは消去または電

子メールの利用の廃止を行ったことに伴い発生する損害を含

みます。）については、責任を負いません。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）Ｄプランに係るもの 

（１）（２）（３）以外のもの 

電子メール機能 ピカラモバイル通信サービス取扱局に

設置される電子メール情報蓄積装置を利

用して、電子メールの蓄積、再生または

転送などを行う機能および当社が別に定

めるウイルスチェック機能をいいます。 

ただし、本機能はピカラモバイル IoT 

SIMにかかる契約者回線は除きます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 当社は、１の契約者回線につき１のメールアドレスを割当てる

ものとし、１のメールアドレスに蓄積できる通信の情報量は２

００ＭＢとします。 

エ 当社は、本契約に関する技術上または業務の遂行上やむを得な

い理由があるときは、メールアドレスを変更していただくこと

があります。この場合、あらかじめそのことを本契約者に通知

します。 

オ 電子メールを蓄積できる期間は、当社が別に定めるところによ

ります。 

カ 本契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行っ

たメールアドレスを使用するものを含みます。）について、他

の電気通信事業者などから異義申し立てがあり、その本契約者

からの電子メールの転送機能を継続して行うことについてピ

カラモバイル通信サービスの提供に重大な支障があると認め

られるときは、当社は、その本契約者からの電子メールの転送

を停止することがあります。 

キ 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（カの規定によ

り現に蓄積している情報の転送の停止もしくは消去または電

子メールの利用の廃止を行ったことに伴い発生する損害を含

みます。）については、責任を負いません。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 
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発番要請機能（番

号通知お願いサー

ビス） 

その契約者回線に着信した通話であって、

発信者番号が通知されない通話に対して、

発信者番号を通知してかけ直してほしい旨

を、発信者に通知する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移動

無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供します。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、第４３

条（通話料の支払義務）および第５２条（相互接続通信の料金

の取扱い）に規定する支払いを要する者に、支払っていただき

ます。 

ウ この機能に関するその他の提供条件については、当社が別に定

めるところによります。 

ウイルスチェック

機能 

Fiimo モバイル通信サービスに係る情報蓄

積装置を経由する電子メールに対して、コ

ンピューターウイルス（通信やコンピュー

ターなどの機能に妨害を与えるためのプロ

グラムであって、当社が別に定めるものを

いいます。以下この欄において同じとしま

す。）が含まれる場合において、当該コン

ピューターウイルスを検知および駆除また

は削除する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 当社は、本機能に係るメールアドレスに送受信された電子メー

ルに含まれるコンピューターウイルス（以下「ウイルス」とい

います。）について、当社が別に定めるソフトウェアを用いて

ウイルスの検知および駆除または削除を行います。ただし、駆

除または削除可能なウイルスは、ウイルスの検知および駆除ま

たは削除の実施時における、当社が別に定めるウイルスパター

ンファイル（コンピューターウイルスを検知するため、各々の

ウイルスの特徴をパターンとしてまとめたもの）により対応可

能なウイルスとします。 

イ 本機能は、ウイルスチェックとして完全な機能を果すことを保

証するものではありません。 

ウ 当社は、本機能の利用に伴い発生する損害については、責任を

負いません。 

エ 当社の故意または重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

オ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発番要請機能（番

号通知お願いサー

ビス） 

その契約者回線に着信した通話であって、発

信者番号が通知されない通話に対して、発信

者番号を通知してかけ直してほしい旨を、発

信者に通知する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移動

無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供します。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、第４２

条（通話料の支払義務）および第５０条（相互接続通信の料金

の取扱い）に規定する支払いを要する者に、支払っていただき

ます。 

ウ この機能に関するその他の提供条件については、当社が別に定

めるところによります。 

ウイルスチェック

機能 

ピカラモバイル通信サービスに係る情報蓄

積装置を経由する電子メールに対して、コン

ピューターウイルス（通信やコンピューター

などの機能に妨害を与えるためのプログラム

であって、当社が別に定めるものをいいます。

以下この欄において同じとします。）が含ま

れる場合において、当該コンピューターウイ

ルスを検知および駆除または削除する機能を

いいます。 

１契約ごとに 無料 

備考 

ア 当社は、本機能に係るメールアドレスに送受信された電子メー

ルに含まれるコンピューターウイルス（以下「ウイルス」とい

います。）について、当社が別に定めるソフトウェアを用いて

ウイルスの検知および駆除または削除を行います。ただし、駆

除または削除可能なウイルスは、ウイルスの検知および駆除ま

たは削除の実施時における、当社が別に定めるウイルスパター

ンファイル（コンピューターウイルスを検知するため、各々の

ウイルスの特徴をパターンとしてまとめたもの）により対応可

能なウイルスとします。 

イ 本機能は、ウイルスチェックとして完全な機能を果すことを保

証するものではありません。 

ウ 当社は、本機能の利用に伴い発生する損害については、責任を

負いません。 

エ 当社の故意または重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

オ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定める

ところによります。 
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つながる端末保証 

by Fiimo 

本契約者にて準備した、本契約のＳＩＭカ

ードを利用する端末機器に補償対象事故

が生じた際に、本契約者のお申し出に基づ

き、本契約者に対して補償を行うサービス

をいいます。 

ただし、Fiimo IoT SIMにかかる契約者回

線は除きます。 

１契約ごとに 
500円 

（550円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、つながる端末保証

by Fiimo規約に定めるところによります。 

トレンドマイクロ 

ウイルスバスター

モバイル 月額版 

トレンドマイクロ株式会社 

（「トレンドマイクロ」）が提供するセキ

ュリティソフトウェアのエンドユーザラ

イセンス契約を当社を通じて販売するサ

ービスをいいます。 

ただし、Fiimo IoT SIMにかかる契約者回

線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

270円 

（297円） 

備考 

ア 当社は、１の端末につき、１のサービスを提供します。 

イ 本サービスにおいて、その他提供条件については、トレンド

マイクロ株式会社と本契約者とのエンドユーザライセンス契

約（利用規約）に準じます。 

ウ 当社は、本サービスの利用に伴い発生する損害については、

責任を負いません。 

エ 当社の故意又は重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

i-フィルター for 

マルチデバイス 

本契約者の請求に基づき、青少年の育成の

ために不適切と判断される情報等のフィ

ルタリングなどを提供するサービスをい

います。ただし、Fiimo IoT SIM にかかる

契約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

350円 

（385円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、当社i-フィルター 

for マルチデバイス利用規約に定めるところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 つながる端末保証 

by Fiimo 

本契約者にて準備した、本契約のＳＩＭ

カードを利用する端末機器に補償対象

事故が生じた際に、本契約者のお申し出

に基づき、本契約者に対して補償を行う

サービスをいいます。 

ただし、ピカラモバイル IoT SIM にか

かる契約者回線は除きます。 

１契約ごとに 
500円 

（550円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、つながる端末保証

by Fiimo規約に定めるところによります。 

トレンドマイクロ 

ウイルスバスター

モバイル 月額版 

トレンドマイクロ株式会社 

（「トレンドマイクロ」）が提供するセ

キュリティソフトウェアのエンドユー

ザライセンス契約を当社を通じて販売

するサービスをいいます。 

ただし、ピカラモバイル IoT SIM にか

かる契約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

270円 

（297円） 

備考 

ア 当社は、１の端末につき、１のサービスを提供します。 

イ 本サービスにおいて、その他提供条件については、トレンド

マイクロ株式会社と本契約者とのエンドユーザライセンス

契約（利用規約）に準じます。 

ウ 当社は、本サービスの利用に伴い発生する損害については、

責任を負いません。 

エ 当社の故意又は重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

i-フィルター for 

マルチデバイス 

本契約者の請求に基づき、青少年の育成

のために不適切と判断される情報等の

フィルタリングなどを提供するサービ

スをいいます。ただし、ピカラモバイル 

IoT SIM にかかる契約者回線は除きま

す。 

１ライセンス 

ごとに 

350円 

（385円） 

備考 

ア 本サービスにおける提供条件については、当社i-フィルター 

for マルチデバイス利用規約に定めるところによります。 
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5G通信オプション 特定携帯電話事業者が提供するドコモ 5G

通信サービスをFiimoオプションとして提

供するサービスをいいます。 
１契約ごとに 無料 

備考 

ア データ通信（SMS 機能付き）タイプではご利用いただけませ

ん。 

イ 3G通信がご利用いただけません。 

ウ 本オプションの利用申し込みにあたり、以下の条件を満たし

ていただく必要があります。 

（１） 当社との間で、Fiimoモバイル通信サービス契約約款に

基づき、Fiimo契約を締結されていること。 

（２） Fiimoモバイル通信サービスの契約について、利用停止

されていないこと。 

（３） Fiimoモバイル通信サービスの利用料金その他支払債務

をお支払期限内にお支払いいただいていること。 

（４） 本オプションを5G回線未対応端末でご利用の場合、利

用制限、または通信ができない場合があることを承諾

いただくこと。 

（５） 実際の通信速度はFiimo通信ネットワークの混雑状況

等により左右されるため、Fiimo通信サービスの混雑

時間帯において、本オプションの利用により通信速度

が改善するものではないことを承諾いただくこと。 

エ 前項各号の申込条件を満たしていただいている場合であって

も、お客さまが以下のいずれかに該当するときは、当社はお

客さまからの本オプションへの利用申込をお断りさせていた

だくことがあります。 

（１） 過去に本規約、Fiimoモバイル通信サービス契約約款に

違反したことがある場合、または当社からサービス利

用契約を解除されたことがある場合。 

（２） その他当社が不適切と判断した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 5G通信オプション 特定携帯電話事業者が提供するドコモ 5G 通

信サービスをピカラモバイルオプションとし

て提供するサービスをいいます。 
１契約ごとに 無料 

備考 

ア データ通信（SMS機能付き）タイプではご利用いただけません。 

イ 3G通信がご利用いただけません。 

ウ 本オプションの利用申し込みにあたり、以下の条件を満たしていた

だく必要があります。 

（１） 当社との間で、ピカラモバイル通信サービス契約約款に基づ

き、ピカラモバイル契約を締結されていること。 

（２） ピカラモバイル通信サービスの契約について、利用停止されて

いないこと。 

（３） ピカラモバイル通信サービスの利用料金その他支払債務をお

支払期限内にお支払いいただいていること。 

（４） 本オプションを5G回線未対応端末でご利用の場合、利用制限、

または通信ができない場合があることを承諾いただくこと。 

（５） 実際の通信速度はピカラモバイル通信ネットワークの混雑状

況等により左右されるため、ピカラモバイル通信サービスの

混雑時間帯において、本オプションの利用により通信速度が

改善するものではないことを承諾いただくこと。 

エ 前項各号の申込条件を満たしていただいている場合であっても、お

客さまが以下のいずれかに該当するときは、当社はお客さまからの

本オプションへの利用申込をお断りさせていただくことがありま

す。 

（３） 過去に本規約、ピカラモバイル通信サービス契約約款に違反し

たことがある場合、または当社からサービス利用契約を解除

されたことがある場合。 

（４） その他当社が不適切と判断した場合。 
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（３）Fiimoおトクでんわ 

Fiimo 

おトクでんわ 

本契約者が指定する携帯電話

サービスの電話番号をあらか

じめ当社の電気通信設備に登

録（以下、「登録電話番号」）

し、その登録電話番号から通信

の相手先に係る加入電話サー

ビス等（当社が別に定めるもの

に限ります）の電話番号に当社

が付与した番号（0037-692とし

ます。）を前置して行う通信を、

当社の装置にいったん着信さ

せた後に接続する機能をいい

ます。 

１契約ごとに 無料 

利用料 
下記料金表 

参照 

通話パック３０ 

（最大３０分間 

通話可能） 

500円／月 

（550円） 

通話パック４５ 

（最大４５分間 

通話可能） 

720円／月 

（792円） 

１０分かけ放題 

（１０分以内の

国内通話が何度

でも可能） 

個人 
850円／月 

（935円） 

法人 

1,500円／

月 

（1,650円） 

かけ放題 

（国内通話が何度でも可

能） 

2,500円／

月 

（2,750円） 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移

動無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供しま

す。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、この

機能を利用している契約者に支払っていただきます。 

ウ 通話パック３０及び通話パック４５は、申込月の翌月より提

供します。ただし、Fiimo モバイル通信サービスの提供を開

始した日が申込月の翌月の場合は、申込月の翌々月より提供

します。 

エ 通話パック３０及び通話パック４５は、その料金の日割りは

行いません。 

オ １０分かけ放題の申込みが Fiimo モバイル通信サービスと同

時ではない場合、申込月の翌月より提供します。 

カ かけ放題の申込みが Fiimo モバイル通信サービスと同時では

ない場合、申込月の翌月より提供します。 

キ かけ放題の申込みは、個人契約のみとなります。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）Fiimoおトクでんわ 

Fiimo 

おトクでんわ 

本契約者が指定する携帯電話

サービスの電話番号をあらか

じめ当社の電気通信設備に登

録（以下、「登録電話番号」）

し、その登録電話番号から通信

の相手先に係る加入電話サー

ビス等（当社が別に定めるもの

に限ります）の電話番号に当社

が付与した番号（0037-692とし

ます。）を前置して行う通信を、

当社の装置にいったん着信さ

せた後に接続する機能をいい

ます。 

１契約ごとに 無料 

利用料 
下記料金表 

参照 

通話パック３０ 

（最大３０分間 

通話可能） 

500円／月 

（550円） 

通話パック４５ 

（最大４５分間 

通話可能） 

720円／月 

（792円） 

１０分かけ放題 

（１０分以内の

国内通話が何度

でも可能） 

個人 
850円／月 

（935円） 

法人 

1,500円／

月 

（1,650円） 

かけ放題 

（国内通話が何度でも可

能） 

2,500円／

月 

（2,750円） 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移

動無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供しま

す。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、この

機能を利用している契約者に支払っていただきます。 

ウ 通話パック３０及び通話パック４５は、申込月の翌月より提

供します。ただし、ピカラモバイル通信サービスの提供を開

始した日が申込月の翌月の場合は、申込月の翌々月より提供

します。 

エ 通話パック３０及び通話パック４５は、その料金の日割りは

行いません。 

オ １０分かけ放題の申込みがピカラモバイル通信サービスと同

時ではない場合、申込月の翌月より提供します。 

カ かけ放題の申込みがピカラモバイル通信サービスと同時では

ない場合、申込月の翌月より提供します。 

キ かけ放題の申込みは、個人契約のみとなります。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 
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（ウ）Ｓプランに係るもの 

（１）（２）以外のもの 

電子メール機能 Fiimo モバイル通信サービス取扱局に設

置される電子メール情報蓄積装置を利用

して、電子メールの蓄積、再生または転

送などを行う機能および当社が別に定め

るウイルスチェック機能をいいます。 
１アドレス 無料 

備考 

ア 当社は、１の契約者回線につき１のメールアドレスを割当て

るものとし、１のメールアドレスに蓄積できる通信の情報量

は２００ＭＢとします。 

イ 当社は、本契約に関する技術上または業務の遂行上やむを得

ない理由があるときは、メールアドレスを変更していただく

ことがあります。この場合、あらかじめそのことを本契約者

に通知します。 

ウ 電子メールを蓄積できる期間は、当社が別に定めるところに

よります。 

エ 本契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行

ったメールアドレスを使用するものを含みます。）について、

他の電気通信事業者などから異義申し立てがあり、その本契

約者からの電子メールの転送機能を継続して行うことについ

てFiimo モバイル通信サービスの提供に重大な支障があると

認められるときは、当社は、その本契約者からの電子メール

の転送を停止することがあります。 

オ 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（カの規定に

より現に蓄積している情報の転送の停止もしくは消去または

電子メールの利用の廃止を行ったことに伴い発生する損害を

含みます。）については、責任を負いません。 

カ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）Ｓプランに係るもの 

（１）（２）以外のもの 

電子メール機能 ピカラモバイル通信サービス取扱局に

設置される電子メール情報蓄積装置を利

用して、電子メールの蓄積、再生または

転送などを行う機能および当社が別に定

めるウイルスチェック機能をいいます。 
１アドレス 無料 

備考 

ア 当社は、１の契約者回線につき１のメールアドレスを割当て

るものとし、１のメールアドレスに蓄積できる通信の情報量

は２００ＭＢとします。 

イ 当社は、本契約に関する技術上または業務の遂行上やむを得

ない理由があるときは、メールアドレスを変更していただく

ことがあります。この場合、あらかじめそのことを本契約者

に通知します。 

ウ 電子メールを蓄積できる期間は、当社が別に定めるところに

よります。 

エ 本契約者が送信した電子メール（当社以外の者が割当てを行

ったメールアドレスを使用するものを含みます。）について、

他の電気通信事業者などから異義申し立てがあり、その本契

約者からの電子メールの転送機能を継続して行うことについ

てピカラモバイル通信サービスの提供に重大な支障がある

と認められるときは、当社は、その本契約者からの電子メー

ルの転送を停止することがあります。 

オ 当社は、電子メールの利用に伴い発生する損害（カの規定に

より現に蓄積している情報の転送の停止もしくは消去または

電子メールの利用の廃止を行ったことに伴い発生する損害を

含みます。）については、責任を負いません。 

カ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 
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ウイルスチェック機能 Fiimo モバイル通信サービスに係

る情報蓄積装置を経由する電子メ

ールに対して、コンピューターウ

イルス（通信やコンピューターな

どの機能に妨害を与えるためのプ

ログラムであって、当社が別に定

めるものをいいます。以下この欄

において同じとします。）が含ま

れる場合において、当該コンピュ

ーターウイルスを検知および駆除

または削除する機能をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備

考 

ア 当社は、本機能に係るメールアドレスに送受信された電子メ

ールに含まれるコンピューターウイルス（以下「ウイルス」

といいます。）について、当社が別に定めるソフトウェアを

用いてウイルスの検知および駆除または削除を行います。た

だし、駆除または削除可能なウイルスは、ウイルスの検知お

よび駆除または削除の実施時における、当社が別に定めるウ

イルスパターンファイル（コンピューターウイルスを検知す

るため、各々のウイルスの特徴をパターンとしてまとめたも

の）により対応可能なウイルスとします。 

イ 本機能は、ウイルスチェックとして完全な機能を果すことを

保証するものではありません。 

ウ 当社は、本機能の利用に伴い発生する損害については、責任

を負いません。 

エ 当社の故意または重大な過失により生じた損害である場合

は、ウの規定は適用しません。 

オ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウイルスチェック機能 ピカラモバイル通信サービスに

係る情報蓄積装置を経由する電子

メールに対して、コンピューター

ウイルス（通信やコンピューター

などの機能に妨害を与えるための

プログラムであって、当社が別に

定めるものをいいます。以下この

欄において同じとします。）が含

まれる場合において、当該コンピ

ューターウイルスを検知および駆

除または削除する機能をいいま

す。 

１契約ごとに 無料 

備

考 

ア 当社は、本機能に係るメールアドレスに送受信された電子メ

ールに含まれるコンピューターウイルス（以下「ウイルス」

といいます。）について、当社が別に定めるソフトウェアを

用いてウイルスの検知および駆除または削除を行います。た

だし、駆除または削除可能なウイルスは、ウイルスの検知お

よび駆除または削除の実施時における、当社が別に定めるウ

イルスパターンファイル（コンピューターウイルスを検知す

るため、各々のウイルスの特徴をパターンとしてまとめたも

の）により対応可能なウイルスとします。 

イ 本機能は、ウイルスチェックとして完全な機能を果すことを

保証するものではありません。 

ウ 当社は、本機能の利用に伴い発生する損害については、責任

を負いません。 

エ 当社の故意または重大な過失により生じた損害である場合

は、ウの規定は適用しません。 

オ 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 
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つながる端末保証 by 

Fiimo 

本契約者にて準備した、本契約の

ＳＩＭカードを利用する端末機器

に補償対象事故が生じた際に、本

契約者のお申し出に基づき、本契

約者に対して補償を行うサービス

をいいます。 

ただし、Fiimo IoT SIM にかかる

契約者回線は除きます。 

１契約ごとに 
500円 

（550円） 

備

考 

ア 本サービスにおける提供条件については、つながる端末保証

by Fiimo規約に定めるところによります。 

トレンドマイクロ ウ

イルスバスターモバイ

ル 月額版 

トレンドマイクロ株式会社 

（「トレンドマイクロ」）が提供

するセキュリティソフトウェアの

エンドユーザライセンス契約を当

社を通じて販売するサービスをい

います。 

ただし、Fiimo IoT SIM にかかる

契約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

270円 

（297円） 

備

考 

ア 当社は、１の端末につき、１のサービスを提供します。 

イ 本サービスにおいて、その他提供条件については、トレンド

マイクロ株式会社と本契約者とのエンドユーザライセンス契

約（利用規約）に準じます。 

ウ 当社は、本サービスの利用に伴い発生する損害については、

責任を負いません。 

エ 当社の故意又は重大な過失により生じた損害である場合は、

ウの規定は適用しません。 

i-フィルター for マル

チデバイス 

本契約者の請求に基づき、青少年

の育成のために不適切と判断され

る情報等のフィルタリングなどを

提供するサービスをいいます。
た

だし、Fiimo IoT SIM にかかる契

約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

350円 

（385円） 

備

考 

ア 本サービスにおける提供条件については、当社i-フィルター 

for マルチデバイス利用規約に定めるところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 つながる端末保証 by 

Fiimo 

本契約者にて準備した、本契約の

ＳＩＭカードを利用する端末機器

に補償対象事故が生じた際に、本

契約者のお申し出に基づき、本契

約者に対して補償を行うサービス

をいいます。 

ただし、ピカラモバイル IoT SIM

にかかる契約者回線は除きます。 

１契約ごとに 
500円 

（550円） 

備

考 

ア 本サービスにおける提供条件については、つながる端末保証 by 

Fiimo規約に定めるところによります。 

トレンドマイクロ 

ウイルスバスターモ

バイル 月額版 

トレンドマイクロ株式会社 

（「トレンドマイクロ」）が提供

するセキュリティソフトウェアの

エンドユーザライセンス契約を当

社を通じて販売するサービスをい

います。 

ただし、ピカラモバイル IoT SIM

にかかる契約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

270円 

（297円） 

備

考 

ア 当社は、１の端末につき、１のサービスを提供します。 

イ 本サービスにおいて、その他提供条件については、トレンドマイ

クロ株式会社と本契約者とのエンドユーザライセンス契約（利用

規約）に準じます。 

ウ 当社は、本サービスの利用に伴い発生する損害については、責任

を負いません。 

エ 当社の故意又は重大な過失により生じた損害である場合は、ウの

規定は適用しません。 

i-フィルター for マ

ルチデバイス 

本契約者の請求に基づき、青少年

の育成のために不適切と判断され

る情報等のフィルタリングなどを

提供するサービスをいいます。
た

だし、ピカラモバイル IoT SIM に

かかる契約者回線は除きます。 

１ライセンス 

ごとに 

350円 

（385円） 

備

考 

ア 本サービスにおける提供条件については、当社i-フィルター for 

マルチデバイス利用規約に定めるところによります。 
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5G通信オプション 特定携帯電話事業者が提供するソ

フトバンク 5G 通信サービスを

Fiimo オプションとして提供する

サービスをいいます。 

１契約ごとに 無料 

備

考 

ア 本オプションの利用申し込みにあたり、以下の条件を満たし

ていただく必要があります。 

（１） 当社との間で、Fiimoモバイル通信サービス契約約款に

基づき、Fiimo契約を締結されていること。 

（２） Fiimoモバイル通信サービスの契約について、利用停止

されていないこと。 

（３） Fiimoモバイル通信サービスの利用料金その他支払債務

をお支払期限内にお支払いいただいていること。 

（４） 本オプションを5G回線未対応端末でご利用の場合、利

用制限、または通信ができない場合があることを承諾

いただくこと。 

（５） 実際の通信速度はFiimo通信ネットワークの混雑状況

等により左右されるため、Fiimo通信サービスの混雑

時間帯において、本オプションの利用により通信速度

が改善するものではないことを承諾いただくこと。 

イ 前項各号の申込条件を満たしていただいている場合であって

も、お客さまが以下のいずれかに該当するときは、当社はお

客さまからの本オプションへの利用申込をお断りさせていた

だくことがあります。 

（１） 過去に本規約、Fiimoモバイル通信サービス契約約款に

違反したことがある場合、または当社からサービス利

用契約を解除されたことがある場合。 

（２） その他当社が不適切と判断した場合。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5G通信オプション 特定携帯電話事業者が提供するソフト

バンク5G通信サービスをピカラモバイ

ルオプションとして提供するサービス

をいいます。 

１契約ごとに 無料 

備

考 

ア 本オプションの利用申し込みにあたり、以下の条件を満たしてい

ただく必要があります。 

（１） 当社との間で、ピカラモバイル通信サービス契約約款に基づ

き、ピカラモバイル契約を締結されていること。 

（２） ピカラモバイル通信サービスの契約について、利用停止され

ていないこと。 

（３） ピカラモバイル通信サービスの利用料金その他支払債務を

お支払期限内にお支払いいただいていること。 

（４） 本オプションを5G回線未対応端末でご利用の場合、利用制

限、または通信ができない場合があることを承諾いただく

こと。 

（５） 実際の通信速度はピカラモバイル通信ネットワークの混雑

状況等により左右されるため、ピカラモバイル通信サービ

スの混雑時間帯において、本オプションの利用により通信

速度が改善するものではないことを承諾いただくこと。 

イ 前項各号の申込条件を満たしていただいている場合であっても、

お客さまが以下のいずれかに該当するときは、当社はお客さまか

らの本オプションへの利用申込をお断りさせていただくことがあ

ります。 

（３） 過去に本規約、ピカラモバイル通信サービス契約約款に違反

したことがある場合、または当社からサービス利用契約を

解除されたことがある場合。 

（４） その他当社が不適切と判断した場合。 
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（２）Fiimoおトクでんわ 

Fiimo 

おトクでんわ 

本契約者が指定する携帯電話

サービスの電話番号をあらか

じめ当社の電気通信設備に登

録（以下、「登録電話番号」）

し、その登録電話番号から通信

の相手先に係る加入電話サー

ビス等（当社が別に定めるもの

に限ります）の電話番号に当社

が付与した番号（0037-692とし

ます。）を前置して行う通信を、

当社の装置にいったん着信さ

せた後に接続する機能をいい

ます。 

１契約ごとに 無料 

利用料 
下記料金表 

参照 

通話パック３０ 

（最大３０分間 

通話可能） 

500円／月 

（550円） 

通話パック４５ 

（最大４５分間 

通話可能） 

720円／月 

（792円） 

１０分かけ放題 

（１０分以内の国内

通話が何度でも可能） 

個人 
850円／月 

（935円） 

法人 
1,500円／月 

（1,650円） 

かけ放題 

（国内通話が何度でも可能） 

2,500円／月 

（2,750円） 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移

動無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供しま

す。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、この

機能を利用している契約者に支払っていただきます。 

ウ 通話パック３０及び通話パック４５は、申込月の翌月より提

供します。ただし、Fiimo モバイル通信サービスの提供を開

始した日が申込月の翌月の場合は、申込月の翌々月より提供

します。 

エ 通話パック３０及び通話パック４５は、その料金の日割りは

行いません。 

オ １０分かけ放題の申込みが Fiimo モバイル通信サービスと同

時ではない場合、申込月の翌月より提供します。 

カ かけ放題の申込みが Fiimo モバイル通信サービスと同時では

ない場合、申込月の翌月より提供します。 

キ かけ放題の申込みは、個人契約のみとなります。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）Fiimoおトクでんわ 

Fiimo 

おトクでんわ 

本契約者が指定する携帯電話

サービスの電話番号をあらか

じめ当社の電気通信設備に登

録（以下、「登録電話番号」）

し、その登録電話番号から通信

の相手先に係る加入電話サー

ビス等（当社が別に定めるもの

に限ります）の電話番号に当社

が付与した番号（0037-692とし

ます。）を前置して行う通信を、

当社の装置にいったん着信さ

せた後に接続する機能をいい

ます。 

１契約ごとに 無料 

利用料 
下記料金表 

参照 

通話パック３０ 

（最大３０分間 

通話可能） 

500円／月 

（550円） 

通話パック４５ 

（最大４５分間 

通話可能） 

720円／月 

（792円） 

１０分かけ放題 

（１０分以内の国内

通話が何度でも可能） 

個人 
850円／月 

（935円） 

法人 
1,500円／月 

（1,650円） 

かけ放題 

（国内通話が何度でも可能） 

2,500円／月 

（2,750円） 

備考 

ア 音声＆データ通信タイプの契約者回線（当社が別に定める移

動無線装置を利用しているものに限ります｡)に限り提供しま

す。 

イ この機能により応答する通話に関する料金については、この

機能を利用している契約者に支払っていただきます。 

ウ 通話パック３０及び通話パック４５は、申込月の翌月より提

供します。ただし、ピカラモバイル通信サービスの提供を開

始した日が申込月の翌月の場合は、申込月の翌々月より提供

します。 

エ 通話パック３０及び通話パック４５は、その料金の日割りは

行いません。 

オ １０分かけ放題の申込みがピカラモバイル通信サービスと同

時ではない場合、申込月の翌月より提供します。 

カ かけ放題の申込みがピカラモバイル通信サービスと同時では

ない場合、申込月の翌月より提供します。 

キ かけ放題の申込みは、個人契約のみとなります。 

ク 本機能において、その他提供条件については当社が別に定め

るところによります。 
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第４ ユニバーサルサービス料 

   １ 適用 

 

Fiimoモバイル通信サ

ービスに関するユニバ

ーサルサービス料の適

用 

本契約者は、その料金月の末日において、当社が契約者回線を提供

している場合、２（料金額）に定めるユニバーサルサービス料の支

払いを要します。 

ただし、その料金月の末日にその契約の解除があったとき、 

または契約者識別番号がＭ２Ｍ等専用番号（020番号）の場合は、

この限りではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ ユニバーサルサービス料 

   １ 適用 

 

ピカラモバイル通信

サービスに関するユニ

バーサルサービス料の

適用 

本契約者は、その料金月の末日において、当社が契約者回線を提供

している場合、２（料金額）に定めるユニバーサルサービス料の支

払いを要します。 

ただし、その料金月の末日にその契約の解除があったとき、 

または契約者識別番号がＭ２Ｍ等専用番号（020番号）の場合は、

この限りではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス名の変更 



モバイル通信サービス契約約款 新旧対照表 
旧 新 備 考（変更理由） 

 

 57 

   

別紙 

第３表 事務手数料等 

 

１ 適用 

 

区 分 内 容 

（１）事務手数料の適

用区分 

事務手数料等の区分は、次のとおりとします。 

区分 適 用 

契約事務手数料 本契約の申込みを行いその承諾を受けた場

合、付加機能の提供の開始、変更又は解約

を行う場合、及び本契約者からの請求によ

り種別もしくは細目の変更を行うとき、２

（料金額）に規定する契約事務手数料の支

払いを要します。ただし、その本契約の申

込みが、当社が別に定める態様に該当する

ときは、契約事務手数料の支払いを要しま

せん。 

解約事務手数料 本契約者は、その本契約の最低利用期間内

における解除に伴い、２（料金額）に定め

る解約事務手数料の支払いを要します。 

ＳＩＭカード再

発行手数料 

本契約者より、ＳＩＭカードの紛失、盗難

または毀損その他の理由により新たなＳＩ

Ｍカードの貸与を請求し、その承諾を受け

たときは、本契約者は２（料金額）に規定

するＳＩＭカード再発行手数料の支払いを

要します。 
 

（２）事務手数料等の

適用除外又は減

額等 

 当社は、２（料金額）の規定にかかわらず、事務処理の態様等

を勘案して、別に定めるところにより、手続きに関する料金の適

用を除外し、又は、その額を減額して適用することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３表 事務手数料等 

 

１ 適用 

 

区 分 内 容 

（１）事務手数料の適

用区分 

事務手数料等の区分は、次のとおりとします。 

区分 適 用 

契約事務手数料 本契約の申込みを行いその承諾を受けた場

合、付加機能の提供の開始、変更又は解約

を行う場合、及び本契約者からの請求によ

り種別もしくは細目の変更を行うとき、２

（料金額）に規定する契約事務手数料の支

払いを要します。ただし、その本契約の申

込みが、当社が別に定める態様に該当する

ときは、契約事務手数料の支払いを要しま

せん。 

解約事務手数料 本契約者は、その本契約の最低利用期間内

における解除に伴い、２（料金額）に定め

る解約事務手数料の支払いを要します。 

ＳＩＭカード再

発行手数料 

本契約者より、ＳＩＭカードの紛失、盗難

または毀損その他の理由により新たなＳＩ

Ｍカードの貸与を請求し、その承諾を受け

たときは、本契約者は２（料金額）に規定

するＳＩＭカード再発行手数料の支払いを

要します。 
 

（２）事務手数料等の

適用除外又は減

額等 

 当社は、２（料金額）の規定にかかわらず、事務処理の態様等

を勘案して、別に定めるところにより、手続きに関する料金の適

用を除外し、又は、その額を減額して適用することがあります。 
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別紙 

２ 料金額 

 

種 別 単 位 料金額（税込価格） 

契約事務手数料 １の契約ごとに 3,300円（3,630円） 

備考 

ア 同時に２以上の契約を行う場合には、１の契約を除く他の契約については、契約事務手数

料をいただかない場合があります。 

イ 付加機能の提供の開始、変更又は解約を行う場合には、契約事務手数料をいただかない場

合があります。 

ウ 当社は、当社の判断により、契約事務手数料をいただかない場合があります。 

解約事務手数料 １の契約ごとに 10,000円（11,000円） 

備考 

ア 本契約者が、本契約のタイプ又はプランの変更を希望した場合、当社所定の手続きにより、

当社が定める期間内において本契約を解除し、新たに本契約を締結することがあります。

この場合の本契約の解除については解約事務手数料をいただきません。 

イ 当社は、当社の判断により、解約事務手数料をいただかない場合があります。 

ＳＩＭカード再発行手数料 １の契約ごとに 3,300円（3,630円） 

備考 

ア 当社は、当社の判断により、ＳＩＭカード再発行手数料をいただかない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 料金額 

 

種 別 単 位 料金額（税込価格） 

契約事務手数料 １の契約ごとに 3,300円（3,630円） 

備考 

ア 同時に２以上の契約を行う場合には、１の契約を除く他の契約については、契約事務手数

料をいただかない場合があります。 

イ 付加機能の提供の開始、変更又は解約を行う場合には、契約事務手数料をいただかない場

合があります。 

ウ 当社は、当社の判断により、契約事務手数料をいただかない場合があります。 

解約事務手数料 １の契約ごとに 10,000円（11,000円） 

備考 

ア 本契約者が、本契約のタイプ又はプランの変更を希望した場合、当社所定の手続きにより、

当社が定める期間内において本契約を解除し、新たに本契約を締結することがあります。

この場合の本契約の解除については解約事務手数料をいただきません。 

イ 当社は、当社の判断により、解約事務手数料をいただかない場合があります。 

ＳＩＭカード再発行手数料 １の契約ごとに 3,300円（3,630円） 

備考 

ア 当社は、当社の判断により、ＳＩＭカード再発行手数料をいただかない場合があります。 
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附 則 

 

（実施期日） 

１ この改正約款は、２０２２年７月１日から実施します。 

 


